
NEDO プロジェクト 

「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」 

 

 

技術ガイダンス 

室内暴露評価 
 

 

 

 

 

2011 年 8 月 

 

 
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

委託先 独立行政法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門 



 

 1 

技術ガイダンスについて 

 

本技術ガイダンスは，独立行政法人産業技術総合研究所が，独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構よりの受託事業「化学物質の最適管理をめざすリスクトレード

オフ解析手法の開発」の一環として作成しました． 

 

「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」は，様々な理由で

行われる化学物質の代替に伴って発生するリスクのトレードオフに焦点を当てています．

物質代替は，代替される元物質（被代替物質）のリスクを低減する上で有効ですが，安易

に代替物質を選択・使用することは，当初の被代替物質のリスクに替わって代替物質のリ

スクが発生し，リスク削減効果が相殺されたり，逆にリスクが増大する可能性があります．

このため，被代替物質に加えて，代替物質のリスクを評価し，物質代替前後のリスクの増

減を確認することが，物質代替を行う上で重要です． 

 

一般的に，リスク評価に必要な暴露と有害性の情報が比較的多い物質からそうした情報 

が尐ない物質に代替されることが多いため，尐ない情報から暴露を定量的に推定しうる手 

法を，リスクトレードオフ解析手法の開発の一環として，開発しています． 

 

室内での化学物質への消費者や作業者の暴露を評価することは，そこで過ごす時間が長

く，また様々な化学物質の発生源が室内に存在するため，ヒト健康リスク評価に際して重

要です． 

 

本技術ガイダンスでは，国内外で開発され，規制等に使用されている室内消費者暴露と

作業者暴露の評価に用いられている数理モデルやコントロールバンディング法について概

説しました．いずれも，尐ない情報から，スクリーニングレベルのの室内暴露評価にわが

国においても使用可能な手法です．推定される室内暴露情報を有害性情報とともにヒト健

康リスク評価やヒト健康リスクトレードオフ解析の流れに従って考察することにより，評

価物質単独の評価と物質代替に伴うリスクトレードオフの評価が可能となります． 

 

各方面で，利用していただくことを期待します． 

 

2011 年 8 月 

 

化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ 

解析手法の開発 プロジェクトリーダー 

独立行政法人産業技術総合研究所 安全科学研究部門 

副部門長  吉田 喜久雄 
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略   語 原    義 和訳あるいは簡単な説明 

ACC American Chemistry Council 米国化学工業協会 

(URL ：

http://www.americanchemistry. 

com/s_acc/index.asp) 

ACGIH American Conference of Governmental 

Industrial Hygienists,Inc. 

米国産業衛生専門家会議 

(URL ：

http://www.acgih.org/home.htm) 

ADD Avarage Daily Dose 平均 1 日用量 

AIHA American Industrial Hygienist 

Association 

米国産業衛生協会 

(URL：http://www.aiha.org/Pages/ 

default.aspx) 

BAuA Bundesanstalt für Arbeitsschutz und 

Arbeitsmedizin 

ド イ ツ 連 邦 職 業 安 全 健 康 研 究 所 

(Federal Institute for 

Occupational Safety and Health) 

(URL：http://www.baua.de/) 

BEAT Bayesian Exposure Assessment 

Toolkit  

ベイズ解析による暴露評価ツールキ

ット 

BIO Bioavailability バイオアベイラビリティ 

CAS Chemical Abstracts Service 米国化学会の化学情報処理機関 

(URL：http://www.cas-japan.jp/) 

CEM Consumer Exposure Module 消費者暴露評価モジュール 

CEMDB Consumer Exposure Models DB 消費者暴露モデルのデータベース  

JRC 

CFD Computational Fluid Dynamics 計算流体力学 

ChemSTEER Chemical Screening Tool for 

Exposures and Environmental 

Releases 

化学物質の暴露と環境排出のための

スクリーニングツール 

COC Concentration Of Concern 懸念濃度 

CONSEXPO CONSumer product EXPOsure and uptake 消費者暴露推算モデル（RIVM） 

COSHH Control Of Substances Hazardous to 

Health 

英国 健康有害性物質管理規則 

(URL ：

http://www.ashfordstpeters.nhs. 

uk/) 

CSA Chemical Safety Assessment 化学物質安全性評価 REACH 

CSR Chemical Safety Report 化学物質安全性報告 REACH 

DB Database データベース 

DNEL Derived No Effect Level 導出された無影響レベル(閾値のある

影響について) REACH 

EASE Estimation and Assessment of 

Substance Exposure 

化学物質暴露推定評価フロー 

EC European Community ヨーロッパ共同体 

ECB European Chemicals Bureau 欧州化学局 

(URL ：

http://ecb.jrc.ec.europa.eu/) 

ECETOC European Centre for Ecotoxicology 

and Toxicology of Chemicals 

ヨーロッパ環境・健康毒性センター 

(URL：http://www.ecetoc.org/) 
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ECHA European CHemicals Agency 欧州化学品庁 

(URL：http://echa.europa.eu/) 

E-FAST Exposure and Fate Assessment 

Screening Tool 

暴露と環境動態スクリーニングツー

ル 

EMKG Einfaches Maßnahmenkonzept 

Gefahrstoffe 

有害物質簡易管理法 

EPA Environmental Protection Agency 米国環境保護庁 

(URL：http://www.epa.gov/) 

EU European Union 欧州連合 

(URL：http://www.deljpn.ec.europa. 

eu/) 

EUSES European Union System for the 

Evaluation of Substances 

EU の化学物質リスク評価システム 

GHS Globally Harmonized System of 

Classification and Labelling of 

Chemicals  

化学品の分類および表示に関する世

界調和システム 

HSE Health and Safety Executive 英国 安全衛生庁 

(URL：http://www.hse.gov.uk/) 

IHCP Institute for Health & Consumer 

Protection 

健康・消費者保護局 JRC 

(URL ：

http://ihcp.jrc.ec.europa.eu/) 

ILO International Labour Organization 国際労働機構 

(URL：http://www.ilo.org/global/ 

lang--en/index.htm) 

IOHA International Occupational Hygiene 

Association 

国際産業衛生協会 

(URL：http://www.ioha.net/) 

JRC Joint Research Centre 共 同 研 究 セ ン タ ー (EC  在

ISPRA)(URL ：

http://ec.europa.eu/dgs/jrc/) 

Kow Octanol/Water Partition Coefficient オクタノール/水分配係数 

LADD Lifetime Average Daily Dose 生涯平均 1 日暴露量 

LES Large Eddy Simulation 大渦巻シミュレーション 

LEV Local Exhaustive Ventilation 局所排気装置 

MCCEM Multi-Chamber Concentration & 

Exposure Model 

多室濃度暴露モデル 

MOE Margin Of Exposure 暴露マージン 

MSDS Material Safety Data Sheet 化学物質等安全データシート 

NEDB National Exposure Database 英国の暴露データベース HSE 

NEDO New Energy and Industrial Technology 

Development Organization 

(独)新エネルギー・産業技術総合開発

機構(URL：http://www.nedo.go.jp/) 

NF/FF Near Field / Far Field 近接場/遠隔場 

NIOSH National Institute for Occupational 

Safety and Health 

米国 国立労働安全衛生研究所 

(URL：http://www.cdc.gov/niosh/) 

NO(A)EL(C

) 

No Observed (Adverse) Effect 

Level(Concentration) 

無(有害)影響量(濃度) 

OC Operational Condition 操作条件 

OECD Organization for Economic 

Cooperation and Development  

経済協力開発機構 

(URL：http://www.oecdtokyo.org/) 

OEL Occupational Exposure Limits 職業暴露基準値 



 

 8 

OPPT Office of Pollution Prevention and 

Toxics 

米国 EPA の汚染防止と毒性物質部 

OPPT P2 OPPT Polution Prevention OPPT の汚染防止プログラム 

OSHA Occupational Safety and Health 

Administration 

米国 労働安全衛生局 

(URL：http://www.osha.gov/) 

PCE Physical and Chemical Exposure Unit JRC IHCP のひとつの部 物理・化学暴

露ユニット 

PDM Probabilistic Dilution Model 確率的希釈モデル 

PROC Process Category プロセスカテゴリー（REACH） 

PROMISE Probabilistic Methodology for 

Improving Scenario-Driven Exposure 

Assessment 

シナリオ主導の暴露評価のための確

率論的手法 

米国 ACC Solvents Industry Group

による 

QSAR Quantitative Structure-Activity 

Relationship 

定量的構造活性相関解析 

REACH Registration, Evaluation, 

Authorisation, and Restrictions of 

Chemicals 

EU の化学物質管理に関する新政策 

REx Residential Exposure Assessment 

Model 

住居の暴露評価モデル 

RIPs REACH Implementation Projects REACH 実施プロジェクト 

RIVM Rijksinstitut voor Volksgezondheid 

en Milieu 

オランダ国立公衆衛生・環境保護研究

所(URL：http://www.rivm.nl/) 

RMMs Risk Managemnt Measures リスク管理手法（REACH） 

SCIES Screening-Level Consumer Inhalation 

Exposure Software 

スクリーニングレベルの消費者吸入

暴露ソフトウェア 

SDS Safety Data Sheet 安全性データシート  ＝ MSDS 

SEAS Strategic Environmental Assessment 

System 

米国 EPA の環境暴露評価システム 

SHEDS Stochastic Human Exposure and Dose 

Simulation Model 

確率的ヒト暴露・用量シミュレーショ

ンモデル EPA 

SIDS Screening Information Data Set 初期評価データセット OECD 

SME Small and Medium sized Enterprises 中小企業 

SPEED Stanford Procedure for Estimating 

Exposure and Dose 

暴露と摂取量を見積るスタンフォー

ド大学の手法  

SVOC Semi Volatile Organic Compounds

  

半揮発性有機化合物 

TG Test Guidelines OECD のテストガイドライン 

TGD Technical Guidance Document EC の技術ガイド文書 

TLV Threshold Limit Value ACGIH の許容濃度 

TNO Netherlands Organisation for 

Applied Scientific Research 

オランダ 応用科学研究所 

(URL：http://www.tno.nl/index.cfm) 

TRA Targeted Risk Assessment 段 階 的 に 目 標 を 絞 る リ ス ク 評 価 

ECETOC 

TRIM Total Risk Integrated Methodology 全リスク統合手法  EPA 

TVOC Total Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物の全体 

TWA Time-Weighted Average  時間荷重平均値 

USES Uniform System for the Evaluation of 

Substances 

オランダの化学物質リスク評価シス

テム 
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VOC Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物 

WPEM Wall Paint Exposure Model 米国 EPA の壁塗装時物質暴露評価モ

デル 
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第１章  室内暴露評価の概要 

 

１．はじめに 

「室内暴露」は室内に存在する発生源から化学物質が移行した媒体が，暴露媒体として

室内に居るヒトに直接接触する形態の暴露である．ここで，暴露は，生体（ヒト）の外部

境界での化学物質との接触と定義される．例えば，室内の建材中の化学物質が空気中に揮

発し，居住者がその空気を吸入する吸入暴露，あるいは化学物質含有する製品に接触する

ことで経皮経由で化学物質を体内に取り込む経皮暴露等が考えられる． 

「室内暴露評価」は住居，学校，オフィス，作業場等の様々な室内で生じる化学物質へ

のヒトの吸入，経口および経皮経由の暴露を推定することである．室内の発生源からヒト

の標的器官に至るまでの化学物質の移動には以下の過程がある． 

 

①発生源 

住居，学校，オフィス，作業場等の室内では，存在する化学物質の種類は大きく異な

る．また，同じ住居や作業現場でも，化学物質ごとにその発生源は異なる． 

②室内動態 

発生源から室内空気等の暴露媒体に移行した化学物質は，空気の流れに伴って室内を

移動し，その過程で移流により室外に輸送されたり，他の媒体に分配・沈着されたり，

化学的・生物的な分解を受けたりする．例えば，室内に化学物質を吸着する素材が存在

する場合には，いわゆるシンク効果を考慮する必要がある．また，低蒸気圧物質では空

気中の浮遊粒子への吸着も無視できない．室内では滞留時間があまり長くないため，一

般に分解の寄与は小さい．作業場の場合には，換気や強制排気装置を考慮した評価が望

まれる．また，経皮暴露では，手等の皮膚が接触する表面への化学物質の沈着が重要と

なる． 

③暴露 

上述のように，暴露は，生体の外部境界での化学物質との接触と定義される．吸入暴

露における外部境界は，鼻および口であり，経口暴露では口，経皮暴露では皮膚が外部

境界となる． 

外部境界で接触する空気，食物，液体，固体等の暴露媒体中の化学物質濃度を暴露濃

度といい，外部境界を通過するまたは外部境界で接する暴露媒体中の物質量を潜在用量

という． 

平均一日暴露濃度（AC）と生涯平均一日暴露濃度（LAC）は以下の式で算出される． 

AT
EDC

AC ii 


 

LT
EDC

LAC ii 


 

i：滞在場所 

EDi：滞在時間 

Ci：その場所の濃度 
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AT：平均化時間 

LT：寿命 

また，平均一日摂取量（ADD）と生涯平均一日摂取量（LADD）は以下の式で算出さ

れる． 

ATBW

ETITC
ADD jjj


 


 

LTBW

ETITC
LADD jjj


 


 

j：経口摂取する媒体（食品等） 

Cj：媒体中濃度 

ITj：媒体の摂取量 

EDj：媒体を摂取する期間 

④吸収 

外部境界の鼻，口を通過した化学物質は，暴露媒体とともに吸収境界に到達する．吸

収境界は，吸入暴露では肺胞，経口暴露では消化管内壁である．経皮暴露では皮膚が，

外部境界であるとともに吸収境界となる． 

通常は，吸収境界に到達した化学物質のある割合（吸収率またはバイオアベイラビリ

ティ）が吸収境界から内部の血流に移行し，体内に吸収される．吸収境界の肺胞，消化

管，皮膚を通過した化学物質量を体内用量という． 

暴露の指標として，潜在用量と体内用量のどちらを用いるのかは，リスク評価の状況

に依存するが，EU の TGD(EC，2003)では，吸入・経口・経皮の全経路の合計で評価する

のが基本であるので，体内用量とする必要がある． 

⑤体内動態 

体内に吸収された化学物質は血流に乗って体内の各組織に到達し，化学物質の物性等

に応じて各器官・組織に分配されるとともに，主に肝臓で代謝され，代謝物は抱合化さ

れ，水溶性を増して排泄される．体内の各器官・組織に到達する化学物質量は，到達用

量または生物学的有効用量という． 

図 1-1 に示すように，経口暴露経路の場合，消化管から吸収された化学物質は門脈を

経由して一旦，肝臓に輸送される．一方，吸入暴露経路と経口暴露経路で吸収された化

学物質は血流に乗って全身の各組織に輸送される． 
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吸入暴露 

内部境界暴露媒体
(空気)

外部境界

鼻･口 気道 肺胞 血液

他の器官･組織

肝臓
物質の一部は
代謝される

ガス状物質

浮遊粒子(空気力
学的径10μm以下)

に吸着した物質

内部境界暴露媒体
(空気)

外部境界

鼻･口 気道 肺胞 血液

他の器官･組織

肝臓
物質の一部は
代謝される

ガス状物質

浮遊粒子(空気力
学的径10μm以下)

に吸着した物質
 

 

経口暴露 

血液化学物質

暴露媒体
(食物･飲料水)

外部境界 内部境界

肝臓
物質の一部は
代謝される

他の器官･組織

口 食道 消化管 血液化学物質

暴露媒体
(食物･飲料水)

外部境界 内部境界

肝臓
物質の一部は
代謝される

他の器官･組織

口 食道 消化管

 

 

経皮暴露 

皮膚 血液化学物質

暴露媒体
(皮膚付着物)

外部/ 内部境界

他の臓器･組織

肝臓
物質の一部は
代謝される皮膚 血液化学物質

暴露媒体
(皮膚付着物)

外部/ 内部境界

他の臓器･組織

肝臓
物質の一部は
代謝される

 

図 1-1 化学物質の暴露から器官・組織への移行過程 

 

２．室内暴露評価方法 

室内における暴露を定量的に把握する方法としては，実測，類推およびモデル推定があ

る． 

 

①実測 

リスク評価対象の室内空間における暴露を定量的に実測する方法で，適切な測定手法

があれば最も確実な方法である．しかし，暴露の状況は多様であり，その室内空間を代

表できるデータを十分に収集することは容易ではない．実測値で，時間的・空間的な実

態をどこまで代表できるかが問題となることもある． 

作業場での暴露に関するデータベースとしては，英国 Health and Safety Executive

（HSE）が 1989 年から収集活動を開始した National Exposure Database（NEDB）（Cherrie

ら，2003）が有名である．この DB は，後述の EASE システムの開発にも活用されている． 
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②類推 

構造や物性が類似した化学物質や同一または類似の暴露条件下でのデータがある場

合に，これを援用する． 

③モデル推定 

数理モデルによる動態シミュレーションで推定する．モデルには，物理化学的メカニ

ズムモデルと経験的・統計的モデルの 2 種類がある． 

物理化学的メカニズムモデルは，いわゆる数理モデルであり，発生源からの化学物質

の暴露媒体への移行から暴露に至るまでの物理・化学的過程を数学的に記述し，これら

の式を基に暴露を推定する．実際には，発生源モデルと動態推定モデルに分けて，暴露

シナリオに基づいて室内濃度を予測するモデルが提案されている． 

経験的・統計的モデルは，実測濃度を，暴露に至る過程を支配するパラメータを用い

て，例えば重回帰分析を行い，得られた式を推定に利用する． 

また，専門家の判断に基づく事前分布と実測データを組合せて，より実態にあった事

後分布を知る Bayes 解析を経験的・統計的モデルに応用する議論もある． 

 

３．室内暴露推定手法検討の歴史 

Matthiessen（1986）によれば，作業者暴露の推定手法については 1970 年代後半に米国

の大学で議論が始まった．また，Fehrenbacher ら（1996）によれば，米国 EPA も 1980 年

代初めに活動を開始している．また，1990 年代に入ってからは，Rohm & Haas 社の Jayjock

らにより，米国の産業界でも活動が始まった． 

1998 年の米国 AIHA の暴露戦略検討委員会では，米国産業界の専門家も参加して議論し

てきた作業暴露評価の考え方のまとめが報告されている．この中で，作業暴露の推定に有

用なモデルとして，飽和蒸気モデル，ボックスモデル，バックプレッシャー・ボックスモ

デル，移流プルームモデルといった数理モデルが解説されている．さらに，2000 年の米国

AIHA の暴露評価戦略検討委員会のモデリング小委員会では，作業暴露推定モデルとして以

下のモデルが議論されている（Keil ら，2000）． 

・飽和蒸気モデル 

飽和蒸気が放出されるとする発生源モデルの１つであり，例えば，タンクから飽和蒸気が一定速度

で漏れ続ける場合を想定する．タンク内の液体が，単一液体以外の混合溶液の場合には，ヘンリー

則を適用して対象物質の蒸気圧を求める． 

・発生量モデル 

・ボックスモデル 

・完全混合モデル：バックプレッシャー/発生量が指数関数的に減尐 

液相から気相への蒸発とともに，気相から液相への凝縮を生じる．凝縮速度は飽和蒸気圧濃度と気

相濃度の比に比例する（バックプレッシャー）ため，密閉されたタンク内のように，密閉空間での

正味の蒸発速度（放出速度）は，次第に減尐する．バックプレッシャーモデルは，発生速度が減尐

する発生源モデルの１つである． 

・２ゾーンモデル(近接場/遠隔場) 

・乱流拡散モデル 

・経皮暴露モデル 
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米国 EPA の Guo（2002a）は，52 種の室内発生源モデルとそれらの有効性についてまと

めた．モデルは，多目的モデルの他は，室内塗装物質用，建築材料用，溶媒プールと小規

模な溶媒漏れ出しからの蒸発，汚染された水道水からの発生，農薬の室内使用，室内燃焼

機器と自動車からの fugitive な発生等，具体的なプロセスでまとめている．多くのモデル

はある程度有用であるが，複雑すぎるモデルは利用者に無視されることが多いので，室内

モデルはほどほどに簡単であるべきと述べている．また，Guo（2002b）は，発生源モデル

に使われる１次減衰速度定数，拡散係数，固体/大気分配係数，蒸気圧，質量移動係数等の

各種パラメータの推定法について議論している． 

欧州では，英国の HSE が主導的に活動している．前述のように 1989 年から作業場での

暴露データに関するデータベース（NEDB）を構築している．1992 年以降，これらのデータ

を統計解析し，専門家の判断を加えて，EASE システムを開発し使用している．この EASE

は，評価対象物質の特性と作業場における使用パターンを入力することにより，専門家が，

多数の実測データを解析して経験的にまとめたフローチャート（図 1-2）に従って，濃度

が範囲のある値(例えば，10ppm～50ppm)として示される． 

RPE

C

EASE v.1
Cherrie et al(2003)  Fig.6

 

図 1-2 EASE Ver.1 での論理構造図 

 

さらに，2000 年以降，EASE の評価が行われており，EASE2 の改良に Bayes 解析法を応用

することが提案されている．また，HSE は，中小事業者向けに COSHH Essential を開発し

ている．これは，ILO において ControlBanding として改良されている． 

日本では，日本化学工業協会が，通産省からの委託事業として 1995 年から化学物質の

リスク評価・管理システム（Risk Manager）の開発を行った．その際に，作業者暴露評価

システム構築のために行われた調査の概要が原ら(2001)により報告されている．室内暴露
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を 6 種の発生源モデルと 5 種の動態推定モデルに整理し，その組合せで９種の暴露評価推

算式をまとめている．十分ではないが，システムを検証した報告もある（原ら，2005）． 

 

消費者暴露の推定手法については欧州で活発に議論されている．1997 年に，オランダの

RIVM は消費者暴露推定システムである ConsExpo Ver.2 を公開した．これは Ver.1 に 2 種

の吸入モデルを追加したものである．2005 年には Ver.4.0，2006 年には Ver.4.1（Delmaar

ら，2005）が公開されている．また，米国でも後述のように，室内消費者暴露モデルの開

発が行われ，公開されている． 

 

以下，最近のいくつかの活動について紹介する． 

●EC の技術指針文書（TGD）（EC，1996） 

この TGD の中で EC のリスク評価の考え方が詳しく解説されている．作業者暴露評価

には EASE システムの使用が推奨され，消費者暴露では，吸入 1 種，経口 2 種，経皮 2

種の計 5 種の簡単な暴露シナリオに対する暴露推定式が提示されている．これらはスク

リーニングレベルの推定であり，さらなる検討には ConsExpo や米国 EPA のモデルが紹

介されている． 

  

●EC の TGD 2nd ed.（EC，2003） 

1996 年の TGD の改訂版である．全体としては，枠組みの大きな変更はない．作業者暴

露では，実測データがあればそれを EASE に優先して使用すべきとされた．消費者暴露

では，具体的なシナリオ例等の記述が増えた．TGD の改訂を反映した EU のリスク評価シ

ステム EUSES Ver.2 も公表された（EC，2004）．EUSES Ver.2 の消費者暴露推定では，

ConsExpo へのリンクが設定されている． 

 

●ECETOC の TRA（Targeted Risk Assessment）－Tiered Approach  ECETOC (2009) 

欧州における化学物質管理の新しい枠組み REACH（Registration，Evaluation, 

Authorization of Chemicals）では，事業者に化学物質のリスク評価を要求する．ヨー

ロッパ化学物質環境毒性センター（ECETOC）では，REACH での活用のために，Tier 0，1，

2 と段階的に評価を深めるシステム TRA を 2004 年に提案した．技術的内容は ECETOC の

技術解説書（ECETOC，2004）として公表され，評価システムがウェブサイト上で公開さ

れた.室内暴露推定は，EASE，ConsExpo 等の既存システムの組合せである． 

REACH のリスク評価で求められる内容は，多くの議論を踏んで 2008 年に技術解説書と

して公開されたが，ECETOC は平行して TRA の内容の深化を検討し，2009 年 12 月に，技

術解説書の追加版が Technical Report 107 として公開された．初版は，リスク評価の

ためのシステムにポイントがあったが，改訂版では，作業者，消費者及び環境経由の間

接暴露評価に力点が置かれている．評価システムはスプレッドシート版が提供される． 

主な内容は以下のようなものである. 

①作業者暴露評価 

EASE の改良版で評価する．構成等は，かなりの変更があった. 

・初版では，15 種の作業状況を標準シナリオとして設定していたが，改訂版では，REACH
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のプロセスカテゴリーPROC25 種と整合性をとった. 

・職業専門家（プロフェッショナル）と作業者の差を明確にする 

・局所排気装置（LEV）の効率を 75～97％と設定する 

・8 時間より短い作業時間は補正する.原則として超過勤務は対象外 

・個人保護具の効率：２つのレベル，90％削減と 95％削減を選択できる 

・調剤：初版は純物質だけを評価対象としたが，改訂版では濃度に応じて修正係数を用

いて，暴露濃度を見積ることができる 

・経皮暴露：毒性の参照値 OEL あるいは DNEL はユーザーが選択して入力する 

②消費者暴露 

これも大幅に変更された． 

変更がなかった部分は： 

・各製品・物品カテゴリーに関連する経路で評価する 

・暴露量は，全身暴露単位で mg/kg/day で表現する 

・バイオアベイラビリティは 100％ 

・各経路に一つの簡単なアルゴリズムを適用する 

・各経路で 2 つのパラメータ以外はデフォルト値とする 

・各カテゴリーにつき全経路の暴露量の和を求める 

・異なるカテゴリーの暴露量の和は求めない 

変更された部分は： 

・製品・物品カテゴリー：REACH のカテゴリーと一致させ，代表製品と製品のサブカテ

ゴリーで精度を向上 

・アルゴリズム 

経皮暴露量（E，mg/kg/day） 

BW

DTLFQCAPI
E

1000
  

PI：製品中物質 [g/g] 

CA：接触面積 [cm2] 

FQ：接触頻度 [event/day] 

TL：層の厚み [cm] 

D：密度 [g/cm3] 

1000：換算係数 [mg/g] 

BW：体重 [kg] 

初版より簡単化され，接触時間と移動率（100%とする）が省かれている．また，PI

と CA が，ユーザーにより選択できるパラメータとなっている. 

 

吸入暴露量（E，mg/kg/day） 

BWV

IRETFFQAPI
E






1000
 

A：製品量 [g/event] 

F：放出比 [g/g]，蒸気圧から推算する 
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ET：暴露時間 [h] 

IR：吸込み量 [m3/h] 

V：部屋の容積 [m3] 

・スプレーでない場合：表 1-1 から値を得る 

 

表 1-1 放出比のデフォルト値 

クラス 蒸気圧 Pa デフォルト F 値 

A ≧10 Pa 1 

B 1 ～ 10 Pa 0.1 

C 0.1 ～ 1 Pa 0.01 

D < 0.1 Pa 0.001 

 

・スプレーの場合：全量が瞬間的に放出されると仮定 

A と F が，ユーザーにより選択できるパラメータとなっている. 

 

経口暴露量（E，mg/kg/day） 

BW

DFQVPI
E

1000
  

V：飲み込み量 [cm3] 

PI と V が，ユーザーにより選択できるパラメータとなっている. 

REACH が，食品，食品関連，医薬を対象とせず，また事故による暴露も範囲外なの

で，経口経路はなじまない．対象は，子供のマウシング（モノを舐める行為）である．

面積と厚みで決まる量の中の物質が移行する． 

 

各パラメータ及びそれらのデフォルト値，その根拠などは付録で詳しく解説されて

いる. 

上記のモデルを Tier 1 とすれば，パラメータを吟味して Tier 1.5 レベルの評価が

できるという.その改善の考え方が付録 F で解説されている. 

 

TRA は，改訂版も REACH の中では Tier１の評価システムとして位置づけられている.

しかし今後 REACH の実務が実施に進められる中で，重要度が増すものと思われる. 

 

● European Information System on "Risks from chemicals released from consumer 

products/articles"の活動 

欧州の消費者関連化学物質管理や REACH の消費者暴露評価に必要なデータベース

（CEMDB）や評価システムを Toolbox として提供するための活動である．JRC の Physical 

and Chemical Exposure Unit（PCE），Institute of Health and Consumer Protection

（IHCP）が中心になって進めている．主要な成果は，以下の要素から成る EU Exposure 

Assessment Toolbox である．2003 年～2005 年で第１期の活動を終了している． 

・ExpoData：全欧州から収集した物質固有の暴露データ（条件と暴露量） 
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・EU-ExpoFactors：物質以外の暴露係数データ（体重，呼吸量，住宅換気量等） 

・ExpoModels：暴露モデルとアルゴリズムの目録 

・ChemTest：暴露試験法（放出量の定量的測定法等） 

・ExpoScenarios：利用可能な暴露評価シナリオ 

・ExpoHealthData：暴露と関連したヒト健康データ 

 

●REACH の暴露評価 

REACH は，欧州における化学物質管理の新しい枠組みである. 2003 年にその原案が発

表されて以来，全世界的な議論を呼んできたが，2007 年 6 月から施行に入った． 

これまでの化学物質管理との主な差異は次のようなものである. 

・行政に代わって，事業者（製造者・使用者・輸入者）がリスクを評価する 

・製造だけでなく，使用から消費・廃棄までの全ライフサイクルにわたって評価する 

・操作条件 OC（Operational Condition）と RMM（Risk Management Measures）を含め

たシナリオを作成し，その状況を評価（CSA）して安全性に関して懸念がないことを

報告する（CSR）． 

暴露評価モデルとしては，2008 年 4 月の RIPs 最終版と 2008 年 5 月末に ECHA から公

表された Guidance on information requirements and chemical safety assessment（G 

IR&CSA）からまとめると表 1-2 のものが推奨されている. この技術解説書は改訂が続け

られ，2010 年はじめの状況を２章 10 節で述べる． 

 

表 1-2 推奨されている暴露評価モデル 

EUSES，TGDss (Excel)

より具体的なデータ
EUSES  TGD-Excel

FOCUS：農薬用(間接）
CHARM：英仏海峡生態系

・表層水 ・海洋 ・陸上
・食物連鎖最上位
・STP微生物
・大気-オゾン層破壊，
温暖化，酸性雤

・ヒト間接 環境経由

環境暴露
Environmental

ConsExpo v.4.1

EPAのいくつか
WPEM CEM MCCEM 

SCIES DERMAL

Generic

EUSES

ConsExpo 4.1から5つの式
ECETOC TRA

・３経路
吸入・経皮・経口

消費者暴露
Consumer

検証されたものはない
ConsExpoも使えれば使う
EUROPOEM

Technical Notes Guidance：
Biocides

RISKOFDERM：経皮
Stoffenmanager

Advanced tool：
Bayes解析の応用

ECETOC TRA 改訂中
＝EASE 2.0

EMKG/COSHH-BAuA

Stoffenmanager

・３経路
吸入・経皮・経口
・実測が原則

職業暴露
Occupational

Tier ２Tier １原 則

EUSES，TGDss (Excel)

より具体的なデータ
EUSES  TGD-Excel

FOCUS：農薬用(間接）
CHARM：英仏海峡生態系

・表層水 ・海洋 ・陸上
・食物連鎖最上位
・STP微生物
・大気-オゾン層破壊，
温暖化，酸性雤

・ヒト間接 環境経由

環境暴露
Environmental

ConsExpo v.4.1

EPAのいくつか
WPEM CEM MCCEM 

SCIES DERMAL

Generic

EUSES

ConsExpo 4.1から5つの式
ECETOC TRA

・３経路
吸入・経皮・経口

消費者暴露
Consumer

検証されたものはない
ConsExpoも使えれば使う
EUROPOEM

Technical Notes Guidance：
Biocides

RISKOFDERM：経皮
Stoffenmanager

Advanced tool：
Bayes解析の応用

ECETOC TRA 改訂中
＝EASE 2.0

EMKG/COSHH-BAuA

Stoffenmanager

・３経路
吸入・経皮・経口
・実測が原則

職業暴露
Occupational

Tier ２Tier １原 則

 

 

・Tier１用の暴露評価モデルとしては ECETOC TRA への期待が大きい 

・EMKG/COSHH・BAuA，Stoffenmanager，RISKOFDERM は，いわゆるコントロールバンデ

ィングの考え方に基づく手法である 
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・米国 EPA のいくつかのモデルも具体的にあがっている 

・深化したシステムとして Bayes 解析の応用に言及している 

 

●コントロールバンディングの応用 

コントロールバンディングは，1990 年代に英国 HSE が開発した簡易リスク管理手法で

ある．評価の専門家がいない中小企業でも化学物質の管理を実施できるように，なるべ

く簡単な情報・データから化学物質を扱う作業現場の有害・危険性，暴露の可能性，リ

スクのレベルをバンド幅に分け（クラス分け）で示し，リスクレベルに対応する管理手

法を具体的に提案する（図 1-3 参照）. 

 取扱い量 物理化学性

暴露の程度のクラス分け

毒性

有害性のクラス分け

有害性のグループ取扱量による

少量 gまたはmL
中程度 kgまたはL
多量 tonまたはkL

粉塵性/揮発性による

低粉塵性固体/低揮発性液体
中揮発性液体
中粉塵性固体

高粉塵性固体/高揮発性液体

１ ２ ３ ４ S
全般的換気 工学的管理 封じ込め 特殊 保護具

リスクの程度

A B C D E

S

EC R phase
GHS分類

主な管理手法

局所排気等

取扱い量 物理化学性

暴露の程度のクラス分け

毒性

有害性のクラス分け

有害性のグループ取扱量による

少量 gまたはmL
中程度 kgまたはL
多量 tonまたはkL

粉塵性/揮発性による

低粉塵性固体/低揮発性液体
中揮発性液体
中粉塵性固体

高粉塵性固体/高揮発性液体

１ ２ ３ ４ S
全般的換気 工学的管理 封じ込め 特殊 保護具

リスクの程度

A B C D E

S

EC R phase
GHS分類

主な管理手法

局所排気等

 

図 1-3 コントロールバンディング 

 

英国の HSE では，COSHH-Essential という名称で呼ばれるが，ILO などがその後取り

上げており，Controlbanding が一般名である. 

経過一覧表（図 1-4 参照）に示すように，ここ数年でいくつかの動きがある. 

・REACH における作業者・消費者暴露評価の手法として，ドイツの EMKG，オランダの

Stoffenmanager，RISKOFDERM などがガイダンスで勧奨されている．本来は定性的な評

価であるが，できるだけ定量的に評価できるように，はじめの 2 つは，暴露濃度を範

囲（例，1～10 ppm）で出力するように改善されている． 

・米国では，1980 年代から製薬企業で，毒性データが揃わない段階から作業安全を確保

するための手法としてバンディング管理が実践されてきたが，ハザードバンディング

といえよう．2001 年以降，OSHA，NIOSH，ACGIH，AIHA などの機関がリスクによる管

理の手法として注目している．しかし，従来から定量的な暴露評価手法を研究してき

た研究者からは，その精度に関して批判がある.また，専門家がいなくても評価でき

るシステムという意味では，現場で活躍している Hygienist からの抵抗もあるようで

ある. 

・ナノ材料のリスク管理が注目を浴びているが，欧米の研究者が実験室段階のナノ材料
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の管理にこの手法を応用するシステムを提案し，実際の現場で検証した報告もある. 

 

Zalk et al, J,Occup.Environ,Hyg.，Vol.５, 330-346 (2008)    に追記

Merck HSE COSHH-Essenntial

Ƃ Ƃ 

Jones Nicas UC)

HSE

1990

EMKG /BAuA - COSHH

ILO Control Banding NIOSH,   review(2009)

RISKOFDERM

REACH TG 

LLNL  

Paik et al.(2008),   Zalk et al.(2009) 

Stoffenmanager

DREAM

2000

 
図 1-4 コントロールバンディング法の経過 

 

●REACH の暴露評価のための議論 

欧州では，ここ数年，REACH の実施をめぐって暴露評価に関してもいくつかのワーク

ショップが開催され，JRC あるいは専門誌で結果が公表されている.REACH での活用とい

う意味では，上記のガイダンスに集約されたが，議論の経過は具体的な手法の理解を深

めるためには有用であろう． 

 

①EU Joint Research Centre（JRC）のモデル調和のためのワークショップ 

JRC が中心となって，2004 年と 2005 年に 2回の Workshop が開催された（Kephalopoulos

ら，2007）． 

2005 年の WS では，BEAT（英国），CALENDEX（米国），CONSEXPO（オランダ），E-FAST

（米国），EUSES（EU），LifeLine（北米），MCCEM（米国），Notitia/CARES（米国），PROMISE

（米国），SHEDS（米国），SPEED（米国），SWIMODEL（米国），TRIM（米国），WPEM（米国）

の各モデルについて議論された． 

この Workshop では，発生源のタイプを分類することでは合意できたが，検討したモ

デルのどれを勧奨するというまでには至らなかった． 

②European Information System on "Risks from chemicals released from consumer 

products/articles"の活動 

欧州の消費者関連化学物質管理や REACH の消費者暴露評価に必要なデータベース

（CEMDB）や評価システムを Toolbox として提供するための活動である（Kephalopoulos
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ら，2007）．JRC の Physical and Chemical Exposure Unit（PCE），Institute of Health 

and Consumer Protection（IHCP）が中心になって進めている．主要な成果は，以下の

要素から成る"EU Exposure Assessment Toolbox"である．2003 年～2005 年で第１期の

活動を終了している． 

・ExpoData：全欧州から収集した物質固有の暴露データ（条件と暴露量） 

・EU-ExpoFactors：物質以外の暴露係数データ（体重，呼吸量，住宅換気量等） 

・ExpoModels：暴露モデルとアルゴリズムの目録 

・ChemTest：暴露試験法（放出量の定量的測定法等） 

・ExpoScenarios：利用可能な暴露評価シナリオ 

・ExpoHealthData：暴露と関連したヒト健康データ 

③Journal of Exposure Science and Environmental Epidemiology での REACH 特集 

2005 年時点での議論が一連の論文として公開された(2007 年 12 月)．編集者の序文と

まとめを含めて全 14 の論文のうち，作業者と消費者暴露評価について，評価シナリオ，

リスク管理手法および推定モデルの観点で３報ずつ，経皮暴露について１報となってお

り，作業者暴露については，Marquart ら（2007）が 暴露シナリオ，Garrod ら（2007）

が作業場でのリスク管理手法，Tielemans ら（2007）が作業者暴露に関する規制のため

のツール（Bayes 解析の応用等）を論じており，消費者暴露については，van Engelen

ら（2007）が暴露シナリオ，De Bruin ら（2007）がリスク管理手法，Kephalopoulos ら

（2007）が消費者暴露モデル化の諸問題を論じている．また，van de Sandt ら（2007）

が，経皮暴露評価の諸問題について論じている．それぞれの課題に関して，問題点はよ

く整理されているが，具体的なシステム，モデルあるいはデータについては抽象的な議

論に終っている． 

REACH で求められるリスク評価を実施するには； 

1)作業者暴露では，Bayes 解析と実測データを結びつける Bayesian Exposure Assessment 

Toolkit（BEAT）のような推定システム 

2)暴露シナリオでは，サプライチェーン全体をリンクした情報システム 

等の新規システムの開発が必要と強調されている． 

 

●山田（2007）による解説 

わが国の厚生労働省では，職場の安全管理のためのリスク評価に関して各種のガイド

ライン等を作成し公表している．職場の暴露評価に関しては，具体的な指針が示されて

いるわけではないが，2007 年に，関係の専門家を動員して「化学物質等のリスクアセス

メント・リスクマネジメントハンドブック」を公刊した．その第Ⅱ巻で山田が，暴露モ

デルを詳しく解説している．モデルの分類のしかたは，やや独特のものがあるが，各式

が具体的に記述・解説されているので有用である． 

 

●菅野らの総合研究報告書(2008) 

労働安全衛生総合研究所の菅野らは，厚生労働省からの研究補助金を得て，平成 17

年度～平成 19 年度に「労働暴露量推定モデルの開発と検証」研究を実施し，2008 年 3

月に総合研究報告書をまとめた． 
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研究内容は以下の通りである． 

1)国内の作業環境測定結果と EASE モデル暴露推定値の比較のためのデータベースの作

成とその比較 

2)EASE モデルの暴露濃度推定値と暴露濃度実測データとの一致性 

3)作業環境濃度と暴露濃度との関係 

4)気中有機溶剤濃度の実測値と数値計算モデルとの比較 

5)有機溶剤の蒸発速度の測定 

6)混合溶剤の入った拡散律速容器を発生源とする作業場内の成分別濃度分布の推算法

の提案 

7)暴露推定モデルの開発と検証 

この報告書に記載された内容は多くの点で有用である．例えば以下の項目は，今後の

モデル開発と活用に際して役立つことが期待される. 

1)国内の作業環境測定結果が中災防でデータベース化されており，この研究でも 23，348

件の測定データが使用された 

2)EASE モデルの推定範囲は，安全側（濃度を高く見積る）に偏っている傾向がある 

3)353 単位作業場所について代表的な作業者の個人暴露濃度と作業環境濃度の比較を行

った．以下の知見が得られている．  

A 測定の幾何平均値≦暴露濃度の値≦A 測定の上側 5％値または B 測定値の大きな方の

値 

4)室内暴露濃度推定のための計算流体力学（CFD）の応用 

5)有機溶剤の蒸発速度の推定 

液面が浅い場合：蒸発速度（mol/m2/min）＝0.002×蒸気圧（mmHg）＋0.039 

液面が深い場合：蒸発速度＝拡散係数×表面積×蒸気圧／液面の深さ 

6)上記 3)の暴露濃度推定モデルは，日本の作業環境のデータに基づいており，蒸気圧と

作業形態から推定できるので，簡便に利用できる． 

モデルで現場の状況を完全に記述することは不可能なので，推定値が常に正解である

わけではないが，この種の検討を積み重ねて徐々に精度を上げてゆく地味な活動が重要

である． 

 

以上の消費者と作業者の室内暴露推定手法に関する流れを見ると，現状を以下のように

まとめることができる． 

①米国では EPA を中心に，数理モデルの開発と利用が盛んである． 

②欧州では，英国を中心に実測データを活用した経験的・統計的な作業者暴露推定システ

ムの開発と利用が盛んであり，中小事業者でも評価できる作業者暴露推定システムとし

て，COSHH Essential，Controlbanding なども開発・利用されている．一方，消費者暴

露については，数理モデルに基づくオランダのシステム ConsExpo が開発され，利用さ

れている． 

③REACH の実施にともない，欧州では推定システムの調和化・実用化のための活動が盛ん

であり，米国の関係者も共同して議論している． 

④Tier アプローチの考えが定着した感がある．スクリーニングレベルに使用できるシステ
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ムは存在するが，高次の推定用システムとして合意を得ているものは現時点では存在し

ない． 

⑤作業者暴露推定システムとしては，問題の多い EASE ではなく，Bayes 解析法を用いるシ

ステムの開発への期待が大きいようであるが，実現の見通しがあるわけではない． 

⑥一般的な数理モデルも各種開発されてきたが，完全混合モデル，近接場/遠隔場の２ゾー

ンモデル，乱流拡散モデルについては，今後さらなる応用が期待されているようである． 

⑦日本でも，数理モデルを検討するいくつかの具体的な活動が存在する．このような活動

を実り大きなものとするために，情報とデータを共有し，モデル開発と検証を効果的に

進めることが重要である．  

 

４．数理モデルを用いた推定システム 

上述のように数理モデルは室内における化学物質の動態を，その発生源から暴露媒体へ

の移行とその後の拡散・沈着等の物理的プロセスと分解等の化学的プロセスを数式として

表現し，物質収支式としてまとめ，これを解くことにより室内における化学物質量または

濃度を推定する．発生源から暴露媒体への移行を発生源モデルで推定し，発生源モデルを

動態推定モデルと組み合わせて室内暴露を評価する．一般的には，ボックスモデルが動態

推定モデルとして用いられるが，一定方向の空気の流れがある場合に点源から発生する化

学物質の室内空間での移流・分散に基づいて濃度分布を解析的に求めるガウス型のプルー

ムモデルも提案されている．さらに，評価対象の空間と時間を微小のメッシュにわけ，そ

の場における物質の挙動を数値計算で解く計算流体力学（CFD）法も近年，コンピュータの

性能の進歩により，解析例が報告されるようになってきた． 

現在では，室内暴露評価のために，数理モデルを組合せたいくつかのシステムが，開発

され，ソフトウェアが公開されており，利用者はダウンロードして使用できる．このよう

な室内暴露推定システムに関するレビューが，いくつか行われている．各レビューの概要

を以下に示す．  

 

①Kephalopoulos ら（2007） 

REACH に関連した消費者暴露評価手法の国際的調和を目指した JRC 主催のワークショ

ップ（2005 年）の結論をまとめたものである．欧州と米国で開発された ConsExpo（オ

ランダ），E-FAST（米国），ChemSTEER（米国），EUSES（EU）等の 16 システムがレビュー

された． 

 

②JRC の CEMDB JRC(CEM) 

JRCが中心になって Toolbox として提供するために活動しているデータベースである．

このデータベースの主要要素の１つが，既存暴露モデルの目録作成であり，欧州と米国

でのモデルの使用実績等がまとめられている．DB には，ConsExpo（オランダ），E-FAST

（米国），EUSES（EU）等のシステムに関する情報がある． 

 

③Fryer ら（2006） 

Imperial College の Nieuwenhuijsen を中心としたグループが，英国での暴露評価モ
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デル使用の現状をまとめたレビューである．環境暴露，作業者暴露も含めて全体で 20

システムが議論されている． 

 

④Park ら（2006） 

オランダの RIVM が 12 システムを比較して，ConsExpo Ver.4.1 の改良の方向性を議論

した．Ver.4.1 は，デフォルト値と広範な消費者製品に関する標準的な暴露シナリオを

組み込んでおり，消費者暴露の評価に適している． 

 

⑤van Leeuwen と Vermeire（2007） 

化学物質のリスク評価手法全般を解説した“Risk Assessment of Chemicals : An 

Introduction”の第２版である．5.3 節で消費者暴露，5.4 節で作業者暴露の基本を解

説している．REACH を意識して，リスク管理手法と組合せた議論が中心となっている． 

 

各レビューで取り上げられている代表的なシステムを表 1-3 に示す． 
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表 1-3 レビューで取り上げられているいくつかのシステムの概要 

システム 関係機関，開発者 システムの概要 

PROMISE 
ACC Solvent Industry 

Group 

・作業者暴露が中心であり，消費者暴露もシナリオを設定すれば評価可能である． 

・ConsExpo と EPA の経皮暴露モデルを基にしており，確率論的評価が可能である． 

E-FAST EPA 

・ChemSTEER とともに OPPT P2 のシステムを形成し，後述のように SEAS，FLUSH，CEM，PDM3 で構成される． 

・CEM（Consumer Exposure Model）は，以前に開発された SCIES（Screening-level Consumer Inhalation Exposure    

Software）と経皮暴露モデル（DERMAL）を統合したモジュールである． 

MCCEM EPA 

・Multi-Chamber Concentration & Exposure Model の略で，住居内の素材や製品から放散した化学物質の室内空

気中の平均とピーク濃度を最大 4ゾーンまで推定する． 

・居住の種類，ゾーン容積，ゾーン間の空気流量，空気交換速度をデータライブラリのデフォルトを選択または

入力する．ライブラリデータは居住環境に限定されているが，学校，オフィス等の評価にも適用できる． 

SHEDS-Multimedia EPA 

・Stochastic Human Exposure and Dose Simulations の略の確率論モデルである． 

・指定された集団の吸入暴露，汚染表面残留農薬への経皮接触，手から口や物から口への行動に伴う残留農薬の

経口摂取により被る暴露を予測する． 

・出力結果は，PBPK モデル（SHEDS-PBPK）の入力として使用できる． 

SPEED 

Stanford 大 学 ，

Exposure Research 

Group 

・Stanford Procedure for Estimating Exposure and Dose の略である． 

・既に開発済の経皮暴露評価モデル DERM（Dermal Exposure Reduction Model）の枠組みに経口（食べ物以外）

と吸入暴露の計算要素を追加して，暴露評価の精緻化を目指している． 

・ビデオ画像解析から収集したミクロレベルの活動パターンデータと化学物質の移動パラメータ及び環境濃度を

組み合わせることで，小集団における短時間暴露の正確な推定を目指している． 

・Bootstrap 法を用いて，分布の統計量を導出できる． 

EUSES EU 

・EU における共通のリスク評価システムであり，作業者の暴露評価に EASE を，消費者の暴露評価用に 5 つの数

理モデルを搭載している． 

・消費者暴露用 5つのシナリオは，1種の吸入暴露，2種の経口暴露および 2 種の経皮暴露に対するもので，いず

れも最悪状況下の暴露が評価される． 

ConsExpo 

 ・オランダの RIVM で開発された吸入，経口，経皮経路の消費者製品からの暴露を推定する EU での標準的なシス

テムである． 

・全ての入力パラメータに対して確率密度関数を設定可能であり，確率論的評価が可能である． 

ChemSTEER EPA 

・米国 EPA が開発した作業環境での化学物質の放出とそれに伴う作業者の暴露を評価するシステムである． 

・19 種の発生源モデルと 15 種の吸入暴露モデル，5種の経皮暴露モデルを組み合わせ，様々なシナリオ下での作

業者暴露の推定が可能である． 

REx infoscientific 

・農薬の住居利用に伴う暴露とリスクを推定する Residential Exposure Model である． 

・Excel 上に VBA で作成されており，多くの利用者が実行できる．  

・複数の道筋/経路での複数の評価（全身や部位特異的）を含み，リスク評価者が暴露シナリオを検討し，吸入暴

露，経皮暴露及び偶発的な経口摂取を考察することを可能にする． 
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・EPA の Standard Operating Procedures for Residential Exposure Assessment のデフォルトのシナリオとア

ルゴリズムが選択できる． 

LifeLine 
Lifeline Group および

EPA 

・LifeLine は，農薬と化学物質への累積暴露等を一般住民や子供，出産適齢期の女性，高齢者を対象に確率論的

に推定するソフトウェアであり，EPA が有機リン系農薬の集積リスク評価に使用している． 

・食事，家庭環境/自家栽培品，飲料水（水道），消費者製品，農薬使用者からの吸入，経皮および食事と子供の

マウシング経由の経口暴露を 1日から生涯の期間で推定する． 

・1)農産物，食品，飲料水中および農薬使用後の住居表面上での残留，2)作物への農薬施用，3)調理と食品加工

の残留への影響，4)自宅での農薬使用，5)暴露に関連した活動要因，6)毒性情報および 7)農薬や化学物質の特

性に関する情報が必要である． 

WPEM EPA ・Wall Paint Exposure Model の略で，後述のように室内の壁へのペンキ塗装時の暴露を推算する． 

TRIM EPA 

・TRIM（Total Risk Integrated Methodology）は，TRIM.FaTE，TRIM.Expo，TRIM.Risk の 3 つのモジュールで構

成されており，暴露モジュール（TRIM.Expo）の吸入暴露の部分は APEX（Air Pollutants Exposure Model）を

基礎としている． 

・APEX は人の時間的，空間的移動をシミュレーションし，屋外，屋内住居，自動車等の各種微小環境での暴露を

モニタリングデータ，数理モデルや室内や自動車内濃度を推定する経験的手法の結果を基に推定する． 
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室内での濃度を推定するボックスモデルは，一般には，完全混合（ボックス内で瞬間的に完全

混合する）を仮定する．この完全混合の仮定からのずれは，必要に応じて混合係数（0：混合なし

～1：完全混合）で補正されることがある．また，化学物質の発生源が存在する部屋とその他の居

住空間を個別のボックスとし，両空間で空気の交換を室内外での空気の交換とともに考慮するモ

デルもある． 

ボックス型のコンパートメントモデルは，Mackay（2001）によれば以下の 4レベルに分類するこ

とができる． 

・レベルⅠ：閉鎖系内での平衡状態でかつ定常の状態を想定し，動態と濃度を推定する 

・レベルⅡ：平衡状態であるが，系外への移流や系内での分解による非定常な状態を想定し，動

態と濃度を推定する 

・レベルⅢ：非平衡状態であるが，定常な状態を想定し，動態と濃度を推定する 

・レベルⅣ：非平衡状態でかつ非定常の状態を想定し，動態と濃度を推定する 

室内における化学物質の発生は，室内空気への揮発の例では，蒸気圧の高い溶剤のように速い

速度で揮発するような物質から，壁紙や床材からゆっくりと蒸気圧の低い添加剤が揮発するよう

な物質まで様々であり，発生速度が指数関数的に減衰するとする場合や長期にわたって速度が一

定とみなせる場合がある．このため，レベルⅡ以降のモデルの利用が望ましい． 

また，モデルで使用するパラメータの変動性を考慮して，それらのパラメータに変動を表す確

率密度関数を与えて，集団内での暴露媒体中濃度の分布を推定することができるモデルを確率論

的モデルという．一方，モデルパラメータに平均値，最尤値，最大値，最小値等の１つの値を用

いて代表させるモデルを決定論的モデル（あるいは点推定モデル）という． 

表 1-3 に示すように，PROMISE，SPEED，LifeLine では，確率論的評価が可能であるが，多くの

システムでは，決定論モデルが採用されている． 

 

５．代表的な室内暴露評価システム 

室内暴露評価のためのシステムは，評価目的に応じていくつかの数理モデルを導入している．

ここでは，以下の欧州，米国，日本の主なシステムの概要を概説する． 

 

1)欧州 

・EUSES：EU における共通のリスク評価システムであり，作業者の暴露評価に EASE を，消費者の

暴露評価用に 5つの数理モデルを搭載している． 

・CONSEXPO：オランダの RIVM で開発された吸入，経口，経皮経路の消費者製品からの暴露を推定

する EU での標準的なシステムで，確率論的評価も可能である（Delmaar ら，2005）． 

 

2)米国 

・E-FAST：米国 EPA が開発した TSCA の新規物質等の評価に用いられる．物質収支式を基に，各種

のシナリオに対応している． 

・ChemSTEER：米国 EPA が開発した作業環境での化学物質の放出とそれに伴う作業者の暴露を評価

するシステムである． 

・WPEM：米国 EPA が開発した室内での塗装に伴う溶媒による暴露評価用のシステムである． 

 

3)日本 

・Risk Learning：NEDO の化学物質総合評価管理プログラムの下で，産業技術総合研究所が開発
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したヒト健康リスク評価システムである．水道水中に含まれる化学物質の室内吸入暴露等が評

価できる． 

・iAIR：NEDO の「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」プロジェク

トの下で開発された身近な家電や家具などの製品から放散する化学物質の室内暴露を推定する

システムである． 

・Risk Manager：通産省からの委託事業として，日本化学工業協会が 1995 年から開発した化学物

質のリスク評価・管理システムの最終成果である． 

 

上記の代表的なシステムが対象とする消費者の室内暴露とそれに対応して本指針の第２章で解

説している節，項を表 1-4（吸入暴露），表 1-5（経皮暴露）および表 1-6（経口暴露）に示す． 
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表 1-4 既存の消費者暴露（吸入暴露）評価ツールの概要 

暴露経路 発生源 放出形態 使用モデル ツール名(対応する節/項) 必要なデータ＊ 備考 

吸入暴露 

製品 

定常放出 

1 ボックス 

定常モデル 

（完全混合） 

EUSES ver2.1 

（2 章§2.2①，②） 

製品使用量，製品中の物質重量比 

 NR 

部屋容積，日平均暴露発生数，暴露時間 

iAIR ver0.8 beta 

（2 章§7） 

物質の用途，所有数，製品中の物質含有量 

家電や家具などを対象 
蒸気圧，オクタノール/空気分配係数，ヘ

ンリー則定数 

対象地域，換気回数，室内粒子濃度 

TRA システム 

（2章§11） 

製品使用量，製品中の物質重量比，大気中

への放出比 
暴露量(mg/kg/d)を算出 

スプレーの場合，大気中

への放出比を 1とする 
NR 

部屋容積，暴露時間，空気吸入量 

瞬間放出 

1 ゾーン 

非定常モデル 

（完全混合） 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.2①） 

製品使用量，製品中の物質重量比  

 分子量，蒸気圧 

部屋容積，換気速度，暴露時間 

一定速度放出 

製品使用量，製品中の物質重量比，放出時

間 
 

NR 

部屋容積，換気速度，暴露時間 

揮発（純物質/

水溶液） 

物質使用量，製品中の物質重量比，使用時

間，放出面積，放出時間 
 

分子量，蒸気圧 

部屋容積，換気速度 

スプレー 
ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.2②） 

製品スプレー量，スプレー時間，不揮発性

成分比率，大気中浮遊比率 スプレー缶から噴霧され

る難揮発性/不揮発性物

質の室内吸入暴露に適用 

NR 

部屋の高さ，換気速度，暴露時間，空気吸

入量 

表

面

施

用

製

品 

一般的クリー

ナー 

ラッテクス塗

料 

揮発と拡散に

伴う時間的減

衰 

2ゾーン非定常モデル

（完全混合）放出量は

指数関数または二重

指数関数で表される 

E-FAST ver2.0 

（2 章§4.3） 

製品使用量，製品中の物質重量比，製品使

用頻度 製品を使用する部屋とそ

の他の部屋の 2 ゾーンに

室内を分割して推定する 

分子量，蒸気圧 

部屋容積，換気量，暴露期間，空気吸入量，

体重 

アルキド塗料 

ラッテクス塗

料 

揮発と拡散に

伴う時間的減

衰 

1ゾーンまたは 2ゾー

ン非定常モデル（完全

混合） 

WPEM ver3.2 

（2 章§5.3） 

ペイント中の物質重量比，塗装回数，塗装

時間 

建物全体の塗装：1ゾーン

モデル，建物の一部の塗

装：2ゾーンモデルを使用分子量，蒸気圧 
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2種類の発生源モデル 建物の種類（住居，オフィス等）と容積，

塗装空間（全体，一部），換気回数，塗装

面（壁，天井） 

する 

水道水 揮発 
1ゾーン非定常モデル

（完全混合） 

Risk Learning ver1.0 

（2 章§6.2） 

水道水中濃度 水道水をシャワーや生活

用水として使用時の浴室

内吸入暴露を推定する 
分子量，蒸気圧，水溶解度 

水使用量，換気量 

*：必要なデータの上段は製品と化学物質に係るもの，中段は化学物質の物性，下段はその他の暴露係数である．NR は不要であることを示す 
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表 1-5 既存の消費者暴露（経皮暴露）評価ツールの概要 

暴露経路 発生源 暴露形態 推定する暴露量 ツール名(対応する節/項) 必要なデータ＊ 備考 

経皮暴露 

希釈した製品 
希釈製品との皮

膚接触 
潜在用量 

EUSES ver2.1 

（2 章§2.3①） 

希釈前製品中の物質濃度/重量比，希釈

前製品容積，希釈前製品密度，希釈率，

製品使用量 

 

NR 

体重，暴露事象発生数 

製品 

製品からの移行

物質との接触 
潜在用量 

EUSES ver2.1 

（2 章§2.3②） 

製品中物質濃度，製品の厚さ，製品接触

皮膚面積，物質移行率，接触時間 

 

NR 

体重，暴露事象発生数 

直接接触に伴う

瞬時の移行 

潜在用量 
ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3①） 

接触製品量，製品中の物質重量比  

NR 

暴露皮膚面積，体重 

経皮吸収量 
ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3⑥） 

接触製品量，製品中の物質重量比  

分子量，log Kow，吸収率 

暴露皮膚面積，体重 

潜在用量 
TRA システム 

（2章§11） 

製品中の物質重量比，製品接触面積，製

品の厚みと密度，接触頻度 

 

NR 

体重 

一定速度で皮膚

に施用 
潜在用量 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3②） 

製品の皮膚施用速度，施用時間，製品中

の物質重量比  

 

NR 

暴露皮膚面積，体重 

擦り取り 潜在用量 
ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3③） 

製品中の物質重量比，接触中に擦り取ら

れる面積，移行可能量，接触時間 

 

NR 

暴露皮膚表面積，体重 

移行（衣料中の

染料等が移行） 
潜在用量 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3④） 

皮膚と接触する製品量，皮膚接触因子，

移動可能率，暴露皮膚表面積，体重 

 

拡散（皮膚への

拡散係数既知） 
皮膚中への吸収量 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.3⑤，⑥） 

製品中の物質拡散係数，皮膚透過係数 

吸収量の単位はkgである 分子量，log Kow，吸収率 

NR 

液体洗剤，石鹸，

使用済み自動車

オイルとの接触 

潜在用量(生涯平均１

日，急性) 

E-FAST ver2.0 

（2 章§4.4） 

皮膚残存量，製品中の物質重量比，希釈

係数，製品密度，使用頻度，皮膚透過係

数 
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NR 

皮膚表面積/体重比，暴露時間，平均化

時間 

水道水 
水道水との皮膚

接触 
経皮吸収量 

Risk Learning ver1.0 

（2 章§6.3） 

水中濃度  

分子量，log Kow 

暴露時間，暴露皮膚面積，暴露事象頻度，

体重 

*：必要なデータの上段は製品と化学物質に係るもの，中段は化学物質の物性，下段はその他の暴露係数である．NR は不要であることを示す 
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表 1-6 既存の消費者暴露（経口暴露）評価ツールの概要 

 暴露経路 発生源 暴露形態 推定する暴露量 ツール名(対応する節/項) 必要なデータ 備考 

消

費

者

暴

露 

経口暴露 

希釈した製品 
非意図的な飲み

込み 
摂取量 

EUSES ver2.1 

（2 章§2.4①） 

製品使用量，希釈前製品中の物質重量

比，希釈前製品容積，希釈係数，口を通

過する希釈製品容積，摂取希釈製品割合 

 

NR 

体重，1日当りの事象発生数 

包装材 食品への移行 摂取量 

EUSES ver2.1 

（2 章§2.4②） 

包装材と食品の接触面積，包装材の厚

さ，包装材中物質濃度，時間当りの食品

への移行量，接触時間 

 

NR 

食品容積，口を通過する食品容積，体重，

1日当りの事象発生数 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.4②） 

包装材中の物質濃度，包装材と食品の接

触面積，包装材の厚み，包装食品の貯蔵

時間，食品への移行率，消費食品量，包

装食品量 

情報がなければ，瞬間的

に全量が移行すると仮

定．移行率と貯蔵時間の

情報がある場合は，“一定

速度”オプションを用い

て，包装された食品中の

物質量を計算 

NR 

体重 

製品 

飲み込み 摂取量 
ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.4①） 

飲み込んだ製品量，製品中の物質重量比  

NR 

体重 

一定期間に亘っ

て摂取 
摂取量 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.4①） 

製品の摂取量，製品中の物質重量比  

NR 

体重，摂取時間 

製品から唾液へ

移行 
摂取量 

ConsExpo ver4.0 

（2 章§3.4①） 

口を通過する製品量，製品からの物質移

行量，口を通過する製品の表面積，製品

中の物質重量比 非定常状態を想定 

NR 

体重，マウシング時間 

*：必要なデータの上段は製品と化学物質に係るもの，中段は化学物質の物性，下段はその他の暴露係数である．NR は不要であることを示す 
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６．数値流体力学（Computational Fluid Dynamics，CFD）による解析 

 

6.1 CFD とは 

数値流体力学は，いわゆる Computational Fluid Dynamics の日本語訳である．空気調

和・衛生用語辞典（空気調和・衛生工学会，2005）によれば，CDF は以下のように定義さ

れる． 

室内気流場や温度場，あるいは汚染質の拡散場を，コンピュータを用いて数値的に解

析する方法．空間を差分法や有限体積法，有限要素法で離散化し，粘性流体の運動方程

式であるナビエ・ストークス方程式と連続の式を連成させて数値的に解く．また，乱流

状態の流れ場を対象とする場合は，k-εモデルや LES（Large Eddy Simulation）などの

乱流モデルを，必要とする精度に応じて選択して解析を進める 

 

この CDF は多くの分野で利用されており，空調設備の設計に際して室内の空気や熱の流

れの解析に活用されている．この気流解析を室内の化学物質の挙動に利用する研究も国外

では多い．わが国では，東京大学の村上や加藤らを中心として，日本建築学会でいろいろ

な活動があった．化学物質の室内空気汚染に関しては，村上（2000）に詳しく述べられて

いる．最近の概況については，加藤（2007）により解説されている． 

加藤らの最近の研究では，以下のような研究報告が見られる． 

・複数の部屋からなる建物内の汚染物質移流拡散 

・塩ビ等の床材・建材からの化学物質の放散メカニズム 

・テレビ等の家電製品からのSVOC(半揮発性有機化合物)の放散 

・自動車室内の挙動・換気効率 

 

さらに，すでに簡単に紹介したが，菅野らの総合研究報告書（2008）でも室内化学物質

濃度の推算への CFD の応用が検討されている. 

 

全体像をまとめることはできないが，化学物質の室内挙動解析の最近の応用例を以下に

いくつか紹介する． 

 

6.2 室内暴露濃度推定への CFD の応用例 

①パッシブ吸着建材のホルムアルデヒド濃度低減効果（横田ら，2007） 

シックハウス症候群等の室内空気汚染問題の対策の 1 つとして，室内空気汚染濃度低減

材（パッシブ吸着建材）による室内の化学物質濃度低減が行われている．ホルムアルデヒ

ド，トルエン等の VOCs に対するパッシブ吸着建材の濃度低減性能を評価するために CFD

によるシミュレーションを，以下の条件で行っている． 

・居室：横 3.5m，奥行き 2.6m，高さ 2.4m（21.84 m3，公営住宅の６畳間）を想定 

・放散源の床面：内部拡散支配型建材を想定し，ホルムアルデヒドの放散は一定 

・パッシブ吸着剤：ホルムアルデヒド吸収分解性能を持たせた石膏ボード 

・換気回数：0.5 回/h，床四周の巾木部分から清浄な外気が流入し，天井の四周から排出 

・流れ場解析：低 Re 型κ-εモデル(Abe-Nagano model)で 3 次元解析，流入風速：0.25m/s 
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・拡散場解析：ホルムアルデヒドの輸送，建材内部での拡散，吸着による除去を評価 

・計算メッシュ：102,714 に分割 

その他の数値解析条件を表 1-7 に示す． 

 

表 1-7 数値解析条件（横田ら，2007） 

乱流モデル 低 Re 型 k-ε model (Abe-Nagano model) 

メッシュ分割 102,714 

差分スキーム 一次風上差分（運動方程式，スカラー方程式ともに） 

流入境界 Uin=0.25m/s，Lin=0.001m，k=3/2(Uin×0.05)2，ε=Cu・k3/2/Lin 

流出境界 Uout：質量保存による    kout，εout：free slip 

壁面境界 No slip 

換気回数 0.5 回/h 

3 次元，対称性を考慮し，Z 方向は 1/2 の領域で解析．定常解析の流れ場解析の後，吸

着建材の設置位置に提案した吸着モデルを適用．拡散場解析では，汚染源の床面にホル

ムアルデヒドの放散量が一定(flux = const：160μg/(㎡･h))である条件を与え，非定常

計算（10 時間経過）を行う．23℃のホルムアルデヒド空気中拡散係数は Da=1.53×10－

5(㎡/s)である 

 

流れ場計算による平均風速の分布を図 1-5 に，拡散場計算によるホルムアルデヒド濃度

の分布を図 1-6 に示す． 

 
図 1-5 平均風速の分布（横田ら，2007） 
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図 1-6 居室モデル内のホルムアルデヒド濃度の分布（横田ら，2007） 

 

②3 次元 CFD による換気速度，熱的条件の違いの検証（Li ら，2005; 2007） 

3 次元 CFD により，流れ場と作業者の暴露を検討している．マネキン（被暴露者）は手

に汚染化学物質の発生源を持ち，背後から空気が当たる状況下を想定し，換気速度，自由

空気乱流，熱的条件の影響を評価している． 

マネキンを加熱した場合と非加熱の場合の解析の結果は，被暴露者の外部境界である口

の位置で実験結果とよい一致を示したと報告されている（図 1-7）． 

・広い範囲の空気流速の領域で，非加熱の場合には，換気量が増大すると吸入暴露濃度は

低減する 

・マネキンを加熱した場合の熱による浮力は，風速が小さい場合は影響が大きく，風速が

大きくなると影響が小さくなる 

・自由乱流を考慮すると，暴露レベルが下がる 

 

図 1-7 CFD 解析による人体モデルの温度の気流への影響（Li ら，2005） 

左図：体温への加熱なし，右図：体温への加熱あり 
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図 1-7 に示すように，人体モデルの温度の影響が顕著であり，背後からの（図では左側

から）空気流により，人体前に逆流が生じる． 

以上のように，CFD は暴露に影響を及ぼす具体的な因子について，安価に詳しく研究す

ることを可能にする． 

 

③数理モデルと CFD との比較（Bennett ら，2000；2003） 

数理モデルは，幅広いシナリオに対して迅速に暴露を評価できるため，モニタリングの

必要性を減らすが，気流や物質移動に仮定を置いて単純化している．しかし，仮定が不確

かさに及ぼす影響の大きさは不明であるため，室内の気流，濃度分布，定位置の作業者の

呼吸域濃度を CFD で計算し，1-ゾーン完全混合モデル（CM-1），2-ゾーン完全混合モデル

（CM-2）及び均一拡散モデル（UD）の各モデルによる推定結果と比較している（Bennett

ら，2000）． 

発生源（3 つの位置），気流速度（3 パターン），発生量（一定と時間変化の 2 パターン）

の組み合わせで，比較した結果は，以下のようであった． 

・CM-1，CM-2 及び UD の結果と CFD の結果の一致度には，差があった 

・発生量が一定の場合，CM-1 モデルと CDF の推定値の差に換気率はあまり影響しない 

・発生源近傍の呼吸域では，UD が CFD の結果に最も近かったが，可能な呼吸平面では差が

大きくなる 

・CM-1 の結果は可能な呼吸平面に関してはベターであるが，発生源近傍の呼吸域では過小

評価となる 

・発生源近傍の呼吸域では，CM-2 が CM-1 より CFD の結果との一致度は良いが，UD よりは

悪い 

・発生量が時間変化する場合の CM-1 モデルによる短期暴露濃度平均は，換気率に大きく依

存し，換気率が増大するにつれて，CFD の結果との差は低減する 

 

同様に，CM-1，CM-2 及び UD と CFD の推定結果の比較を，発生源（3 つの位置），レセプ

ター位置（5 パターン），気流速度（3 パターン），発生量（一定と時間変化の 2 パターン）

の組み合わせで行った結果（Bennett ら，2003）は，以下のようであった． 

・定常状態では，UD の推定結果が CFD の結果との差が最小であった 

・発生源の近接場に呼吸域を持つレセプターが含まれる場合は，CFD の結果との一致は UD

が最も良く,次いで CM-2，CM-1 の順なった 

・発生源とレセプター位置は，CM-1 の推定結果に大きく影響し，UD には，いくらか影響し

た 

・全ての発生源とレセプターの位置の関係で平均すると，UD，CM-1，CM-2 の順に CFD との

一致度が減尐した 

 

6.3 CFD への期待 

以上，簡単に説明したのみであるが，CFD の室内暴露評価での応用範囲は広い．進歩し

た現在のコンピュータの計算能力で多くの CFD 適用の検討があると考えられる．化学物質
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の室内における挙動の定量的な解析に適用し，室内濃度の空間分布を推定することがほぼ

可能な時期に到達していると考えられる． 

具体的な CFD の応用としては，以下の 2 通りが考えられる． 

・CFD 解析を具体的な室内暴露シナリオに適用する 

・CFD 解析を用いて，室内暴露推定に必要な主要パラメータの代表値や確率密度関数を導

出する 
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第２章 数理モデルによる推定 

 

１．はじめに 

第１章に記したように，数理モデルを組合せた室内暴露推定手法・システムが開発され

ている．本章では，いくつかのレビューで取り上げられている等の以下の手法・システム

について，採用，勧奨されているモデル，あるいは室内暴露推定法の内容を解説する． 

 

消費者暴露評価用 

・EUSES 

・ConsExpo 

・E-FAST 

・WPEM 

・Risk Learning 

・iAIR 

・REACH の暴露評価 

・TRA 

作業者暴露評価用 

・ChemSTEER 

・Risk Manager 

・REACH の暴露評価 

・TRA 

 

上記システムの Risk Learning，iAIR，Risk Manager はわが国で開発されたシステムで

ある．Risk Manager は公開されていないが，室内暴露推定式は参考になると思われるため，

あわせて解説する． 

なお，各手法・システム中の数理モデルに使用されている変数の記号とその単位につい

ては，マニュアルに記載されるものをそのまま使用したが，一部，マニュアル内で統一が

取れていない変数記号については，同じ手法・システム内で統一した． 
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２．EUSES における室内消費者暴露の推定 

 

2.1 システムの概要 

欧州の化学物質評価のための技術解説書（TGD）（EC，2003）の内容の評価を実施するた

めのシステムである．最新版の EUSES 2.1 はマニュアル（主に，EC，2004）とともに EU Joint 

Research Centre（JRC）の Web サイト（http://ecb.jrc.ec.europa.eu/euses/）からダウ

ンロードできる． 

1994 年に公開されたオランダのリスク評価システム USES をもとに，EU における共通の

リスク評価システムとして EUSES 1.0 が開発，1997 年に公開された．2003 年にバージョン

アップし，EUSES 2.0 が公開され，2008 年に最新版の EUSES 2.1 が公開されている． 

 

消費者暴露の推定については，選択したシナリオに従って，図 2-1 に示すような画面上

で必要なデータを入力する．シナリオとして，以下の 5 つが設定されており，最悪状況下

の暴露濃度や摂取量が推定される． 

①吸入：室内に蒸気として放出され，瞬間に拡散して完全混合した空気を吸入 

②経皮(1)：製品が希釈後，使用され，消費者の皮膚と接触する 

③経皮(2)：使用中の製品から拡散により表面に移行し，消費者の皮膚と接触する 

④経口(1)：練り歯磨きのように，意図せずに製品を飲み込む 

⑤経口(2)：包装材から食品や飲み物へ移行した化学物質を摂取する 

 

 

図 2-1 EUSES の吸入暴露の入力画面（EC，2003） 

 

一方，作業者暴露は，EASE モデルで評価され，推定濃度範囲が出力される．  

EUSES で全ての室内消費者暴露は推定できないため，さらなる評価のために ConsExpo と

リンクしている． 

 



 

 41 

2.2 吸入暴露の推定 

室内の製品に含まれる化学物質が瞬時に全量放出され，部屋中で完全に混合されると仮

定して暴露濃度と取込み量（体内用量）を計算する．閉鎖系で，換気，沈着または分解に

よる減衰は考慮しないレベルⅠの計算であり，計算結果は最悪状況を想定したものである． 

①吸入暴露濃度 

吸入暴露濃度（Cinh，kg/m3）を以下の式で計算する． 

room

prodprod

inh
V

FcQ
C


  

Qprod：製品使用量 [kg] 

Fcprod：製品中の物質重量比 [－] 

Vroom：部屋の容積 [m3] 

 

②吸入取込み量 

吸入取込み量（Iinh，kg/ kg-体重/日）を以下の式で計算する． 

n
BW

TIHCF
I

contactairinhresp

inh 


  

Fresp：バイオアベイラビリティ [－] 

IHair：空気吸入量 [m3/分] 

Tcontact：汚染された空気を吸入する時間 [分] 

BW：体重 [kg] 

n：1 日当りの平均事象発生数 [－] 

 

2.3 経皮暴露の推定 

皮膚と接触する消費者製品（その希釈溶液も）からの経皮暴露を推定する．何れのシナ

リオも製品中の全化学物質が経皮吸収され得ると仮定する最悪状況シナリオである． 

 

①希釈した製品からの経皮潜在用量 

皮膚に接触する希釈した製品中の化学物質濃度（Cder，kg/m3）を以下の式で計算する．  

DV

FcQ

D

FcRHO

D

C
C

prod

prodprodprodprodprod

der






  

Cprod：希釈前製品中の化学物質濃度 [kg/m3]， 

D：希釈率 [－] 

RHOprod：希釈前製品の密度 [kg/m3] 

Fcprod：希釈前製品中の物質重量比 [－] 

Qprod：製品使用量 [kg] 

Vprod：希釈前製品の容積 [m3] 

 

事象発生毎の皮膚上の化学物質量（Ader，kg）を以下の式で計算する． 

derderderapplderder AREATHCVCA   
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Vappl：実際に皮膚に接触する希釈製品の容積 [m3] 

THder：製品の厚さ [m] 

AREAder：製品との接触皮膚面積 [m2] 

 

経皮潜在用量（Uder，kg/kg-体重/日）を以下の式で計算する．  

BW

nA
U der

der


  

n：１日当りの平均事象発生数 [1/日] 

BW：体重 [kg] 

 

②製品からの移行した化学物質との接触による経皮潜在用量 

経皮暴露する可能性がある化学物質量（Ader，kg）を以下の式で計算する．  

derderderderderder AREATHCAREAWA   

Wder：事象発生毎の単位皮膚面積当りの物質量 [kg/m2] 

Cder：製品中化学物質濃度 [kg/m3] 

THder：製品の厚さ [m] 

AREAder：製品との接触皮膚面積 [m2] 

 

製品から皮膚に移行する物質量（Amigr,der，kg）を以下の式で計算する．  

contactmigrderdermigr TFcAA ,  

Fcmigr：単位時間当りの物質移行率 [1/日]， 

Tcontact：事象当りの接触時間 [日] 

 

経皮潜在用量（Uder,pot，kg/kg-体重/日）を以下の式で計算する．  

BW

nA
U

dermigr

potder




,

,  

n：１日当りの平均事象発生数 [1/日] 

BW：体重 [kg] 

 

2.4 経口暴露の推定 

消費者製品の希釈溶液と包装材からの経口暴露を推定する．包装材からの移行シナリオ

では移行量を考慮するが，希釈溶液の場合は全量が経口摂取されると仮定する最悪状況シ

ナリオである． 

 

①非意図的な製品飲み込みによる経口摂取量 

経口暴露濃度（Coral，kg/m3）を以下の式で計算する．  

DV

FcQ

D

FcRHO

D

C
C

prod

prodprodprodprodprod

oral






  

Cprod：希釈前製品中の濃度 [kg/m3] 

D：希釈係数 [－] 
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RHOprod：希釈前製品の密度 [kg/m3] 

Fcprod：希釈前製品中の物質重量比 [－] 

Qprod：製品使用量 [kg] 

Vprod：希釈前製品の容積 [m3] 

 

経口摂取量（Ioral，kg/kg 体重/日）を以下の式で計算する．  

BW

nVCF
I

apploraloral

oral


  

Vappl：口で接触する希釈製品の容積 [m3] 

Foral：摂取される希釈製品の割合 [－] 

BW：体重 [kg] 

n：1 日当りの事象発生数 

 

②包装材から食品への移行よる経口摂取量 

食品中濃度（Coral，kg/m3）を以下の式で計算する．  

prod

contactmigrartartart

oral
V

TFcCTHAREA
C


  

AREAart：包装材と食品の接触面積 [m2] 

THart：包装材の厚さ [m] 

Cart：包装材中濃度 [kg/m3] 

Fcmigr：時間当りの食品への移行量 [kg/日] 

Tcontact：接触時間 [日] 

Vprod：食品の容積 [m3] 

 

経口摂取量（Ioral，kg/kg 体重/日）を以下の式で計算する．  

BW

nCV
I

oralappl

oral


  

Vappl：口を通過する食品容積 [m3] 

BW：体重 [kg] 

n：1 日当りの事象発生数 

 

2.5 全経路からの総吸収量（総体内用量） 

総吸収量（Utot，kg/kg 体重/日）を以下の式で計算する．  

oraloralderpotderinhinhtot BIOIBIOUBIOIU  ,  

BIO：各暴露経路でのバイオアベイラビリティ [－] 
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３．ConsExpo における室内消費者暴露の推定 

 

3.1 システムの概要 

1990 年代にオランダの RIVM で開発された．EU における消費者製品からの化学物質のリ

スク評価の標準的なシステムとして扱われている．吸入・経皮・経口の経路からの暴露を

評価する． 

最新版の ConsExpo 4.1 はマニュアル（Delmaar ら，2005）とともに RIVM の Web サイト

（http://www.rivm.nl/en/healthanddisease/productsafety/ConsExpo.jsp）からダウンロ

ードできる．評価に必要な各種データも同じURLで“Fact Sheets”の形で公開されている． 

 

EU では，TGD で解説されている．EU のリスク評価で消費者暴露を評価する必要がある場

合には標準的に使われている． 

EUSES では，スクリーニング評価後，さらに詳細な評価が必要な場合に，ConsExpo を使

用することが推奨されている． 

 

3.2 吸入暴露の推定 
吸入経路として‘蒸気への暴露’と‘スプレーへの暴露’が推定できる． 

 

① 蒸気への吸入暴露 

蒸気への吸入暴露の推定には，図 2-2 に示すように，“瞬間放出モード”，“一定放出モ

ード”および“揮発モード”の 3 つのモードがあり，非定常状態での濃度の時間変化が推

定できる． 

 
図 2-2 蒸気への暴露入力画面（揮発放出モード）（Delmaar ら，2005） 

 

室内に化学物質が一時に放出され，瞬時に完全混合後，換気で濃度が減衰する“瞬間放

出モード”での室内空気中濃度（Cair，kg/m3）を以下の式で計算する． 



 

 45 

qtfo

air e
V

wA
C 


  

Ao：製品使用量 [kg] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

V：部屋の容積 [m3] 

q：部屋の換気速度 [1/秒] 

t：暴露時間 [秒] 

 

飽和蒸気濃度（Csat，kg/m3）を以下の式で計算する． 

RTMPC satsat /  

M：分子量 [kg/mole] 

Psat：飽和蒸気圧 [Pa] 

R：気体定数 [J/K/Mole] 

T：室温 [K] 

 

室内に化学物質が一定時間，一定速度で放出され，かつ物質は瞬時に完全混合しつつ換

気される“一定放出モード”での室内空気中濃度（Cair，kg/m3）を以下の式で計算する． 

（暴露時間＜放出時間の場合） )1(
/

qtrfo

air e
qV

twA
C 


  

（暴露時間＞放出時間の場合） 
)(

)1(
/

rr ttqqtrfo

air ee
qV

twA
C





  

tr：放出時間 [秒] 

Ao ：製品使用量 [kg] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

 

室内にある純物質や水中の物質が揮発し，揮発した物質は瞬時に完全混合しつつ換気さ

れる“揮発モード”では，室内空気中濃度（Cair，kg/m3）を以下の手順で計算する．  

 

◆純物質の揮発に対する質量移動係数（K，m/秒）を Langmuir の式で推定する． 

)2/( MTRSK    

S：面積 [m2] 

M：分子量 [kg/mole] 

R：気体定数 [J/K/Mole] 

T：室温 [K] 

◆水中からの揮発に対する質量移動係数（K，m/秒）を Thibodeaux の式で推定する． 

3 /018.0
2

1
60 MSK   

◆室内空気中濃度（Cair，kg/m3）を空気コンパートメントと製品コンパートメントでの物

質収支式（連立微分方程式）を解くことにより得る． 
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（空気コンパートメント） airroomaireq
air CVqPpK

dt

dA
 )(  

（製品コンパートメント） fapptotaireq

prod
wTAPPK

dt

dA
 /)(  

Aair：空気中の物質の量 [kg] 

Aprod：製品中の物質の量 [kg] 

Peq：平衡蒸気圧 [Pa] 

Pair：実際の蒸気圧 [Pa] 

Vroom：部屋の容積 [m3] 

q：部屋の換気速度 [1/秒] 

Atot：使用された物質の量 [kg] 

Tapp：使用時間 [秒] 

◆物質－製品混合物での平衡蒸気圧（Peq，Pa）を以下の Raoult の法則で近似する． 

)(

r

rv

vvap

eq

M

M
CC

CP
P



  

Pvap：物質の飽和蒸気圧 [Pa] 

M：分子量 [kg/mole] 

Cv：製品中の物質の濃度 [kg/m3] 

Cr：製品中の他の物質濃度 [kg/m3] 

Mr：他の物質の平均分子量 [kg/mole] 

◆Cr と Mr の比（Cr/Mr）を以下の式で計算する． 








i i

i

i i

i

r

f

r

r

M

w

M

C

M

w

M

C )1(
 

◆Mr を以下の式で計算する． 






i i

i

f

r

M

w

w
M

1
 

ɟ：製品の質量密度 [kg/m3] 

Wi：対象物質以外の製品中成分の重量比 [－] 

 

②スプレーへの吸入暴露 

スプレーモデルは実測結果に基づいて開発され，スプレー缶から噴霧される霧滴中の難

揮発性または不揮発性の物質の室内吸入暴露に適用できる．揮発性物質については，上記

①の蒸気への吸入暴露用モデルの適用がより妥当である． 

 

◆直径 ȃの粒子の質量（Mȃ(t)）を以下の式で計算する．  

 dtPMtM tot ),()(   

P(ȃ,t)：粒子の質量分布関数  

Mtot：粒子の総質量  
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◆スプレーに伴う粒子滴の放出速度（Rrelease，g/s）を以下の式で計算する． 

volatilenonsprayrelease wRR   

Rspray：スプレーされる製品の量(噴射剤も含む) [g/s] 

wnon-volatile：製品中の不揮発性成分の比率 [－] 

◆浮遊粒子滴の放出速度（g/s）を以下の式で計算する． 

airbornerelease fR   

fairborne：大気中で浮遊する比率  [－] 

◆浮遊粒子滴中の対象物質の放出速度（g/秒）を以下の式で計算する． 

volatilenon

f

airbornerelease
w

w
fR



  

wf：製品中の物質重量比 [－] 

wnon-volatile：製品中の不揮発性成分の重量比 [－] 

◆特定の粒子径当たりの放出量（Rairborne(ŭ)，g/秒）を以下の式で計算する． 

 dPfRR airbornereleaseairborne )0,()(   

◆浮遊粒子滴の床への沈降速度（vs，m/s）を以下の式で計算する． 

SC
g

v
droplet

s 




18

2

 

g：重力定数 [m/s2] 

ɟdroplet ：(平均)粒子質量密度 [kg/m3] 

ɖ：空気の粘度 [N s/m2] 

SC：Cunningham の slip 補正因子（直径＜1μm で重要．モデルでは 1） 

◆時間 dt 間に床に沈着し，大気から除去される粒子量（kg/s）を以下の式で計算する． 

)()(  sair vSC   

Cair ()：直径の粒子濃度 [kg/m3] 

S：粒子滴が沈降する床面積 [m2] 

◆換気により除去される量（kg/s）を以下の式で計算する． 

ventair qVC )(  

qvent ：換気速度 [1/s] 

◆スプレー中に直径の粒子が室内空気中に存在する量（Aair()，kg）の時間変化は以下の

式で表される． 

)()()(
)(




airborne
air

sairvent
air R

V

A
SvAq

dt

dA
  

◆スプレー後に直径の粒子が室内空気中に存在する量（Aair()，kg）の時間変化は以下の

式で表される． 

V

A
SvAq

dt

dA air
sairvent

air  )()(
)(




 

◆スプレー雲が瞬時に室内で完全混合するとの仮定の下では Aair() [kg]の時間変化は以下

の式で表される． 

)()
)(

(
)(




airborneair
s

vent
air RA

h

v
q

dt

dA
  (スプレー中) 
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air
s

vent
air A

h

v
q

dt

dA
)

)(
(

)( 
    (スプレー後) 

h：部屋の高さ [m] 

◆室内空気中の直径の粒子量 Aair(,t) [kg]の時間変化を以下に示す上記 2微分方程式の解

析解から計算する． 

))
)(

(exp(1(
)(

)(
),( t

h

v
q

h

v
q

R
tA s

vent
s

vent

airborne
air






 



  (スプレー中) 

)))(
)(

(exp())
)(

(exp(1(
)(

)(
),( spray

s
ventspray

s
vent

s
vent

airborne
air Tt

h

v
qT

h

v
q

h

v
q

R
tA 











       (スプレー後) 

◆室内空気中の全粒径の粒子濃度（Cair(t)，kg/m3）を以下の式で計算する． 

 dtA
V

tC airair ),(
1

)(   

 

③吸入取込み量（Aupt，kg） 

以下の式で計算する． 

tQCfA inhairuptupt   

fupt：肺胞から血中への吸収率（デフォルトは 1） 

t：暴露時間 [日] 

Qinh：ヒトの吸入量 [m3/日]で，活動の種類に応じて以下の式で算出する． 

・睡眠時：
6.0

8.0 bodyinh WQ   m3/日 

・休息時：
6.0

05.1 bodyinh WQ   m3/日 

・軽運動時：
65.0

3.2 bodyinh WQ   m3/日 

・重運動時：
45.0

0.11 bodyinh WQ   m3/日 

 

3.3 経皮暴露の推定 
経皮経路として，製品との直接接触が推定できる．図 2-3 のように，‘製品との直接接

触’には，“瞬間施用”，“一定速度”，“擦り取り”，“移行”，“拡散”の 5 種のモードがある． 

 

①瞬間施用（皮膚上の製品から物質全量が瞬時に皮膚に移行） 

皮膚への負荷量（Lderm，kg）を以下の式で計算する． 

exp/ SwfAL prodderm   

Aprod：皮膚に接触する製品量 [kg] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

Sexp ：暴露された皮膚面積 [m2] 

経皮潜在用量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyprod WwfAD /  
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Wbody ：ヒトの体重 [kg] 

 

 

図 2-3 経皮暴露（製品との直接接触）（Delmaar ら，2005） 

 

②一定速度で皮膚に施用  

皮膚への負荷量（Lderm，kg）を以下の式で計算する． 

exp/ SwtRL fderm   

R：製品の皮膚への施用量 [kg/秒] 

t：施用時間 [秒] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

Sexp ：暴露された皮膚面積 [m2] 

経皮潜在用量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyf WwtRD /  

Wbody：体重 [kg] 

 

③擦り取り（テーブルや床の表面を製品で処理後，皮膚が接触し，移行） 

皮膚への負荷量（Lderm，kg）を以下の式で計算する． 

exp/ SwFSL fdislodgeareaderm    

Sarea：接触中に擦り取られる面積 [m2] 

Fdislodge：移行可能量[kg/ m2] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

Sexp：暴露皮膚表面積 [m2] 

経皮潜在用量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyfdislodgearea WwFSD /  

),max( maxStRS transarea   

Smax：接触中に擦り取られる最大面積（例えば，全床面積）[m2] 

t：接触時間 [秒] 
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Rtrans：時間当たりに擦り取られる面積 [m2/秒] 

Wbody：体重 [kg] 

 

④移行（衣料の中の染料等が移行し，皮膚と接触） 

皮膚への負荷量（Lderm，kg）を以下の式で計算する． 

exp/ SFSAL leachcontactoderm   

Ao：皮膚と接触する製品量 [kg] 

Scontact ：皮膚接触因子（製品の一部が皮膚と接触） [m2] 

Fleach：移動可能率 [－] 

Sexp：暴露皮膚表面積 [m2] 

経皮潜在用量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyleachcontacto WFSAD /  

Wbody：体重 [kg] 

 

⑤拡散（製品から皮膚への拡散係数が既知） 

皮膚上の製品中の化学物質の拡散方程式は以下の式で表される． 

),(
),(

2

2

txC
x

Dif
t

txC









 

C(x,t)：製品中深さ x で時間 t における濃度 [kg/m3] 

Dif：製品中の物質の拡散係数 [m2/秒] 

上記の拡散方程式の境界条件の 1 つは，以下の式に示すように，製品と空気の界面での

物質のフラックスはゼロ（表面からの揮発は無視できる）である． 

0
),(






x

txC
D  

また，製品－皮膚界面での境界条件は皮膚へのフラックスにより決まる．この場合，皮

膚の透過係数は無限大と仮定され，皮膚へのフラックスは製品からの物質の拡散で決まる．

皮膚での取込み可能量は，皮膚中濃度がゼロと仮定できる皮膚－製品界面での皮膚へのフ

ラックスとして計算する．取込み可能量を計算の後，実験的な吸収率（ fupt）で補正する． 

x

txC
DifFskin






),(
 

皮膚内拡散摂取モデルを使用する場合は，皮膚透過係数（P）を用いて皮膚へのフラッ

クスを計算する． 

x

txC
PFskin






),(
 

 

⑥経皮吸収量 

“一定比率”と“皮膚中拡散”の 2 つのモデルが搭載されている． 

 

◆一定比率モデル  

吸収率のみを考慮する．吸収率は実測値または推定値を用い，最悪ケースは 1 とする． 
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皮膚への吸収量（Aupt，kg）を以下の式で計算する． 

upt upt dermA f A   

fupt:：吸収率 [－] 

Aderm:：皮膚上の物質量 [kg] 

 

◆皮膚中の拡散モデル  

上記の製品との直接接触の①瞬間施用あるいは⑤拡散と組合せて使用する．分子量

（MW）とオクタノール/水分配係数（Kow）から皮膚透過係数を推定する QSAR 式を搭載し

ている．これらは水溶液に対してのみ適用する． 

皮膚への取込み量（Aupt，kg）を以下の式で計算する． 

))exp(1( t
V

SP
AA skinupt 


  

Askin：皮膚上の物質量 [kg] 

P：皮膚透過係数 [m/秒] 

V ：皮膚上物質の容積 [m3] 

S：暴露皮膚面積 [m2] 

t：暴露時間 [秒] 

皮膚透過係数（P）を Kow と MW からの推算する．Wilschut ら（1995）は，以下の Ten 

Berge の式を除いて実験値と比較し，約１桁の精度で推定できることを報告している．全

ての式は水溶液中の物質への適用に限定される． 

 

1. Fiserova-Bergerova の式 

  cm/hr  153.0038.0
15

1 016.0 MW

owd eKP   

2. Guy and Potts の式 

cm/hr  0018.0 014.071.0 MW

owd eKP   

3. McKone and Howd 式 

cm/hr  
00003.00000024.0

33.0

1

8.0

6.0



















ow

d
K

h
MWP  

h：皮膚の厚み（0.0025 cm とする） 

4. Ten Berge の式 

MW
P

MW
P

MWKP

PPP

P

aq

pol

owpsc

aqpolpsc

d

5.2

0001519.0

1786.0log6097.0326.1log

cm/hr  
11

1

5.0











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5. Bogen の式 

log . . . logP MW Kd ow   0812 00104 0616  

 

3.4 経口暴露の推定 

口を通過する製品中の化学物質を直接摂取する場合と包装製品から食物へ移行した化

学物質を摂取する場合に対応したモデルが搭載されている． 

 

①口を通過する製品中化学物質の直接摂取 

図 2-4 のように，“直接摂取”，“一定速度”，“製品からの移行”の 3 種のモードがある． 

 

 
図 2-4 経口暴露モード選択画面（Delmaar ら，2005） 

 

◆直接摂取（１次スクリーニングとして使用） 

摂取量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyf WwAD /  

A：飲み込んだ製品の量 [kg] 

wf ：製品中の物質重量比 [－] 

Wbody ：体重 [kg] 

 

◆一定速度（化学物質が，ある一定期間に亘って摂取されるシナリオ） 

摂取量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

bodyf WtwRD /  

R：製品の摂取量 [kg/秒] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

t：製品を摂取している時間 [秒] 

 

◆移行（物質が製品から唾液へ移行）  

摂取量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 
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))exp(1(/ t
wA

SR
WwAD

f

m
bodyf 




  

A：口を通過する全製品量 [kg] 

Rm：製品からの物質移行量(単位面積当たり) [kg/m2.秒] 

S：口を通過する製品の表面積 [m2] 

wf：製品中の物質重量比 [－] 

t：マウシングの時間 [秒] 

 

②包装材から食品への移行した化学物質の摂取 

移行する物質は，食品中に均一に分散すると仮定する．  

情報がなければ，瞬間的に全量が移行すると仮定し，包装材料から移行し得る全量（Acomp，

kg）を以下の式で計算する． 

dSCA contprodcomp   

Cprod ：包装材料中の物質濃度 [kg/m3] 

Scont：包装材料と食品の接触面積 [m2] 

d：包装材料の厚み [m] 

移行率と貯蔵時間の情報がある場合は，“一定速度”オプションを用いて，包装された

食品中の物質量（Afood，kg）を計算する． 

),max( compmigrfood AtRA   

t：包装された食品の貯蔵時間 [秒] 

Rmigr：材料から食品への移行率 [kg/秒] 

摂取量（D，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

body

pack

cons
food W

A

A
AD /  

Acons：消費された食品量 [kg] 

Apack：包装された食品量 [kg] 

 

③経口取込み量 

吸収率を考慮する．吸収率は実験データや推定値を用い，最悪ケースは 1 とする． 

経口取込み量（Aupt，kg/kg 体重）を以下の式で計算する． 

inguptupt AfA   

fupt：吸収率 [－] 

Aing：摂取量 [kg] 
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４．E-FAST における室内消費者暴露の推定 

 

4.1 システムの概要 

EPA の OPPT P2（新規物質・既存物質の新規使用の管理）の枠組みの中で，消費者暴露

と一般環境暴露を評価するのに用いられる．最新版の E-FAST V2.0 はマニュアル（Versar 

Inc., 2007）等とともに米国 EPA の Web サイト（http://www.epa.gov/oppt/exposure/ 

pubs/efast.htm）からダウンロードできる． 

 

過去のいくつかのシステムをまとめた以下の 4 つのモジュールで構成されている． 

・産業排出物による一般住民と生態への暴露 

Screening Exposure Assessment Software（SEAS）を基に，表層水，埋め立て，焼却

に伴う大気排出と一時的な大気への排出による一般住民と生態への暴露を推定する． 

・家庭からの排出 

液体洗剤，浴室洗浄剤等の排出により，環境中濃度が懸念濃度（Concentration Of 

Concern；COC）を超える日数等を評価する． 

・消費者暴露 

各種のシナリオに基づいて，消費者の吸入暴露と経皮暴露を推定する（図 2-5）．吸入

暴露は，製品を使用する部屋とその他の部屋の 2 ゾーンに室内を分割して評価される． 

 
図 2-5 消費者暴露モジュールの初期画面（Versar Inc., 2007） 

 

・水生環境暴露/リスク 

・Probabilistic Dilution Model Ver.3（PDM3）に基づいて水中濃度を推算し，COC を

超える日数を評価する． 

 

4.2 消費者暴露のシナリオ 

消費者暴露モジュール（CEM）はスクリーニングレベルの吸入暴露と経皮暴露を推算す
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る．家庭内あるいは車内を想定した 5 つの一般的なシナリオが用意されている．また，ユ

ーザーがシナリオを定義することも可能である．  

 

① 一般的なシナリオ 

図 2-6 に示す 5 つのシナリオが用意されており，使用期間，頻度，年齢，皮膚/体重比

等のデフォルトデータが設定されている． 

・表面に施用する製品：“一般目的クリーナー”と“室内ラテックスペンキ” 

・表面にスプレーする製品：“繊維保護剤”と“エアロゾールペンキ” 

・水に添加して使う製品：“液体洗剤（吸入，経皮） 

・室内設置製品：“固体空気清浄剤” 

・皮膚に直接接する製品：“石鹸”，“使用済み自動車オイル” 

 

 

 

図 2-6 暴露シナリオの設定画面（Versar Inc., 2007） 

 

② ユーザー定義シナリオ  

ユーザー定義を選ぶと，シナリオ記述画面（図 2-7）となるので，ユーザーが以下のシ

ナリオを決定する．カッコ内に各シナリオで利用可能な示す発生モデルを示す． 

①表面に適用する製品－経皮と吸入   (Incremental：使用後は指数関数的に減衰する) 

②同上                             (Double Exponential：揮発と拡散による減衰) 

③表面にスプレーする製品－吸入     (Constant：一定 と Incremental) 

④水に添加して使う製品－経皮と吸入 (Constant ) 

⑤室内に置く製品－吸入             (Constant ) 

⑥皮膚に直接接触－経皮 
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図 2-7 ユーザー定義暴露シナリオの記述画面（Versar Inc., 2007） 

 

4.3 吸入暴露の推定 
CEM は，家を 2 ゾーンで表現し，放散速度の時間変化を考慮して，決定論的な物質収支

計算を実行して室内空気中濃度を推定する．ゾーン 1 は消費者製品が使用される場所を示

し，ゾーン 2 は家の残りの部分を示す．安全側の暴露推定のために，室内にシンクは存在

しないと仮定する． 

 

① 物質収支式 

反応を無視して収支を表現する以下の微分方程式を４次の Runge-Kutta 法で解き，室内

濃度を求める． 

   SinksQCQCSources
dt

dC
V ijijij

i
i  

C：大気中濃度 

Q：流量 

V：ゾーンの容積 

i，j：２つのゾーン 

 

●表面に適用する製品からの発生  

一般的なクリーナー，ラテックスペイントの場合  

)exp()0()( ktEtE   

E(0)：初期発生速度  

k：減衰速度定数，以下の経験式から推算 

EvapTime

n
k

)10(1
  

9546.0)(

145

VPMW
EvapTime


  
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ラテックスペイントの場合の発生量時間変化は次式で表わせる．  

 

  )1)1()1()1(

)1()1()1(()(

)(

)(2)(1

21

tat

tatktatk

tktk

Hefef

efef
ta

M
tER










 

ER(t)：時間 t における放出速度 [mg/hr] 

M：放出される化学物質量（製品重量の 25％） [mg] 

ta：施用時間[hr] 

f：0.1，H(t-ta)：t < ta ならばゼロ， t > ta ならば 1 

k1：233.25×VP/24 [1/hr] 

k2：0.0000584×MW/24 [1/hr] 

VP：蒸気圧 [torr] 

MW：分子量 [g/mol] 

 

●表面にスプレーする製品からの発生  

織物保護剤，エアゾールペイントなどの場合．デフォルトで使用量の１％がエアロゾル

化する．他は表面に付着して分子量と蒸気圧で決まる速度で蒸発する．  

UseoductProfDuration

dAerosolizeFractionMassChemicalApplied
ER


  

Applied Chemical Mass：化学物質の使用量 [mg] 

Fraction Aerosolized：エアロゾル化率 [1％] 

Duration Product Use：製品の使用時間 [hr] 

 

●水に添加して使用する製品からの発生  

ランドリーの洗剤など． 

TimeEvap

MassChemical
ER   

 Chemical Mass：化学物質量 [mg] 

 

② 吸入暴露の推定 

発生量，ヒトの行動等の時間変化を反映した評価を行うために，10秒間隔（ȹt）で計算

を行う．このため，生涯平均１日潜在用量（LADDPOT，mg/kg/日）を以下の式で計算する． 

1CFATBW

EDFQDose
LADD atl

POT



  

 
ET

ST

titiati CFInhRtCDose )2( ,,  

Ci,t：ゾーンi，時間tでの暴露濃度 [mg/m3] 

InhR i,t：ゾーンi，時間 tでの吸入速度[m3/hr] 

FQ：製品使用頻度 [事象/年] 

ED：暴露期間[年] 

BW：体重 [kg] 
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AT：平均化時間 [年] 

CF1：変換係数 [365日/年] 

CF2：変換係数  [24時間/日] 

急性潜在用量（ADRPOT，mg/kg/日）を以下の式で計算する．  

ATBW

EDDEvFQInhRC
ADR air

POT



  

Cair：暴露濃度 [mg/m3] 

InhR：大気吸入量 [m3/hr] 

DEv：事象の継続時間 [hr/事象] 

 

4.4 経皮暴露の推定 
吸入と同様に，生涯平均１日潜在用量（LADDPOT，mg/kg/日）と急性潜在用量（ADRPOT，

mg/kg/日）を以下の式で計算する．  

2

1/

CFAT

CFWFEDFQBWSAAR
LADDPOT




  

AT

CFWFEDFQBWSAAR
ADRPOT

1/ 
  

AR：皮膚残存量 [g/cm2/事象] 

SA/BW：皮膚表面積/体重比[cm2/kg] 

FQ：年間の使用頻度（LADDPOT に対して），1 事象/日（ADRPOT に対して．固形せっけ

ん（手）では 2 事象/日） 

ED：暴露期間－年数（LADDPOT に対して），1 日（ADRPOT に対して） 

WF：製品中の物質重量比（LADDPOT に対しては平均，ADRPOT に対しては上限値） 

AT：平均化時間（LADDPOT に対しては年数，ADRPOT に対しては 1 日） 

CF1：変換係数[1000 mg/g] 

CF2：変換係数 [365 日/年] 

 

・化粧石鹸の場合  

皮膚面積/体重比（SA/BW）項と使用頻度項（FQ）は，全身と手の２つに分け，後で合算

する 

・消費者製品中の重量比（WF）は変化が大きい 

LADD では中央値を，ADRPOT では，高位値（high-end fraction）を使う．  

・一般には潜在用量として皮膚に接触する製品中に存在する対象物質の量を算出するが，

ユーザーが指定すれば透過係数法で皮膚を透過して血中に入る吸収量を計算すること

ができる． 

透過係数の推算は３つのうちから選択する：  

①Kp を入力 

②一般的な化学物質リストから選択  

③ log Kow と MW とから次式で推算 
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MWKK owp  0061.0)log(71.072.2)log(  

・Kp を使った経皮吸収量の推算  

2

1/

CFAT

CFWFEDFQBWSADenDilDEvKp
LADDABS




  

AT

CFWFEDFQBWSADenDilDEvKp
ADRABS

1/ 
  

Kp：皮膚透過係数 [cm/hr] 

DEv：事象発生時間 [hr/事象] 

Dil：希釈係数 [－] 

Den：密度[g/cm3] 

SA/BW：皮膚表面積/体重比 [cm2/kg] 

FQ：使用頻度（LADDABS に対しては，事象/年，ADRABS に対しては，1 事象/日） 

WF：製品中の物質重量比（LADDABS に対しては平均，ADRABS に対しては上限値） 

AT：平均化時間（LADDABS に対しては年数，ADRABS に対しては 1 日） 

CF1：変換係数 [1000 mg/g] 

CF2：変換係数 [365 日/年] 
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５．WPEM における室内吸入暴露の推定 

 

5.1 システムの概要 

ラテックスペイントとアルキド系ペイントの室内塗布にともなって発生する溶媒への

吸入暴露推定システムで，短期および長期の暴露を推定する．健康安全行政担当者や産業

界の製品開発者の使用を想定している．  

1990 年代に EPA の Wall Paint Design for Environment プロジェクトの中で開発された．

政府/産業界合同の作業部会が中心となり，実測データも収集してモデル化した．1999 年

に外部レビューがあり，その意見を反映して 2001 年 3 月に Version3.2 となった．最新版

はユーザーズガイド（GEOMET Technologies, Inc., 2001）とともに，米国 EPA の Web サイ

ト（http://www.epa.gov/oppt/exposure/pubs/wpem.htm）からダウンロードできる． 

建物全体の塗装では単一ゾーンモデル，建物の一部の塗装では，2 ゾーンモデルを用い，

ゾーン内での完全混合を仮定し，室内濃度は均一とする．また，室内と室外の空気交換速

度も一定とする．吸入経路の潜在用量が推定される． 

 

5.2 シナリオの設定 

図 2-8 に示すシナリオ画面で，以下の項目を選択または入力する． 

①建物の種類と容積：住居，オフィス等の種類を選択 

②塗装空間：建物全体か一部かを選択 

③換気回数 

④塗装面：壁，天井から選択 

⑤塗装回数 

⑥塗装時間 

 

 

図 2-8 シナリオ設定画面（GEOMET Technologies, Inc., 2001） 
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その他の入力について，表 2-1 に示す． 

 

表 2-1 入力データのまとめ 

タ ブ 入 力 

一般的情報 ・デフォルトシナリオのデータを含むファイルを開く 

ペイントと化学物質 ＊ペイントタイプの選択  プライマー/ペイント密度の編集 

＊化学物質の選択/追加/編集 

＊プライマー/ペイント中の化学物質重量比の編集 

  プライマー/ペイントの放出モデルの選択 

  室内シンクモデルの選択/編集 

室内状況と暴露 ＊暴露されるヒトのタイプと性の選択 

  ヒト位置，週日/週末パターン，暴露事象，生涯年数，体重 

実行   実行のタイトル，メモ，その他 

 

5.3 吸入暴露の推定 
時間 t 後における室内濃度（C(t)，mg/m3）を以下の式で計算する（Q/V≠k）． 






























t

V

Q

kt ee

k
V

Q
V

E
tC 0)(  

E0：初期放出量 [mg/m2/h] 

V：室内容積 [m3] 

Q：換気量 [m3/h] 

k：1 次減衰速度定数 [1/h] 

 

5.4 発生源モデル 
Ver.3.2 のユーザーズガイドの付録 B にアルキドペイント放出モデルに関する論文（Guo

ら，1999）が再録されており，２つの発生源モデルが提案されている． 

Method 1 は，TVOC（総揮発性有機化学物質）に対する Tichenor ら（1993）の VB モデル

と個別の VOC 成分に対する Guo らの VBX モデルモデルを採用し，放出量（E，mg/m2/hr）を

推定する． 

（TVOC）  )32.1(
0

0 C
M

M

v

m
PkE

T

T

m

m   

km：TVOC に対する気相質量移動係数 [m/h] 

P0：TVOC の全蒸気圧 [mmHg] 

m ：有機溶媒の平均分子量 [g/mole] 

vm：1 気圧での 1 mole 気体の容積 [0.0243 m³@23℃] 

MT：排出源での TVOC 残存量 [mg/m2] 

MT0：TVOC 施用量 [mg/m2] 

C：室内空気中 TVOC 濃度 [mg/m3] 

（個別 VOC 成分） )32.1(, C
M

M

v

m
PkE

T

i

m

iimi   
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km,i：有機溶剤中の個別成分 i に対する気相質量移動係数 [m/h] 

Pi：成分 i の蒸気圧 [mmHg] 

Mi：排出源での成分 i 残存量 [mg/m2] 

Method 2 は，上記の室内濃度推定式の E0 と k を上記の VB モデルと VBX モデルモデルに

準じて，推定する． 

TVOC に対しては，以下の 2 式で E0 と k を計算する． 

m

m
v

m
PkE 00 32.1  

0

0

dy

E
k


  

km：乾燥前の膜厚 [m] 

d：製品の密度 [g/m3] 

y0：製品中 TVOC 含有率 [mg/g] 

個別の VOC 成分に対しては，以下の 2 式で E0,i と ki を計算する． 

0

,0 32.1
y

y

v

m
PkE i

m

iim  

i

i

i
dy

E
k

,0

,0


  

yi：製品中の個別 VOC 成分 i の含有率 [mg/g] 

 

ユーザーズガイド付録 E に，EPA の研究建屋で測定した濃度とモデル推定値の比較結果

が示されている（図 2-9 と図 2-10）． 

 

 
図 2-9 発生モデルの検証  付録 B の Figure 2  よく一致しているケース 

アルキドプライマーとして； nonane の例 

（GEOMET Technologies, Inc., 2001） 
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図 2-10 モデルと実測の濃度の比較   EPA の研究用建屋での実験結果  付録 E 

太線：モデル 寝室，細線：モデル，Den 仕事部屋 

♢ ：データ            ▵：データ 

（GEOMET Technologies, Inc., 2001） 
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６．Risk Learning における室内吸入および経皮暴露の推定 

 

6.1 システムの概要 

化学物質の環境または暴露媒体中濃度を入力し，暴露シナリオ等を選択することにより，

内蔵のデータベースを利用して簡単にヒト健康リスクを評価するシステムである． 

最新版はマニュアルとともに，産業技術総合研究所の Web サイト（http://www.aist- 

riss.jp/main/modules/product/software/）からダウンロードできる． 

NEDO の化学物質総合評価管理プログラムの下，産総研で開発され，2003 年に version 1.0

が公開された．化学物質の物性と有害性データベース用ファイルが不定期で更新されてい

る． 

図 2-11 に示す画面に表示される汚染媒体，化学物質，暴露シナリオ等を選択し，濃度

を入力する． 

 

 

図 2-11 Risk Learning のメイン画面 

 

室内暴露は，内蔵された水中からの揮発モデルと完全混合を仮定した室内モデルにより

評価される． 

平均一日暴露濃度(平均一日摂取量)と生涯平均一日暴露濃度(生涯平均一日摂取量)を

算出し，ヒト無毒性量やユニットリスク(発がんスロープ係数)データを基に，増加発がん

率やハザード比を算出する． 

様々な環境または暴露媒体中濃度を基にして，産学官の利用者がスクリーニング的に発

がんまたは非がんのヒト健康リスクを評価する際に用いられている． 

 

6.2 水道水から室内に揮発した化学物質の吸入暴露  

シャワー時の浴室内吸入暴露と水道水利用に伴う室内吸入暴露を推定する． 
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① シャワー時の浴室内吸入暴露 

温度 Tmp [K]での空気中分散係数（Da_TmpAdjstd，m2/秒）を以下の式で計算する． 
75.1

15.293
_ 










Tmp
DTmpAdjstdDa a  

Da：20℃（293.15K）の空気中分散係数 [m2/秒] 

温度 Tmp [K]での水中分散係数（Dl_TmpAdjstd，m2/秒）を以下の式で計算する． 

 
 

14.1

1

15.29315.293

15.2931

2

2

exp

exp
_




























TmpDTmpC

TmpB

DC

B

l
A

A
DTmpAdjstdDl  

Dl：20℃（293.15K）の水中分散係数 [m2/秒] 

A：計算定数（0.01257187） 

B：計算定数（-0.005806436） 

C：計算定数（0.001130911） 

D：計算定数（-5.72395×10-6） 

化学物質の水から空気への移行係数（φ，－）を以下の式で計算する． 



















HTmpAdjstdDa

TmpR

TmpAdjstdDl

K RN

RN

3/23/2

1

__

5.2
  

R：気体定数[8314.51 Pa･L/mol/K] 

H：ヘンリー則定数 [Pa･L/mol] 

φRN：化学物質移行係数(ラドン) [－] 

KRN：化学物質質量移動係数(ラドン) [m/秒] 

 

化学物質のシャワー中の浴室内空気中平均濃度（CaShwr，μg/m3）を以下の式で計算す

る． 

31

1000
exp1

m

L

V

tShwrEa

Ea

V
tShwr

tShwrEa

FwCw
CaShwr 























 








 

Cw：水中濃度 [μg/L] 

V：浴室内容積 [L] 

Ea：換気量 [L/min] 

Fw：シャワー流量 [L/min] 

tShwr：シャワー使用時間 [min] 

シャワー終了後の浴室内空気中平均濃度（CaAftrShwr，μg/m3）を以下の式で計算する． 

 

 
3

2

1

1000
exp1

exp1

m

L

V

tShwrmtInBathrooEa

EatShwrmtInBathroo

V

tShwrEa
FwCwV

CaAftrShwr
















 



















 




　　　　　　　　　



 

tInBathroom：浴室内滞在時間 
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② 水道水利用に伴う室内吸入暴露 

温度 Tmp [K]での空気中分散係数（Da_TmpAdjstd，m2/秒）を以下の式で計算する． 
75.1

15.293
_ 










Tmp
DTmpAdjstdDa a  

Da：20℃（293.15K）の空気中分散係数 [m2/秒] 

温度 Tmp [K]での水中分散係数（Dl_TmpAdjstd，m2/秒）を以下の式で計算する． 



















































2

2

1
exp

15.29315.293

15.2931
exp

_

TmpDTmpC

TmpB
A

DC

B
A

DTmpAdjstdDl l  

Dl：20℃（293.15K）の水中分散係数 [m2/秒] 

A：計算定数（0.01257187） 

B：計算定数（-0.005806436） 

C：計算定数（0.001130911） 

D：計算定数（-5.72395×10-6） 

 

化学物質の水から空気への移行係数（φ，－）を以下の式で計算する． 



















HTmpAdjstdDa

TmpR

TmpAdjstdDl

K RN

RN

3/23/2

1

__

5.2
  

R：気体定数[8314.51 Pa･L/mol/K] 

H：ヘンリー則定数 [Pa･L/mol] 

φRN：化学物質移行係数(ラドン) [－] 

KRN：化学物質質量移動係数(ラドン) [m/秒] 

 

化学物質の室内空気中濃度（CaIndr，μg/m3）は以下の式で計算する． 

VR

WCw
CaIndr house




 

Cw：水中濃度 [μg/L] 

Whouse：室内水使用量 [L/hr] 

VR：室内換気量 [m3/hr] 

 

化学物質の平均暴露濃度（Cadj，μg/m3）は以下の式で計算する． 

hr

day

day

yr
ETEFCairCadj

24

1

365

1
  

Cair：気中濃度 [μg/m3] 

EF：対象イベント頻度 [日/年] 

ET：対象イベント時間 [hr/日] 
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化学物質の生涯平均暴露濃度（Cladj，μg/m3）は以下の式で計算する． 

LT

ED
CadjCladj   

ED：暴露期間 [年] 

LT：平均寿命 [年] 

Cadj：平均暴露濃度 [μg/m3] 

 

6.3 経皮暴露の平均一日吸収量と生涯平均一日吸収量  

水中化学物質の皮膚浸透係数（Kp，cm/hr）を以下の式で計算する． 

  MwlogKowKp  0056.066.080.2log  

logKow：オクタノール/水分配係数の常用対数値 [－] 

Mw：分子量 [g/mol] 

上記の式の適用範囲は，以下 2 式の範囲内である． 

1758.005616.0105103.03010.0

5577.005616.0105103.006831.0

4

4









logKowMw

logKowMw
 

 

皮膚への拡散にかかる時間（Űevent，hr/event）を以下の式で算出する． 

 Mwevent

lsc



0056.08.2106

  

lsc：皮膚の通過長さ [cm] 

角質層と表皮間の浸透係数への影響の大きさの比（B，－）を以下の式で計算する． 

6.2

Mw
KpB   

定常状態到達に要する時間（ t*，hr）を以下の式で計算する． 

[B<0.6 の場合] eventt  4.2*  

[0.6≦B の場合]  

 

 
 

  22

2

2

6*

13

331

12

cbbt

B

BB
c

c
B

b

event 















 

 

単位面積当たりの皮膚吸収量（DAe，mg/cm2/event）を以下の式で計算する． 

①tevent≦t
*: 








 




 eventevent t
mgCwKpFADAe

6
_2  

π：円周率 

FA：水吸収割合[－] 

②tevent＞t
*: 
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 
 

 

















2

2

1

331
2

1
_

B

BB

B

t
mgCwKpFADAe event

event   

tevent：暴露時間 [hr/event] 

Kp：水中化学物質の皮膚透過係数 [cm/hr] 

Cw_mg：水中濃度 [mg/cm3] 

FA：水吸収割合で 1 [－] 

 

平均一日吸収量（ADDskin，mg/kg/日）を以下の式で計算する． 

day

event

day

yr

BW

EF
SADAeADDskin

1

1

365

1
  

DAe：単位面積当たりの皮膚吸収量 [mg/cm2/event] 

SA：暴露皮膚面積 [cm2] 

EF：対象イベント頻度 [日/年] 

BW：体重 

 

生涯平均一日吸収量（LADDskin，mg/kg/日）を以下の式で計算する． 

LT

ED
ADDskinLADDskin   

ED：暴露期間 [年] 

LT：平均寿命 [年] 
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７．iAIR における室内吸入暴露の推定 

 

7.1 システムの概要 

我々の身近にある家電や家具などの製品から放散する化学物質の室内暴露濃度の分布

を推定するシステムであり，NEDO の「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解

析手法の開発」研究プロジェクトの下，産総研で開発が行われている． 

最新版（ver.0.8Beta）はマニュアルとともに，産業技術総合研究所の Web サイト

（http://www.aist-riss.jp/main/modules/product/software/）からダウンロードできる． 

 

このツールは，図 2-12 のように，化学物質の室内濃度を推定する室内空気質モデル，

室内濃度や生活時間から暴露濃度を推定する暴露濃度推定モデルおよび日本人のライフス

タイル（生活時間，住居，所有製品など）と化学物質の情報に関するデータベースの 3 つ

から構成される． 

 

図 2-12 iAIR の構成図 

 

ユーザーは，対象化学物質，評価地域，対象製品などの選択の簡単な設定を行うことで，

日本全体や関東地方などの指定された地域の一般家庭の室内濃度や暴露濃度の分布とその

統計量などを容易に推定できる． 

このツールは，Microsoft Office Excel のマクロとして機能し，Excel 以外のソフトウ

ェアを必要としない． 

 

7.2 化学物質の室内濃度の推定 

iAIR は定常状態を仮定して，ボックスモデルで室内濃度を推定する． 

・建物の総床面積を統計データより無作為に生成し，居室割合，部屋数などを推定後，以

下の式で，寝室，居間，その他の居室の室内濃度を算出する． 

VKSKVn

VnCEF
C

a

oi

i






1

 

EFi：放散速度 [μg/unit/hr] 

Co：室外での化学物質濃度 [μg/m3] 
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n：換気回数 [1/hr] 

Ka：吸着定数 [m/hr] 

K1：分解係数 [1/hr] 

S：吸着面積 [m2] 

V：室内の容積 [m3] 

・上記の推定を繰り返すことで，評価地域における室内濃度の分布を推定する．  

 

7.3 推定のためのパラメータ 

① 総放散速度 

このパラメータは，製品持ち込み数と放散速度から推定される． 

製品の持ち込みについては，以下の 2 通りの方法のいずれかで算出する． 

・床面積と相関関係があるとして算出する方法（テレビ，PC などの耐久消費者製品に対

して，消費動向調査データから設定した推定式を使用） 

・床面積との間に相関関係がないとして所有数を算出する方法（書籍，カーテンなどを

対象とし，アンケート調査や業界団体の統計情報から設定した所有数の確率分布を使

用） 

放散速度についても，以下の 2 通りの方法のいずれかで算出する． 

・定常的放散 

・一次減衰（減衰定数（k）を推定する式が iAIR に搭載されている） 

 

② 換気回数 

既報の測定結果の統計量がデータベースに搭載されている． 

 

③吸着係数 

既報のカーペットを対象とした試験結果ら導出した以下の吸着係数（Ka）推定式が搭載

されている． 

590.0ln281.0ln  VPKa  

VP：蒸気圧 [Pa] 

 

④分解係数 

US EPA の AOP Win v1.92 で推定された OH ラジカルとの反応速度定数と室内 OH ラジカル

濃度の積としての分解係数が，iAIR のデータベースに含まれている． 

 

⑤浮遊粒子への吸着率 

Junge 式に加えて，以下の 2 式で推定される浮遊粒子/空気分配係数（Kp）から吸着率を

推定することもできる． 

01.10log79.0ln  oap KK  

947.9log923.0ln  VPK p  

Koa：オクタノール/空気分配係数 [－] 
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⑥生活行動パターン 

2006 年度の社会生活基本調査などを基に，未就学児，小中学生，高校生・大学生・専門

学校生，自営業（農林水産業・建築業），自営業（農林水産業・建築業を除く），勤労者（農

林水産業・建築業），勤労者（農林水産業・建築業を除く），主婦・主夫の 8 つのカテゴリ

ーに分けて滞在場所と滞在時間が設定されている．滞在場所は，自宅の室内，学校等の室

内，会社等の室内，その他の室内，移動中の室内，室外の 6 つのカテゴリーに分けて設定

されている． 

 

⑦人口 

2006 年度の社会生活基本調査などに基づいて，上記の居住者 8 カテゴリー別の人口が設

定されている． 

 

⑧建物 

2005 年度の国勢調査に基づいて，建物建て方別，自治体別，地域別の建物の床面積の確

率密度関数が設定されている．また，居住面積割合，居室数は 2003 年度の住宅・土地統計

調査結果を基に計算されている． 

 

7.4 結果の表示 

計算終了後に，図 2-13 に示す「結果表示」シートが表示される．このシートには，化

学物質などの計算条件に加えて，指標値を超過する頻度，室内のガス態と粒子吸着態濃度

や暴露濃度の平均などの統計量および世帯の平均床面積，平均部屋数なども表示される． 

 
図 2-13 「結果表示」シート 
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８．ChemSTEER における室内作業者暴露の推定 

 

8.1 システムの概要 

ChemSTEER（Chemical Screening Tool for Exposures and Environmental Releases）

は，米国 EPA の OPPTP2（新規物質・既存物質の新規使用の管理）の枠組みの中で，作業環

境での排出とそれに伴う作業者暴露を評価するシステムであり，図 2-14 のように前述の

E-FAST と補完関係にある． 

 

( ) ( )

( )ChemSTEER

*  

*  

*  

E-FAST
*  

*  

*  

( ) ( )

( )ChemSTEER

*  

*  

*  

E-FAST
*  

*  

*  

 
図 2-14 米国 EPA の E-FAST と ChemSTEER の補完関係 

 

最新版の ChemSTEER は 2004 年 5 月の Beta 版であり，米国 EPA の Web サイト（http:// 

www.epa.gov/oppt/exposure/pubs/chemsteer.thm）からダウンロードできる． 

 

システムは，図 2-15 のように階層構造になっており，作業（operation）を 16 分類か

ら選択し，作業に伴う行動（activity）を 69 の分類から選択する．そして多くの化学物質

排出源モデルと暴露モデルを組合せて，吸入と経皮暴露量を推定する．  

1 2 3

1 2 3

1

2

1 2 3

1 2 3

1

2

 

図 2-15 Chem-STEER のシステムの構成 

 

作業の 16 分類は以下の通りである． 
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・1,2：輸送容器への液体・固体の注入 

・3,4：輸送容器から液体・固体の取り出し 

・5,6：輸送容器内液体・固体残留物の洗浄 

・7,8：液体・固体のサンプリング 

・9,10：装置洗浄による液体・固体のロス 

・11：単位操作（有機物の水洗，蒸留塔底部残渣処分，フィルター材の交換，磨き・鑢(ヤ

スリ)，液/液抽出溶媒処分，ガス洗浄器からの排出） 

・12：移し替え作業からの排出 

・13：その他の雑多な発生源/行動，液体と固体 

・14：車のスプレー塗装 

・15：一般的な塗装 

・16：水冷塔添加物の回収 

 

システムの使用にあたっては，Tabを順次開いて必要なデータを入力する（図 2-16参照）． 

・General：評価全体の管理 

・Chemical：化学物質 

・Operations：作業 

・Operation Parameters：作業に関する各種パラメータ 

・Releases：排出量  

・Exposures：暴露量 

・Optional Information：その他  追加補足情報 

 

図 2-16 評価全体の管理に関する画面（米国 EPA，http:// 

www.epa.gov/oppt/exposure/pubs/chemsteer.thm） 

 

ChemSTEER は，後述のように多くの排出源モデルと暴露モデルを搭載しており，いろい

ろな組合せで，様々な状況下での推定が可能となる． 
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また，Help の機能が充実しており，階層構造の help ファイルを全部展開するとおよそ

200 項目について詳しい解説がある． 

 

8.2 作業者暴露のシナリオ 

暴露シナリオは，作業（Operation）と，それを展開した発生源と行動（Source/ Activity）

の関係を順次，指定して設定する． 

 

Operation（作業） 

・Relationship：それぞれの作業場における Supplier と Customer の関係 

・Physical state：評価対象物質の物理状態 

・Source/Activity：化学物質源と作業者の具体的行動 

・Site Information：作業場に関する情報 

Source/ Activity (発生源と行動の関係) 

作業環境への排出や作業者暴露にいたる発生源と行動を記述する．その多くはひとつ以

上の対応するモデルがある．適当なものがないときは，“Miscellaneous”から選ぶ． 

 

8.3 搭載されたモデル 

排出源モデルとして 19 種，吸入暴露モデルとして 15 種，経皮暴露モデルとして 5 種が

表 2-2 に示すように用意されている． 

モデルの具体的内容は，システムの help 画面（表 2-3）で解説される．それぞれのグル

ープにつき，３段階の階層構造になっている．  

  ・全般的なガイドライン  

    ・早見表： 

      ・詳細説明：計算式・必要なデータ・デフォルト値の解説・根拠・参考文献  

 

表 2-2 ChemSTEER のモデル一覧（help の階層構造を展開したもの） 

空気中への放出を推定するモデル（以下の 7 モデルが使用可能） 

・EPA/OAQPS AP－42 Loading Model 

・EPA/OPPT Mass Transfer Coefficient Model 

・EPA/OPPT Penetration Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Windage Loss Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Evaporative Loss Model(volatiles) 

・User－Defined Loss Rate Model 

・User－Defined Vapor Generation Rate Model 

空気以外の媒体中への放出を推定するモデル：以下の 9 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Bulk Transport Residual Model 

・EPA/OPPT Drum Residual Model 

・EPA/OPPT Multiple Process Vessel Residual Model 

・EPA/OPPT Single Vessel Reidual Model 

・EPA/OPPT Small Container Residual Model 
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・EPA/OPPT Solid Residuals in Transport Containers Model 

・EPA/OPPT Water Saturation Loss Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Blowdown Loss Model 

・User－Defined Loss Rate Model 

多媒体中への放出を推定するモデル：以下の 2 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Automobile OEM Coating Overspray Loss Model 

・EPA/OPPT Automobile Refinish Coating Overspray Loss Model 

液体の放出を推定するモデル：3 種類のモデルが使用可能 

◆揮発による放散：以下の 5 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Mass Transfer Coefficient Model 

・EPA/OPPT Penetration Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Evaporative Loss Model(volatiles) 

・User－Defined Vapor Generation Rate Model 

・User－Defined Loss Rate Model 

◆容器充填（蒸気置換）中の放散：以下の 3 モデルが使用可能 

・EPA/OAQPS AP－42 Loading Model 

・User－Defined Vapor Generation Rate Model 

・User－Defined Loss Rate Model 

◆残留および廃棄液体の放散：以下の 11 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Bulk Transport Residual Model 

・EPA/OPPT Drum Residual Model 

・EPA/OPPT Multiple Process Vessel Residual Model 

・EPA/OPPT Single Vessel Residual Model 

・EPA/OPPT Small Container Residual Model 

・EPA/OPPT Water Saturation Loss Model 

・EPA/OPPT Automobile OEM Coating Overspray Loss Model 

・EPA/OPPT Automobile Refinish Coating Overspray Loss Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Blowdown Loss Model 

・EPA/OPPT Cooling Tower Windage Loss Model 

・User－Defined Loss Rate Model 

固体の放出を推定するモデル：以下の 2 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Solids Residuals in Transport Containerｓ Model 

・User－Defined Loss Rate Model 

吸入暴露を推定するモデル：以下の 11 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Small Volume Solids Handling Inhalation Model 

・EPA/OPPT Mass Balance Inhalation Model 

・OSHA PEL－Limiting Model for Substanc－Specific Particulates 

・OSHA PEL Limiting Model for Substance－Specific Vapors 

・OSHA Total PNOR PEL－Limiting Model 

・OSHA Respirable PNOR PEL－Limiting Model 
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・EPA/OPPT Automobile OEM Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT Automobile Refinish Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT Automobile Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT UV Roll Coating Inhalation Model 

・User－Defined Inhalation Model 

経皮暴露を推定するモデル：以下の 5 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT 1－Hand Dermal Contact with Liquid Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Dermal Contace with Liquid Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Dermal Immersion in Liquid Model 

・EPA/OPPT Direct 2－Hand Dermal Contact with Solids Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Dermal Contact with Container Surfaces Model 

液体への暴露を推定するモデル：以下の 4 種類のモデルが使用可能 

◆揮発に起因する放散：以下の 3 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Mass Balance Inhalation Model 

・OSHA PEL Limiting Model for Substance－Specific Vapors 

・User－Defined Inhalation Model 

◆容器充填（蒸気置換）中の暴露：以下の 3 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Mass Balance Inhalation Model 

・OSHA PEL Limiting Model for Substance－Specific Vapors 

・User－Defined Inhalation Model 

◆ミストへの暴露：以下の 8 モデルが使用可能 

・OSHA PEL－Limiting Model for Substance－Specific Particulates 

・OSHA Total PNOR PEL－Limiting Model 

・OSHA Respirable PNOR PEL－Limiting Model 

・EPA/OPPT Automobile OEM Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT Automobile Refinish Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT Automobile Spray Coating Inhalation Exposure Model 

・EPA/OPPT UV Roll Coating Inhalation Model 

・User－Defined Inhalation Model 

◆液状物質等への接触による暴露：以下の 4 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT 1－Hand Dermal Contact with Liquid Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Deraml Contact with Liquid Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Dermal Immersion in Liquid Model 

・User－Defined Dermal Model 

固体への暴露を推定するモデル：以下の 2 種類のモデルが使用可能 

◆ダストへの暴露：以下の 5 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Small Volume Solids Handling Inhalation Model 

・OSHA PEL－Limiting Mode for Substance－Specific Particulates 

・OSHA Total PNOR PEL－Limiting Model 

・OSHA Respirable PNOR PEL－Limiting Model 
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・User－Defined Inhalation Model 

◆固形物質等への接触による暴露：以下の 3 モデルが使用可能 

・EPA/OPPT Direct 2－Hand Dermal Contact with Solids Model 

・EPA/OPPT 2－Hand Dermal Contact with Container Surfaces Model 

・User－Defined Dermal Model 

 

表 2-3 吸入暴露評価モデルの概要説明 Quick summary の一部（米国 EPA，http:// 

www.epa.gov/oppt/exposure/pubs/chemsteer.thm） 

 

 

8.4 モデルの例 

ChemSTEER では，前述のように多くの数理モデルが採用されており，それらの中のいく

つかを組み合せることにより，各種のシナリオに応じた評価を可能にしている． 

ここでは，EPA/OPPT Mass Balance Inhalation Model を例に，その一端を示す．このモ

デルは，化学物質の蒸気が発生している作業中の労働者の化学物質吸入量を典型的なケー

スとワーストスースについて推定する．吸入暴露濃度は空気中への放出推定モデルで推定

される蒸気発生速度(G)またはユーザーが入力する蒸気発生速度を基に推定される． 

組み合せが可能な放出モデルは以下の 4 モデルである（図 2-17）． 

・EPA/OAQPS AP－42 Loading Model 

・EPA/OPPT Mass Transfer Coefficient Model 

・EPA/OPPT Penetration Model 

・User－defined Vapor Generation Rate Model 
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ChemSTEER

EPA/ OPPT Mass Transfer Coefficient Model

EPA/ OPPT Mass Balance Inhalation Model

EPA/ OPPT Penetration Model

User- defined Vapor Generation Model

EPA/ OAQPS AP- 42 Loading Model

 
図 2-17 ChemSTEER における発生源と暴露の推定モデルの関係 

 

モデルが適用される放出源と活動 

EPA/OPPT Mass Balance Inhalation Model は，以下の放出源/活動で作業者が揮発性物

質に吸入暴露される場合にデフォルトとして用いられる． 

・全放出源/輸送用コンテナや容器からの液体残留物の清掃 

・全放出源/輸送用コンテナや容器への液体の充填 

・全放出源/輸送用コンテナや容器からの液体の荷降し 

・全放出源/液体のサンプリング 

・開放系の液体表面からの蒸気放散 

 

数式 

 

◆空気中化学物質容積濃度（Cv，ppm）：以下の 2 式で計算される値の小さい方を採用する． 

kQMw

GT



000,170
  あるいは 760/000,000,1 VPX   

T：気中温度（298 K） 

G：蒸気発生速度（g/秒） 
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MW：分子量（g/mol） 

Q：換気速度（ft3/分） 

k：混合係数（0 < k  1） 

X：蒸気圧補正係数（0  X  1；関連する蒸気発生モデルから求められる） 

VP：蒸気圧（torr） 

◆質量モル濃度（Cm，mg/m3）を以下の式で計算する． 

VmMWCvCm /  

Vm：モル容積（24.45 L/mol @ 25℃，1 atm） 

◆潜在吸入速度（I，mg/日）を以下の式で計算する． 

hbCmI   

b：容積吸入速度（m3/hr，0  b  7.9） 

h：暴露時間（hrs/日，0  h  24） 

◆生涯平均一日用量（LADD，mg/kg/日）を以下の式で計算する． 

   ydATcBWEYEDILADD /365/   

ED：時間の暴露日数（日/年） 

EY：職業暴露年数（デフォルト：40 年） 

BW：体重（デフォルト：70 kg），生涯平均化期間（デフォルト：70 年） 

◆平均一日用量（ADD，mg/kg/日）を以下の式で計算する． 

   ydATBWEYEDIADD /365/   

AT：平均化時間（デフォルト：40 年） 

 

表 2-4 換気速度(Q)と混合係数(k)に対する条件付きデフォルト 

放出源/活動が輸送用コン

テナの場合の蒸気発生モデ

ル 

デフォルトの Q 値 

ft3/分 

デフォルトの k 値 

 Output 1 Output 2 Output 1 Output 2 

屋外デフォルト： 

・EPA/OAQPS AP-42 Loading 

Model/鉄道車両，ローリ

ー 

・EPA/OPPT Mass Transfer 

Coefficient Model 

237,800 

（平均） 

26,400×(60×

vz/5280)3 

（ワーストケー

ス） 

0.5 

（典型） 

0.1 

（ワーストケ

ース） 

屋内デフォルト： 

・EPA/OAQPS AP-42 Loading 

Model/鉄道車両，ローリ

ー以外の輸送用コンテナ 

・ EPA/OPPT Penetration 

Model 

・ユーザ定義の Q または蒸

気発生モデル不使用 

3,000 

（典型） 

500 

（ワーストケー

ス） 

0.5 

（典型） 

0.1 

（ワーストケ

ース） 

vz：風速（ft/分） 
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表 2-5 暴露時間(h)に対する条件付きデフォルト 

関連する放出モデル 放出源/活動 デフォルトの h 値（時間） 

あり 全ての種類 8 または OHa*の小さい方 

なし 

コンテナ関連 8 または OHa*の小さい方 

サンプリング 1 

装置洗浄（複数容器からの

液体減尐） 
4 

装置洗浄（単一の大容器か

らの液体減尐） 
1 

装置洗浄（単一の小容器か

らの液体減尐） 
0.5 

コンテナ関連，サンプリン

グ，装置洗浄以外 
8 

OHa：運転時間．関連する放出モデルや「Operation Parameters」タブのコンテナパ

ラメータから得られる． 

 

表 2-6 年間の暴露日数(ED)に対する条件付きデフォルト 

関連する放出モデル/発

生源･活動の種類/運転

モード 

バッチの条件 ED の条件付きデフォルト（日） 

あり/コンテナ関係/連

続 
適用しない 

250 または関連する放出モデルか

らの放出頻度（Freq）の小さい方 

あり/コンテナ関係/バ

ッチ 
全て 

250 または関連する放出モデルか

らの放出頻度（Freq）の小さい方 

あり/コンテナ無関係/

連続 
適用しない 

250 または関連する放出モデルか

らの放出頻度（Freq）の小さい方 

あり/コンテナ無関係/

バッチ 
全て 

250 または関連する放出モデルか

らの放出頻度（Freq）の小さい方 

なし/コンテナ関係/連

続 
適用しない 

250 ま た は 「 Operation 

Parameters」タブのコンテナパラ

メー タ か ら得 ら れ る 運転 日 数

（ODa）の小さな方 

なし/コンテナ関係/バ

ッチ 
全て 

250 ま た は 「 Operation 

Parameters」タブのコンテナパラ

メー タ か ら得 ら れ る 運転 日 数

（ODa）の小さな方 

なし/コンテナ無関係/

連続 
適用しない 

250 ま た は 「 Operation 

Parameters」タブのコンテナパラ

メー タ か ら得 ら れ る 運転 日 数

（ODa）の小さな方 

なし/コンテナ無関係/

バッチ 

１日当たりのバッチ数

（ Nbd ；「 Operation 

Parameters」タブのマス

バランスパラメータか

ら得られる）<1 

250 ま た は 「 Operation 

Parameters」タブのマスバランス

パラメータから得られる＊＊＊

＊日数（Nby）の小さな方 

 

１日当たりのバッチ数

（ Nbd ；「 Operation 

Parameters」タブのマス

バランスパラメータか

ら得られる）1 

250 ま た は 「 Operation 

Parameters」タブのマスバランス

パラメータから得られる＊＊＊

＊日数（OD）の小さな方 
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９．Risk Manager における室内作業者暴露の推定 

 

9.1 システムの概要 

Risk Manager は，日本化学工業協会が通産省，NEDO の委託を受けて開発した化学物質

のリスク評価・管理システムの最終的な成果物である． 

EU の EUSES と同様に，環境経由の間接暴露（広域と局所域）に伴うヒト健康と生態への

リスク評価に加えて，職場や消費者製品による室内暴露に伴うヒト健康リスクを評価する．

また，化学物質のフィジカルリスクの評価も可能な点が他のシステムとは大きく異なる． 

システム Risk Manager は，一般公開はされていないが，公開資料（日化協(Risk Manager）)

に基づいてシステム全体と作業者暴露評価の概要を紹介する． 

 

9.2 システムの全体 

Risk Manager は，定常時，作業時，事故時の３つのリスク評価機能をもち，化学物質を

取り扱う事業者の抱える様々なリスクの評価に適用でき，リスク管理手法のための情報を

提供する． 

事業所において取り扱う化学物質による，以下の定量的なリスク評価が実施可能 

①通常操業状況での周辺環境・住民への影響 

②作業現場での作業者の健康への影響 

③事故想定時での周辺への影響・被害 

• 環境濃度や被害影響の推定等だけでなく，リスク評価をサポートする総合的システム 

• 化学物質を取り扱う事業者が有する広範なリスクに対してスクリーニング評価が可能 

• 個別の特定機能（例えば濃度推算のみ）でも使用可能な柔軟性のある構成 

 
図 2-18 Risk Manager の全体システム イメージ図（日化協，公開資料より) 

 

9.3 作業時評価サブシステム 

事業所の作業者，あるいは一般家庭での消費者が化学物質を取り扱う際に，その蒸気の
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吸入等による化学物質暴露による健康リスクを評価するサブシステムである．計算に用い

る濃度推算モデル・取扱い物質・評価対象者などの各種条件などを選択・入力することに

より，作業者・消費者に関する以下の推算結果が出力できる． 

① 暴露濃度の推算  （領域内濃度および地点濃度推算） 

② 取込量推定計算 

③ 健康影響リスク指標値の算出 

・評価シナリオの選択 

評価すべき状況は，発生モデルと分散モデルを組み合わせる．図 2-19 に示す簡易選択

システムも用意されている． 

 
図 2-19 作業者暴露濃度推算のためのモデル選択画面（簡易選択） 

（日化協，公開資料より) 

 

・数理モデル 

評価のために表 2-7 に示すモデルを組み込んでいる．モデルの具体的内容は，原ら(2001)

の総説で詳しく解説している． 

 

表 2-7 システムで使用しているモデル・論理 

推定・評価項目 使用モデル・評価ロジック 

化学物質の発生速度  発生モデル（６種） 

物質収支モデル，飽和蒸気放出モデル 

バックプレッシャーモデル，液だまりモデル 

小液滴モデル，瞬間発生モデル 

作業環境中濃度 分散モデル（5 種） 

  近接場/非近接場モデル，完全混合モデル， 

３ゾーンモデル，乱流拡散モデル，移流･乱流拡散モデ

ル 

ヒト健康影響リスク評

価 

MOE 評価を基本．オプションで HQ，発がん評価等 

 

9.4 評価結果の出力 

暴露濃度の推算結果は，例えば図 2-20 に示す時間変化で表示される．濃度の推算結果
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の検証については，原ら(2005)の報告がある． 

さらに，評価の結果はリスク指標値とそのグラフ，およびその算出根拠となったハザー

ドデータなどの情報がまとめて表示されるので，ユーザーはこれらの評価結果にコメント

を入れながら，総合的にリスク評価結果を判定することができる． 

 
図 2-20 暴露濃度の時間変化出力グラフの例（日化協，公開資料より) 



 

 84 

１０．REACH における暴露評価 

 

2008年 4月の RIPs最終版と 2008年 5月に ECHAから公表された Guidance on information 

requirements and chemical safety assessment（G IR&CSA）では，職業暴露，消費者暴露，

環境暴露別に，基本的な考え方，Tier１モデル，Higher Tier モデルが解説された．技術

的内容は，検討中のものも多く，完全なものではなかったが，その後，内容が議論され，

順次改訂版が公表されており，http://guidance.echa. europa.eu/guidance4_en.htm で改

定状況を確認できる． 

G IR&CSA の第 R14 章：職業暴露   2009 年 12 月で version2 Rev.:1.1 

             R15 章：消費者暴露 2009 年 11 月で version2 Rev.:1.1 

             R16 章：環境暴露   2010 年 1 月で draft version2.0 

 

2010 年 3 月中旬時点で推奨されている Tier１モデル，Higher Tier モデルを表 2-8 に示

す． 

 

表 2-8 Tier１モデル，Higher Tier モデル 

 原則 Tier１ Higher Tier 

職業暴露    R.14 測定データ 

 シナリオを代表 

急性暴露の推定も 

 急性 DNEL と比較 

ECETOC TRA 改訂版 

EMKG-Expo-Tool 

Stoffenmanager 

RISKOFDERM 

ART(Advanced REACH 

Tool） 

消費者暴露  R.15 吸入 経皮 経口 

全経路合計 

 

ECETOC TRA 

 改訂版 

ConsExpo lower 

TRA refinements 

ConsExpo 

E-Fast(WPEM ， CEM ，

MCCEM） 

GExFRAME 

環境暴露    R.16 従来の TGD を基本 

OCs と RMMs の組込み 

EUSES 

TGD Excel Sheet 版 

GREAT-ER， 

GEMCO 

 

・Tier１用の暴露推算モデルとしては ECETOC TRA への期待が大きい． 

・EMKG-Expo-Tool，Stoffenmanager，RISKOFDERM は，コントロールバンディングの考え方

に基づく手法である．英国 HSE の COSHH-Essential から始まったシステムは，中小企業

における化学物質管理のためのものであるが，EMKG，Stoffenmanager は，暴露濃度推算

の簡易モデルとしても推奨されている． 

TRA については，次節で概要を説明する．また，付録でコントロールバンディング全般

と EMKG および Stoffenmanager については解説する． 

・E-Fast にまとめられて米国 EPA のいくつかの具体的モデルもあがっている． 

・深化したシステムとして Advanced REACH Tool（ART，Bayes 解析の応用）が具体化され

ており，http://www.advancedreachtool.com で詳細を知ることができる．また，オラン

ダ TNO からβ版の報告書が公開されている（Fransman et al., 2009）． 
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１１．TRA システム 

 

主な内容は以下のようなものである. 

①作業者暴露評価 

EASE の改良版で評価する．構成等はかなり変更された. 

・初版では 15 種の作業状況を標準シナリオとして設定していたが，改訂版では REACH

のプロセスカテゴリーPROC25 種と整合性がとられた. 

・職業専門家（プロフェッショナル）と作業者の差を明確にする． 

・局所排気装置（LEV）の効率を 75～97％で設定できる． 

・8 時間より短い作業時間は補正する.原則として超過勤務は対象外である． 

・個人保護具の効率：2 つのレベル（90％削減と 95％削減）を選択できる． 

・調剤：初版は純物質のみを対象としていたが，改訂版では濃度に応じて修正係数を

用いて，暴露濃度の推定が可能となった． 

・経皮暴露：初版で組み込まれていなかった定量的評価を，改良された EASE モデルで

可能にした． 

・毒性の参照値 OEL あるいは DNEL はユーザーが選択して入力する. 

②消費者暴露 

これもかなり変更された．変更されなかった部分は； 

・各製品・物品カテゴリーに関連ある経路で評価する． 

・暴露量を全身暴露単位で mg/kg/d で表示する． 

・バイオアベイラビリティは 100％とする． 

・各経路に 1 つの推定アルゴリズムを用いる． 

・各経路で 2 つのパラメータ以外はデフォルト値とする． 

・各カテゴリーにつき全経路の暴露の和を求める． 

・異なるカテゴリーの暴露量の和を求めることはしない． 

変更された部分は； 

・製品・物品カテゴリーを REACH のカテゴリーと合わせ，代表製品と製品のサブカテ

ゴリーで精度をあげる． 

・アルゴリズム 

経皮 
BW

DTLFQCAPI
E

1000
  

E：暴露量 [mg/kg/d] 

PI：製品中の物質重量比 [g/g] 

CA：接触面積 [cm2] 

FQ:接触頻度 [event/d] 

TL：層の厚み [cm] 

D：密度 [g/cm3] 

1000：換算係数 [mg/g] 

BW：体重 [kg]． 

PI と CA はユーザーが選択できる． 
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初版より簡単化され，接触時間と移動率が省かれている． 

吸入 
BWV

IRETFFQAPI
E






1000
 

E：暴露量 [mg/kg/d] 

PI：製品中の物質重量比 [g/g] 

A：製品量 [g/event] 

F：大気中への放出比 [g/g] 

ET：暴露時間 [h] 

IR：空気吸入量 [m3/h] 

V：部屋の容積 [m3] 

A と F はユーザーが指定でき，F は以下のように蒸気圧から推算する． 

・スプレーでない場合：以下の表 2-9 を参照する． 

 

表 2-9 放出比のデフォルト値 

クラス 蒸気圧 Pa デフォルト F 値 

A ≧10 Pa 1 

B 1 ～ 10 Pa 0.1 

C 0.1 ～ 1 Pa 0.01 

D ＜ 0.1 Pa 0.001 

 

・スプレーの場合，全量が瞬間的に放出されるとする. 

経口 
BW

DFQVPI
E

1000
  

V：飲み込み量 [cm3] 

 

REACH が，食品，食品関連，医薬を対象とせず，また事故による暴露も範囲外なので，

経口経路はなじまない．対象は，子供のマウシング（モノを舐める行為）である．面積と

厚みで決まる量の中の物質が移行する．PI と V はユーザーが指定できる. 

各パラメータ，あるいは，それらのデフォルト値，その根拠などは付録で詳しく解説さ

れている. 

これらのモデルを Tier１とすれば，パラメータを吟味して Tier1.5 レベルの評価ができ

るという.その改善の考え方が付録 F で解説されている． 
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第３章 既報の暴露係数 

 

１．はじめに 

室内に存在する化学物質により生じるヒト健康リスクは，以下の式に示すように，平均

一日暴露濃度（AC）とヒトに対する無毒性濃度（RfC）の比であるハザード比（HQ）で判

定される． 

RfC

AC
HQ   

平均一日暴露濃度（AC）は，以下の式のように，ヒトが過ごす場所（ i）ごとの暴露濃

度（Ci）をその場所での滞在時間（Di）で重み付け平均した濃度である． 

AT

DC

AC i

ii 

  

上記の式から明らかなように，滞在時間（Di）は暴露濃度（Ci）とともに，AC を決定す

る大きな暴露係数である．また，平均化時間（ AT ）は，Di の総和である． 

 

本章では，AC を決定する重要な暴露係数である Di 等の生活時間（特に室内滞在時間）

について，既存の情報を示す． 

 

２．産総研 暴露係数ハンドブック 

産業技術総合研究所，安全科学研究部門のホームページ（http://unit.aist.go.jp/ 

riss/crm/exposurefactors/index.html）に公開されている暴露係数ハンドブックでは，生

活時間に関する暴露係数として表 3-1 の代表値が推奨されている． 

 

表 3-1 生活時間に関する代表値 

項目 代表値（単位：時間/日） 

在宅 15.8 

子供の在宅 

（小学校高学年） 
15.1 

屋外滞在 1.2 

入浴 
0.39（男性） 

0.45（女性） 

シャワー使用 
0.10（男性） 

0.12（女性） 

浴槽に浸かる 
0.12（夏，男女） 

0.18（冬，男女） 

水泳 
行為者：53.7 時間/年 

（行為者率：7.5％） 

 

2.1 在宅時間 

在宅時間の代表値（15.8 時間/日）は，後述の NHK 放送文化研究所による 2005 年の国民
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生活時間調査（NHK 放送文化研究所，2006）に基づいており，平日，週末（土・日曜日）

における国民全体の平均在宅時間を１週間の日数で重み付け平均した値である．また，2001

年の総務省統計局の社会生活基本調査での１週間の平均値（15.4 時間/日）を在宅時間に

関する追加情報としている． 

 

2.2 子供の在宅時間 

子供（10 歳以上の小学生）の在宅時間の代表値（15.1 時間/日）も，NHK 放送文化研究

所の 2005 年の国民生活時間調査に基づいており，平日，週末（土・日曜日）における平均

在宅時間を１週間の日数で重み付け平均した値である．また，2001 年の総務省統計局の社

会生活基本調査での 10 歳以上の小学生の１週間の平均値（15.7 時間/日）と連合総合生活

開発研究所の子供の生活時間調査（1995 年調査）での小学 5，6 年生の１週間の平均値（15.2

時間/日）を在宅時間に関する追加情報としている． 

 

2.3 屋外滞在時間 

屋外滞在時間の代表値（1.2 時間/日）は，塩津ら（1998）の調査に基づいており，15

歳以上の全体（高校生，大学生及び社会人）の平日における屋外滞在時間割合の代表値（5％）

から求めた値である． 

 

2.4 入浴 

入浴時間の代表値（男性：0.39 時間/日，女性：0.45 時間/日）は，時事通信社（2002）

の入浴に関する意識調査に基づいており，男女の１回の平均入浴時間から求めた値である．

暴露係数ハンドブックでは，浴槽入浴とシャワー入浴が混ざった入浴時間と考えている． 

 

３．NHK 国民生活時間調査 

NHK 放送文化研究所の 2005 年の国民生活時間調査では，42 項目について費やす時間が

調べられている．以下に室内暴露に関連する睡眠，仕事，学業，買い物，通勤，通学，在

宅及び起床在宅の 8 項目の調査結果を平日，土曜，日曜，週別にヒストグラムとして示す．

集団の暴露を評価するために，モンテカルロ・シミュレーションを行い際には，統計量（平

均，標準偏差）だけでなく，頻度分布の形状も考慮する必要がある． 

 

3.1 睡眠 

・平日（平均：7.23 時間，標準偏差：1.35 時間，頻度分布：図 3-1） 
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睡眠　平均：7.23時間（n=10841）
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図 3-1 平日における睡眠時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：7.48 時間，標準偏差：1.48 時間，頻度分布：図 3-2） 

睡眠　平均：7.48時間（n=2123）
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図 3-2 土曜日における睡眠時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・日曜日（平均：8.15 時間，標準偏差：1.52 時間，頻度分布：図 3-3） 

睡眠　平均：8.15時間（n=2157）
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図 3-3 日曜日における睡眠時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：7.34 時間，標準偏差：1.41 時間，頻度分布：図 3-4） 
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睡眠　平均：7.34時間（n=15121）
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図 3-4 １週間の日平均睡眠時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.2 仕事 

・平日（平均：8.09 時間，標準偏差：4.36 時間，頻度分布：図 3-5） 

仕事　平均：8.09時間（n=10841）
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図 3-5 平日における仕事時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：7.19 時間，標準偏差：4.06 時間，頻度分布：図 3-6） 

仕事　平均：7.19時間（n=2123）
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図 3-6 土曜日における仕事時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 
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・日曜日（平均：6.09 時間，標準偏差：3.02 時間，頻度分布：図 3-7） 

仕事　平均：6.09時間（n=2157）

2

4 4
6

4 4
3

7

3
4 4 4 4 4

5 5

10
9

5 5

3

0

5

10

15

0
.
3
0
 

1
.
0
0
 

1
.
3
0
 

2
.
0
0
 

2
.
3
0
 

3
.
0
0
 

3
.
3
0
 

4
.
0
0
 

4
.
3
0
 

5
.
0
0
 

5
.
3
0
 

6
.
0
0
 

6
.
3
0
 

7
.
0
0
 

7
.
3
0
 

8
.
0
0
 

9
.
0
0
 

1
0
.
0
0
 

1
1
.
0
0
 

1
2
.
0
0
 

1
2
以
上

時間・分

頻
度
，
％

 

図 3-7 日曜日における仕事時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：7.56 時間，標準偏差：4.30 時間，頻度分布：図 3-8） 

仕事　平均：7.56時間（n=15121）
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図 3-8 １週間の日平均仕事時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.3 学業 

・平日（平均：7.46 時間，標準偏差：2.46 時間，頻度分布：図 3-9） 
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学業　平均：7.46時間（n=10841）
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図 3-9 平日における学業時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：4.57 時間，標準偏差：1.49 時間，頻度分布：図 3-10） 

学業　平均：4.57時間（n=2123）
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図 3-10 土曜日における学業時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・日曜日（平均：4.01 時間，標準偏差：1.34 時間，頻度分布：下図 3-11） 

学業　平均：4.01時間（n=2157）
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図 3-11 日曜日における学業時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：7.00 時間，標準偏差：2.31 時間，頻度分布：図 3-12） 



 

 93 

学業　平均：7.00時間（n=15121）

3
5

3 3 3 3 3 3
2

3 3
4

5
7

5
6

12
10

7
5

6

0

5

10

15

0
.
3
0
 

1
.
0
0
 

1
.
3
0
 

2
.
0
0
 

2
.
3
0
 

3
.
0
0
 

3
.
3
0
 

4
.
0
0
 

4
.
3
0
 

5
.
0
0
 

5
.
3
0
 

6
.
0
0
 

6
.
3
0
 

7
.
0
0
 

7
.
3
0
 

8
.
0
0
 

9
.
0
0
 

1
0
.
0
0
 

1
1
.
0
0
 

1
2
.
0
0
 

1
2
以
上

時間・分

頻
度
，
％

 

図 3-12 １週間の日平均学業時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.4 買い物 

・平日（平均：1.09 時間，標準偏差：0.44 時間，頻度分布：図 3-13） 

買い物　平均：1.09時間（n=10841）
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図 3-13 平日における買い物時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：1.35 時間，標準偏差：1.05 時間，頻度分布：図 3-14） 

買い物　平均：1.35時間（n=2123）
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図 3-14 土曜日における買い物時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 
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・日曜日（平均：1.41 時間，標準偏差：1.09 時間，頻度分布：図 3-15） 

買い物　平均：1.41時間（n=2157）
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図 3-15 日曜日における買い物時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：1.19 時間，標準偏差：0.52 時間，頻度分布：図 3-16） 

買い物　平均：1.19時間（n=15121）
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図 3-16 １週間の日平均買い物時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.5 通勤 

・平日（平均：1.16 時間，標準偏差：0.56 時間，頻度分布：図 3-17） 
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通勤　平均：1.16時間（n=10841）
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図 3-17 平日における通勤時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：1.10 時間，標準偏差：0.45 時間，頻度分布：図 3-18） 

通勤　平均：1.10時間（n=2123）
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図 3-18 土曜日における通勤時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・日曜日（平均：1.12 時間，標準偏差：0.36 時間，頻度分布：図 3-19） 

通勤　平均：1.12時間（n=2157）
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図 3-19 日曜日における通勤時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：1.15 時間，標準偏差：0.53 時間，頻度分布：図 3-20） 
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通勤　平均：1.15時間（n=15121）
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図 3-20 １週間の日平均通勤時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.6 通学 

・平日（平均：1.09 時間，標準偏差：0.30 時間，頻度分布：図 3-21） 

通学　平均：1.09時間（n=10841）
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図 3-21 平日における通学時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：1.15 時間，標準偏差：0.22 時間，頻度分布：図 3-22） 

通学　平均：1.15時間（n=2123）
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図 3-22 土曜日における通学時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 
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・日曜日（平均：1.14 時間，標準偏差：0.20 時間，頻度分布：図 3-23） 

通学　平均：1.14時間（n=2157）
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図 3-23 日曜日における通学時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：1.10 時間，標準偏差：0.28 時間，頻度分布：図 3-24） 

通学　平均：1.10時間（n=15121）
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図 3-24 １週間の日平均通学時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

3.7 在宅 

・平日（平均：15.33 時間，標準偏差：5.21 時間，頻度分布：図 3-25） 
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図 3-25 平日における在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 
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・土曜日（平均：17.10 時間，標準偏差：5.42 時間，頻度分布：図 3-26） 

在宅　平均：17.10時間（n=2123）
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図 3-26 土曜日における在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・日曜日（平均：18.03 時間，標準偏差：5.32 時間，頻度分布：図 3-27） 

在宅　平均：18.03時間（n=2157）
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図 3-27 日曜日における在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：16.08 時間，標準偏差：5.30 時間，頻度分布：図 3-28） 

在宅　平均：16.08時間（n=15121）
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図 3-28 １週間の日平均在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 
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3.8 起床在宅 

・平日（平均：8.21 時間，標準偏差：4.40 時間，頻度分布：図 3-29） 

起床在宅　平均：8.21時間（n=10841）
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図 3-29 平日における起床在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・土曜日（平均：9.34 時間，標準偏差：4.43 時間，頻度分布：図 3-30） 

起床在宅　平均：9.34時間（n=2123）
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図 3-30 土曜日における起床在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・日曜日（平均：10.03 時間，標準偏差：4.30 時間，頻度分布：図 3-31） 
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起床在宅　平均：10.03時間（n=2157）
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図 3-31 日曜日における起床在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

・週（平均：8.45 時間，標準偏差：4.41 時間，頻度分布：図 3-32） 

起床在宅　平均：8.45時間（n=15121）

1 1 2 2 2 3 4 3 4 4 4 5 4 4 3 3
6 5 5 6

28

0

5

10

15

20

25

30

0
.
3
0
 

1
.
0
0
 

1
.
3
0
 

2
.
0
0
 

2
.
3
0
 

3
.
0
0
 

3
.
3
0
 

4
.
0
0
 

4
.
3
0
 

5
.
0
0
 

5
.
3
0
 

6
.
0
0
 

6
.
3
0
 

7
.
0
0
 

7
.
3
0
 

8
.
0
0
 

9
.
0
0
 

1
0
.
0
0
 

1
1
.
0
0
 

1
2
.
0
0
 

1
2
以
上

時間・分

頻
度
，
％

 
図 3-32 １週間の日平均起床在宅時間の分布（NHK 放送文化研究所 (2006)より作成） 

 

４．塩津らの調査 

塩津ら（1998）は，社会人，大学生及び高校生を対象に平日と休日の滞在時間率を調べ

ている．平日については，調査サンプル数は 1,812（社会人：1,151，大学生：319，高校

生：342），休日については，調査サンプル数は 1,760（社会人：1,129，大学生：304，高

校生：327）である．図 3-33 と図 3-34 に報告された属性別の滞在時間率を示す． 
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図 3-33 平日における属性別の滞在時間率（塩津ら (1998)より作成） 
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図 3-34 休日における属性別の滞在時間率（塩津ら (1998)より作成） 

 

５．室内暴露にかかわる生活・行動パターン情報 

NEDO の「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」プロジェク

トにおいて，独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）が「生活・行動パターン情報等

のアンケート調査と解析」を受託し，生活・行動パターン情報を得るためのアンケート調

査及び解析を行い，調査結果を公表している（http://www.safe.nite.go.jp/risk/ 

expofactor_index.html）． 

 

この調査と解析は，産業技術総合研究所が開発している室内暴露量推定ツールへの利用

等を目指し，室内暴露を適切に評価するために必要な住宅に関する指標（面積，滞在時間
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等），消費者製品の使用状況，消費者の行動に関する項目等を，生活行動パターンにかかわ

る情報として収集している． 

 

5.1 調査方法の概要 

調査は，インターネットを利用したアンケート調査により実施された． 

平成 19 年度の調査は，プレ・アンケート調査として，全国の 1,080 人を対象に，住居

と家電に関する調査として， 

・住宅基本情報（住宅のタイプ，居住年数，築年数等） 

・室内情報（部屋の面積，滞在時間，家電製品の使用等） 

また，家事行動に関する調査として， 

・食器洗いに関する情報（頻度，洗剤の使用等） 

・洗濯（手洗い）に関する情報（頻度，洗浄時間等） 

・部屋（キッチン，トイレ等含む）の掃除に関する情報（頻度，所要時間等） 

が調査された． 

平成 20 年度の調査は，生活行動に関する調査として，全国の 1,715 人を対象に， 

・住宅基本情報（住宅のタイプ，居住年数，築年数等） 

・室内情報（寝室・居間の面積，滞在時間，消費者製品の使用等） 

が調査された． 

 

5.2 公開情報 

現在（更新日：平成 21 年 12 月 11 日），家事行動に関する以下の情報についてまとめら

れて，公開されている． 

・食器洗い：食器の手洗いの実行，食器の手洗いの頻度，食器の手洗いの所要時間，食

器洗い用洗剤の希釈，洗剤によるまな板・スポンジの除菌，洗剤による野菜・果物の

洗浄，食器の手洗い時のゴム手袋の使用，食器洗い機の使用，食器洗い機の使用頻度 

・洗剤・化学ぞうきん等を用いた部屋掃除：洗剤・化学ぞうきん等を用いた部屋掃除の

実行，洗剤・化学ぞうきん等を用いた部屋掃除の頻度，洗剤・化学ぞうきん等を用い

た部屋掃除の所要時間，使用する部屋掃除用製品のタイプ，部屋掃除用製品のタイプ

別の使用，部屋掃除用製品使用時の換気状況，洗剤・化学ぞうきん等を用いた部屋掃

除時のゴム手袋の使用 

・ガラス掃除：ガラス掃除の実行，ガラス掃除の頻度，ガラス掃除の所要時間，ガラス

掃除時のゴム手袋の使用 

・キッチン設備の掃除：キッチン設備の掃除の実行，キッチン設備の所持，キッチン設

備の掃除の頻度，キッチン設備の掃除の所要時間，使用するキッチン掃除用製品のタ

イプ，キッチン掃除用製品のタイプ別の使用，キッチン掃除用製品使用時の換気状況，

キッチン掃除時のゴム手袋の使用 

・換気扇の大掃除：換気扇の大掃除の実行，換気扇の大掃除の頻度，換気扇の大掃除の

所要時間，換気扇の大掃除時のゴム手袋の使用 

・バスルームの掃除：バスルーム掃除の実行，バスルーム掃除の頻度，バスルーム掃除

の所要時間，使用するバスルーム掃除用製品のタイプ，バスルーム掃除用製品のタイ
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プ別の使用，バスルーム掃除用製品使用時の換気状況，バスルーム掃除時のゴム手袋

の使用 

・トイレ（便器）の掃除：トイレ（便器）掃除の実行，トイレ（便器）掃除の頻度，ト

イレ（便器）掃除の所要時間，使用するトイレ（便器）掃除用製品のタイプ，トイレ

（便器）掃除用製品のタイプ別の使用，トイレ（便器）掃除用製品使用時の換気状況，

トイレ（便器）掃除時のゴム手袋の使用 

・衣服の手洗い：衣服の手洗いの実行，衣服の手洗いの頻度，衣服の手洗いの所要時間，

衣服の手洗い時に使用する漂白剤の種類，衣服の手洗い時に使用する漂白剤の使用，

漂白剤使用時の換気状況，衣服の手洗い時のゴム手袋の使用 

 

今後，住居と消費者製品に関する以下の調査項目の結果が公開される予定である． 

・住居：住居全体，部屋，バス・トイレ，ウォークインクローゼット，ビルトインガレ

ージ，換気 

・消費者製品：木製家具（タンス，本棚，カラーボックス等），カーテン，冷暖房器具

（エアコン，ストーブ等），調理用加熱器具（電気，ガス），家電製品（テレビ，パソ

コン等），塗料，接着剤，ワックス，印刷物，衣料用防虫剤，消臭・芳香剤，蚊取り

製品，家庭用殺虫剤 

 

６．米国 EPA，Exposure Factors Handbook 

米国 EPA の Exposure Factors Handbook（EPA，2009）では，室内あるいは屋外で過ごす

時間等の係数について，表 3-2 と表 3-3 に示す値が推奨されている． 

室内と屋外で過ごす時間は，基本的には地域特異的であり，気候，住宅環境（都市部，

郊外等），個人の特性（年齢，健康状態等）及び個人の習慣に依存している．推奨されてい

る係数は，地域特異的な値がない場合に，使用されるべきものである． 

 

表 3-2 屋内滞在時間等に関する暴露係数 

年齢群 平均 95 パーセンタイル 出典 

屋内時間（合計），分/日 

生誕～1 ヶ月 

1～3 ヶ月 

3～6 ヶ月 

6～12 ヶ月 

1～2 歳 

2～3 歳 

3～6 歳 

6～11 歳 

11～16 歳 

16～21 歳 

18～65 歳 

65 歳以上 

1,440 

1,432 

1,414 

1,301 

1,353 

1,316 

1,278 

1,244 

1,260  

1,248 

1,159 

1,142 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

12 ヶ月未満は，Wiley ら（1991）の元

データを EPA が解析 

1～21 歳は，EPA（1996）の元データ

を再解析 

18 歳以上の成人は，EPA（1996）のデ

ータ 

屋外時間（合計），分/日 

生誕～1ヶ月 

1～3ヶ月 

0 

8 

－ 

－ 

12ヶ月未満は，Wileyら（1991）の元

データをEPAが解析 
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3～6ヶ月 

6～12ヶ月 

1～2歳 

2～3歳 

3～6歳 

6～11歳 

11～16歳 

16～21 歳 

18～65 歳 

65歳以上 

26 

139 

36 

76 

107 

132 

100 

102 

281 

298  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

1～21歳は，EPA（1996）の元データを

再解析 

18歳以上の成人は，EPA（1996）のデ

ータ 

屋内時間（自宅），分/日 

生誕～1歳 

1～2歳 

2～3歳 

3～6歳 

6～11歳 

11～16歳 

16～21 歳 

18～65 歳 

65歳以上 

1,108 

1,065  

979  

957  

893  

889  

833 

948 

1,175  

1,440 

1,440 

1,296 

1,355 

1,275 

1,315 

1,288 

1,428 

1,440 

生誕～21 歳は，EPA（1996）の元デー

タを再解析 

18 歳以上の成人は，EPA（1996）のデ

ータ 
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表 3-3 シャワー等に関する暴露係数 

年齢群 平均 95 パーセンタイル 出典 

シャワー，分/日 

生誕～1 歳  

1～2 歳  

2～3 歳  

3～6 歳  

6～11 歳  

11～16 歳  

16～21 歳 

15  

20  

22  

17  

18  

18  

20  

－ 

－ 

44 

34 

41 

40 

45 

生誕～21 歳は，EPA（1996）の元デー

タを再解析 

入浴，分/日 

生誕～1歳  

1～2歳  

2～3歳  

3～6歳  

6～11歳  

11～16歳 

16～21歳  

19  

23  

23  

24  

24  

25  

33  

30 

32 

45 

60 

46 

43 

60 

生誕～21 歳は，EPA（1996）の元デー

タを再解析 

入浴とシャワー，分/月 

18～65 歳 

65歳以上 

17  

17   

－ 

－ 

EPA（1996）より，行為者のみ 

水泳，分/月 

生誕～1歳  

1～2歳  

2～3歳  

3～6歳  

6～11歳  

11～16歳 

16～21 歳 

18～65 歳 

65歳以上 

96  

105  

116  

137  

151  

139  

145 

45 

40   

－ 

－ 

181 

181 

181 

181 

181 

181 

181 

子供，生誕～21 歳：EPA（1996）の元

データを再解析，行為者のみ 

成人，18 歳超：EPA（1996）より，行

為者のみ 
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付録 コントロールバンディング 

 

１．はじめに 

コントロールバンディングとは，1990 年代に英国 HSE が開発した簡易リスク管理手法で

ある．有害性評価分野の専門家がいない中小企業でも化学物質管理を実施できるように，

なるべく簡単な情報・データから化学物質を取り扱う作業現場の有害・危険性，暴露の可

能性，リスクのレベルをバンド幅に分け（クラス分け），リスクレベルに対応する管理手法

を具体的に提案する（Russell ら，1998；ILO(CTRLB)；毛利，2007a，2007b）． 

取扱量と揮発･飛散しやすさの程度で暴露のレベルを，毒性値で影響のレベルをバンド

（区画）に分類する． 

1990年代に英国の HSEが開発して発展させた COSHH Essentialを基本とし，国際機関（ILO，

WHO，IOHA，UK HSE 等）の協力で 2000 年頃にコントロールバンディングとなった．米国の

NIOSH，OSHA 等の機関，他の国も検討している．2002 年からは国際ワークショップが開催

されている． 

当初は，簡単なパラメータからリスクレベルを推定し，安全に管理するための手法を検

討するシステムであったが，REACH の暴露評価への応用を検討する中で，物質に関するい

くつかのパラメータと管理手法から暴露濃度範囲を推定するドイツの EMKG（Einfaches 

Maßnahmenkonzept Gefahrstoffe）やオランダのStoffenmanager等のシステムに変化した． 

 

２．コントロールバンディングの技術的内容 

図 A-１に示す流れに従ってリスクの程度を判定し，管理手法を提示する． 

 

2.1 暴露の評価 

・取扱量：取扱量のレベルで判断する．尐量：g か mL，中量：kg か L，大量：トンか kL 

・取り扱い物質の粉塵性や揮発性：低粉塵性・揮発性粉体，中揮発性液体，中粉塵性粉体・

高粉塵性粉体・高揮発性液体．揮発性の判定には，蒸気圧データも利用できる． 

 

2.2 有害影響の評価 

・各物質の有害影響の程度を，EU の分類法 R-phrase と S-phrase，あるいは GHS のハザー

ド分類を参考にして A，B，C，D，E と S のバンドに分類する．S には，発がん性等危険

性の高いものが分類される（表 A-1）． 

 

2.3 リスクのランクの決定 

・暴露の程度と有害影響の程度をランク分けし，マトリックスを使ってリスクのランクを

決定する（図 A-2）． 

 

2.4 出力 

・リスクのランクに応じて，管理手法を具体的に提案する．ILO の Tool-kit では，具体的

状況を図示したシートが示される． 
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取扱い量 物理化学性

暴露の程度のクラス分け

毒性

有害性のクラス分け

有害性のグループ取扱量による

少量 gまたはmL
中程度 kgまたはL
多量 tonまたはkL

粉塵性/揮発性による

低粉塵性固体/低揮発性液体
中揮発性液体
中粉塵性固体

高粉塵性固体/高揮発性液体

１ ２ ３ ４ S
全般的換気 工学的管理 封じ込め 特殊 保護具

リスクの程度

A B C D E

S

EC R phase
GHS分類

主な管理手法

局所排気等

取扱い量 物理化学性

暴露の程度のクラス分け

毒性

有害性のクラス分け

有害性のグループ取扱量による

少量 gまたはmL
中程度 kgまたはL
多量 tonまたはkL

粉塵性/揮発性による

低粉塵性固体/低揮発性液体
中揮発性液体
中粉塵性固体

高粉塵性固体/高揮発性液体

１ ２ ３ ４ S
全般的換気 工学的管理 封じ込め 特殊 保護具

リスクの程度

A B C D E

S

EC R phase
GHS分類

主な管理手法

局所排気等

 
図 A-1 コントロールバンディング 

 

表 A-1 R-Phrase あるいは GHS 分類による有害性のグループ分け 

有害性のグループ EU の R-Phrase GHS の有害性分類   Cl＝Class 

A R36,R38,R65,R66 

他に分類不能の粉塵と蒸気すべ

て 

急性毒性(致死)，全経路，Cl.5 

皮膚刺激性 Cl.2 か 3 

眼刺激性 Cl.2 

他に分類不能の粉塵と蒸気すべて 

B R20/21/22, R40/20/21/22, R33, 

R67 

急性毒性(致死)，全経路，Cl.4 

急性毒性(全身)，全経路，Cl.2 

C R23/24/25, R34, R35, R37 

R39/23/24/25, R41, R43 

R48/20/21/22 

急性毒性(致死)，全経路，Cl.3 

急性毒性(全身)，全経路，Cl.1 

腐蝕性 副 Cl. 1A,1B,1C 

眼刺激性 Cl.１ 

呼吸器系刺激性（基準検討中） 

皮膚感作性 

反復毒性，全経路，Cl.2 

D R48/23/24/25, R26/27/28 

R39/26/27/28, R40 Carc. Cat.3 

R60, R61, R62, R63, R64 

急性毒性(致死性)，全経路 Cl.1 か

2 

発がん性 Cl.2 

反復毒性，全経路，Cl.1 

生殖毒性 Cl.1 か 2 

E R40 Muta. Cat.3, R42, R45, R46, 

R49 

変異原性 Cl.1 か 2 

発がん性 Cl.1 

呼吸器系感作性 

S   

皮膚と眼に接触 

R21, R24, R27, R34, R35, R36 

R38, R40/21, R39/24, R39/24, 

R41, R43, R66, Sk  

急性毒性(致死性)，経皮経路のみ 

  Cl.1,2,,3,4 

急性毒性(全身)，経皮経路のみ 

  Cl.1 か 2 

腐蝕性 副 Cl.１A,1B,1C 

皮膚刺激性 Cl.2 

眼刺激性 Cl.1 か 2 

皮膚感作性 

反復毒性，経皮のみ，Cl.1 か 2 
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取扱量
低粉塵性/
低揮発性 中揮発性 中粉塵性

高粉塵性/
高揮発性

有害性グループＡ

少 １ １ １ １

中 １ １ １ ２

多 １ １ ２ ２

有害性グループＢ

少 １ １ １ １

中 １ ２ ２ ２

多 １ ２ ３ ３

有害性グループＣ

少 １ ２ １ ２

中 ２ ３ ３ ３

多 ２ ４ ４ ４

有害性グループＤ

少 ２ ３ ３ ３

中 ３ ４ ４ ４

多 ３ ４ ４ ４

有害性グループＥ

有害性グループＥの物質に対しては，管理手法４を選択する

取扱量
低粉塵性/
低揮発性 中揮発性 中粉塵性

高粉塵性/
高揮発性

有害性グループＡ

少 １ １ １ １

中 １ １ １ ２

多 １ １ ２ ２

有害性グループＢ

少 １ １ １ １

中 １ ２ ２ ２

多 １ ２ ３ ３

有害性グループＣ

少 １ ２ １ ２

中 ２ ３ ３ ３

多 ２ ４ ４ ４

有害性グループＤ

少 ２ ３ ３ ３

中 ３ ４ ４ ４

多 ３ ４ ４ ４

有害性グループＥ

有害性グループＥの物質に対しては，管理手法４を選択する  

図 A-2 リスクのランクを決定するマトリックス 

 

３．コントロールバンディング法の展開 

経過一覧（図 A-3）に示すように，ここ数年でいくつかの動きがある. 

Zalk et al, J,Occup.Environ,Hyg.，Vol.５, 330-346 (2008)    に追記

Merck HSE COSHH-Essenntial

Ƃ Ƃ 

Jones Nicas UC)

HSE

1990

EMKG /BAuA - COSHH

ILO Control Banding NIOSH,   review(2009)

RISKOFDERM

REACH TG 

LLNL  

Paik et al.(2008),   Zalk et al.(2009) 

Stoffenmanager

DREAM

2000

 
図 A-3 コントロールバンディング法の経過 

 

・REACH における作業者・消費者暴露評価の手法として，ドイツの EMKG，オランダの

Stoffenmanager，RISKOFDERM 等がガイダンスで勧奨されている．本来は定性的な評価で

あるが，できるだけ定量的に評価できるように，EMKG と Stoffenmanager は，評価暴露
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濃度を範囲（例，1～10ppm）で出力するように改善されている． 

・日本では，いわゆる場の管理のために実施している作業環境濃度測定の実績を生かすた

めに，実測濃度があれば活用できるシステムとして中災防方式が開発された．中災防は，

厚生労働省の委託を受けて，全国の事業者への普及をはかり，希望事業者の実施状況を

評価して，優れた事業場をモデル事業場として選定し，事例集をまとめている（中央労

働災害防止協会，2009）． 

・米国では，古く 1980 年代から製薬企業で，毒性データが揃わない段階から作業安全を確

保するための手法としてバンディング管理が実践されてきた．2001 年以降，OSHA，NIOSH，

ACGIH，AIHA 等の機関がリスクによる管理の手法として注目している．しかし，Nicas

ら，従来から定量的な暴露評価手法を研究してきた研究者からは，その精度に関して批

判がある．また，専門家がいなくても評価できるシステムという意味では，現場の産業

衛生の専門家からの抵抗もあるようである（Nicas and Armstrong，2003）． 

・ナノ材料のリスク管理が注目を浴びているが，米国・欧州の研究者が実験室段階のナノ

材料の管理にこの手法を応用するシステムを提案し，実際の現場で検証した論文の報告

もある． 

ナノ材料のリスク評価との関係は，2004 年の HSE・NIOSH 共催のワークショップで，中

小事業者向け手法として勧奨項目に取り上げられたのがはじまりのようである． 

その後，Maynard と Kuempel（2005）が，ナノ材料の review の中で言及していたが，2008

年になって各種論説での取り上げられ方が増えた．日本では，JFE テクノリサーチ（2007）

（経産省委託事業での検討委員会報告書），森本と田中（2008）のレビューがある． 

2008 年に，米国 Lawrence Livermore National Lab の Paik らが，ナノ粒子用のパイロ

ットシステムを提案した（Paik ら，2008）．このグループは，その後も検討を進め，多

くの専門家を含むグループで事例適用研究などを実施し報告している(Zalk ら，2009)． 

ISO は，2008 年 12 月に，フランスからの提案を受け議論し，コントロールバンディン

グを具体的に検討する作業部会を設置した(2009 年 3 月)． 

 

４．中災防（JISHA）方式 

暴露レベルの推定に実測値があれば，活用する点に特徴がある．図 A-4 に処理の流れを

示す（山田と棗田，2008）． 

・ハザード評価は，コントロールバンディングと同じである． 

・暴露評価は，以下の流れによる． 

①作業環境測定値ありの場合：管理濃度に対する倍数 

②個人暴露測定データありの場合：許容濃度等に対する倍数 

③生物学的モニタリングデータ（BEI）ありの場合：BEI に対する倍数 

④実測値なしの場合：それぞれにつきパラメータを算出し，作業時間・作業頻度と組合

せて暴露レベル EL1～EL4 を定める．ハザードレベル HL とのマトリックスでリスクレ

ベル RL を定め，それに応じて，対策を検討するのは先のシステムと同じである． 
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HL) [ 1-1 1-2] HL

EL EL1 EL4

[ 2] WL

[ 5]

BEI

BEI [ 6]

A B C

[ 7] EWL

EL1

FL

[ 3] EL4

RL

RL

EL2

EL3

[ 4 9] WL EWL

FL

[ 4 9] WL EWL

FL

6

7

8

[ 10 11] EL1,EL2,EL3,EL4

HL

[ 10 11] EL1,EL2,EL3,EL4

HL

RL

RL

RL

RL

RL

 

図 A-4 中災防方式での処理の流れ（山田と棗田，2008） 
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表 A-2 中災防方式における表 1-1（GHS 分類を利用したハザード格付け） 

1 2 3 4 5

5

2A 2B

2 3

3

1 2

2 5

GHS

4

4

4

3 4

2

3

2 3

3

2

1

1A 1B 1C

1

2 3

2

1 2

1

1 2

1

1A 1B 2

1

1

1A 1B 2

1

1A 1B 2

S

1 2 3 4 5

5

2A 2B

2 3

3

1 2

2 5

GHS

4

4

4

3 4

2

3

2 3

3

2

1

1A 1B 1C

1

2 3

2

1 2

1

1 2

1

1A 1B 2

1

1

1A 1B 2

1

1A 1B 2

S
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表 A-3 中災防方式における表 1-2（R 警句を使用したリスクアセスメントのハザードレベ

ル（HL）決定表） 

1 2 3 4 5

R36

R36 38

R38

R65

R67

R

R20

R20 21

R20 21 22

R20 22

R21

R21 22

R22

R23

R23 24

R23 24 25

R23 25

R24

R24 25

R25

R34

R35

R36 37

R36 37 38

R37

R37 38

R41

R43

R48 20

R48 20 21

R48 20 21 22

R48 21

R48 21 22

R48 22

R26

R26 27

R26 27 28

R26 28

R27

R27 28

R28

Categry 3

cartinogen,R40

R48 23

R48 23 24

R48 23 24 25

R48 23 25

R48 24

R48 24 25

R48 25

R60

R61

R62

R63

R64

Categry 3

mutagen,R40

R42

R42 43

R45

R46

R49

Categry 3

mutagen,R68

S

R21

R20 21

R20 21 22

R21 22

R24

R23 24

R23 24 25

R24 25

R27

R27 28

R26 27 28

R26 27

R34

R35

R36

R36 37

R36 38

R36 37 38

R38

R37 38

R41

R43

R42 43

R48 21

R48 20 21

R48 20 21 22

R48 21 22

R48 24

R48 23 24

R48 23 24 25

R48 24 25

R66

1 2 3 4 5

R36

R36 38

R38

R65

R67

R

R20

R20 21

R20 21 22

R20 22

R21

R21 22

R22

R23

R23 24

R23 24 25

R23 25

R24

R24 25

R25

R34

R35

R36 37

R36 37 38

R37

R37 38

R41

R43

R48 20

R48 20 21

R48 20 21 22

R48 21

R48 21 22

R48 22

R26

R26 27

R26 27 28

R26 28

R27

R27 28

R28

Categry 3

cartinogen,R40

R48 23

R48 23 24

R48 23 24 25

R48 23 25

R48 24

R48 24 25

R48 25

R60

R61

R62

R63

R64

Categry 3

mutagen,R40

R42

R42 43

R45

R46

R49

Categry 3

mutagen,R68

S

R21

R20 21

R20 21 22

R21 22

R24

R23 24

R23 24 25

R24 25

R27

R27 28

R26 27 28

R26 27

R34

R35

R36

R36 37

R36 38

R36 37 38

R38

R37 38

R41

R43

R42 43

R48 21

R48 20 21

R48 20 21 22

R48 21 22

R48 24

R48 23 24

R48 23 24 25

R48 24 25

R66
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表 A-4 中災防方式における表 2（作業環境濃度レベル（WL）） 

WL e d c b a

1.5

5

1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

WL e d c b a

1.5

5

1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

 
 

表 A-5 中災防方式における表 3（作業時間・作業頻度レベル（FL）） 

FL ы ъ щ ш ч

87.5%

50%

87.5%

25%

50%

12.5%

25%

12.5%

400

100

400

25

100

10

25

10

FL ы ъ щ ш ч

87.5%

50%

87.5%

25%

50%

12.5%

25%

12.5%

400

100

400

25

100

10

25

10

 

 

表 A-6 中災防方式における表 4（作業環境測定値からの暴露レベル（EL1）） 

WL

FL
e d c b a

ы 5 4 3 2 2

ъ 5 4 3 2 2

щ 5 3 3 2 2

ш 4 3 2 2 1

ч 3 2 2 1 1

WL

FL
e d c b a

ы 5 4 3 2 2

ъ 5 4 3 2 2

щ 5 3 3 2 2

ш 4 3 2 2 1

ч 3 2 2 1 1
 

 

表 A-7 中災防方式における表 5（EL2：個人暴露濃度測定データがある場合の暴露レベル） 

EL2 5 4 3 2 1

1.5
1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

EL2 5 4 3 2 1

1.5
1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

 

 

表 A-8 中災防方式における表 6（EL3：生物学的モニタリングデータがある場合の暴露レ

ベル） 

EL3 5 4 3 2 1

BEI
1.5

1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

EL3 5 4 3 2 1

BEI
1.5

1.0

1.5

0.5

1.0

0.1

0.5
0.1

 

 

表 A-9 中災防方式における表 7（推定作業環境濃度レベル（EWL）） 

EWL e d c b a

A+B+C 7 6 5 4 3 2

EWL e d c b a

A+B+C 7 6 5 4 3 2
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表 A-10 中災防方式における取扱量ポイント（A） 

3 kL 1kL ton 1t

2 L 1 999L kg 1 999kg

1 mL 999mL g 999g

3 kL 1kL ton 1t

2 L 1 999L kg 1 999kg

1 mL 999mL g 999g
 

 

表 A-11 中災防方式における揮発性・飛散性ポイント（B） 

3 50

2 50 150

1 150
PVC

3 50

2 50 150

1 150
PVC

 

 

表 A-12 中災防方式における表 9（職場の作業環境測定値等がない場合の暴露レベル

（EL4）） 

WL

FL
e d c b a

ы 5 4 3 2 2

ъ 5 4 3 2 2

щ 5 3 3 2 2

ш 4 3 2 2 1

ч 3 2 2 1 1

WL

FL
e d c b a

ы 5 4 3 2 2

ъ 5 4 3 2 2

щ 5 3 3 2 2

ш 4 3 2 2 1

ч 3 2 2 1 1
 

 

表 A-13 中災防方式における表 10（リスクレベル（RL）判定表  EL：EL1，EL2，EL3） 

EL

HL
5 4 3 2 1

5

4

3

2

1

EL

HL
5 4 3 2 1

5

4

3

2

1
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表 A-14 中災防方式における表 11（リスクレベル（RL）判定表  EL：EL4） 

EL

HL
5 4 3 2 1

5

4

3

2

1

EL

HL
5 4 3 2 1

5

4

3

2

1
 

 

 

５．EMKG（Einfaches Maßnahmenkonzept Gefahrstoffe） 

REACH の技術解説書最新版(ECHA(2009)の R.14)より，概要を紹介する． 

 

5.1 システムの概要 

ドイツの BAuA により開発された作業場の化学物質リスクランキング手法であり，中小

事業者を援助する．英国 HSE の COSHH Essential を基礎にした定性的暴露推定システムで

ある． 

吸入経路のリスクを評価し，作業場濃度範囲を出力する．REACH のリスク評価の Tier１

システムとして勧奨されている． 

実行システム EMKG-Expo-Tool の英語版は，以下の BAuA（URL：http://www.reach- 

helpdesk.de/en/Exposure/Exposure.html）から入手できる． 

 

5.2 入力と処理 

入力パラメータは以下の３つである． 

①揮発性または粉塵性 

対象物質が液体であれば揮発性，固体であれば粉塵性．粉塵性バンドの定義を表 A-14

に，揮発性バンドの定義を表 A-15 に示す． 

 

表 A-14 粉塵性バンドの定義（固体） 

高（High） 
微細で軽い粉末．使用時に，粉塵雲の生成が見られ，数分間にわたり空気中

に残存する．セメント，二酸化チタン，複写機のトナー等． 

中（Medium） 
結晶，粒状の固体．使用時に，粉塵が見られるが，すぐに積もる．粉塵は使

用後の表面に見られる．粉せっけん，グラニュー糖等． 

低（Low) 
ペレット状で砕けにくい固体．使用時に粉塵が観測される証拠はほとんどな

い．PVC ペレット，ワックス等． 

 

表 A-15 揮発性バンドの定義（液体） 

揮発性バンド 常温（T～20℃） 作業温度（OT）（℃） 蒸気圧（kPa at OT） 

低（Low） 沸点 150℃超 沸点≥5×OT+50 <0.5 

中（Medium） 沸点 50～150℃ その他の場合 0.5-25 

高（High） 沸点 50℃未満 沸点≤2×OT+10 >25 
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②対象物質の取扱量：バッチ当たりまたは操作当たり 

尐（g または mL），中（kg または L），多（トンまたは m3）．使用量バンドの定義を表 A-16

に示す． 

 

表 A-16 使用量バンド（１バッチあたり）の規模の定義 

尐（Small） g または mL，最大 1 kg（固体）または 1 L（液体） 

中（Medium） kg または L，バッチサイズは 1～1,000kg（固体）または 1～1,000 L（液体） 

多（Large） ton または m3，バッチサイズは 1 ton（固体）または 1m3（液体）超 

 

③職場における管理手法 

一般的換気，局所排気装置，閉じ込め．管理手法の定義を表 A-17 に示す．Control 

Guidance Sheets（CGS）で事例が提供される． 

 

表 A-17 管理手法の定義 

管理手法 タイプ 説明 

1 一般的な換気 良好な換気と良好な作業慣行 

2 工学的管理 局所排気（単一の場所での抽出，部分的な囲い込み，不完

全な封じこみ等），良好な作業慣行 

3 封じ込め 囲い込み，小さな穴は問題とならない．良好な作業慣行 

 

5.3 出力 

①～③の入力データの組合せで，表 A-18 に示す暴露可能性（EP）バンドが決定され，

各 EP バンドに基づいて濃度推算値の下限～上限が出力される（表 A-19）．濃度単位は，固

体の場合，mg/m3，蒸気の場合，ppm である．安全側のリスク評価のためには，上限側の推

算値と，DNEL，OEL 等の基準値と比較する． 

 

表 A-18 暴露可能性（EP）バンド*の定義 

固体の EP バンド 使用量バンド 粉塵性バンド 説明 

1 尐 低または中程度 g（低/中粉塵性固体） 

2 尐 高 g（高粉塵性固体），kg/ton（低粉塵

性固体） 中程度または多 低 

3 中程度 中程度または高 Kg（中/高粉塵性固体） 

4 多 中程度または高 ton（中/高粉塵性固体） 

液体の EP バンド 使用量バンド 揮発性バンド 説明 

1 尐 低 mL（低揮発性液体） 

2 
尐 中程度または高 mL（中/高揮発性液体），m3（低揮発

性液体） 中程度または多 低 

3 
多 中程度 m3（中揮発性液体），L（中/高揮発

性液体） 中程度 中程度または高 

4 多 高 m3（高揮発性液体） 
*：暴露可能性は EP1 から EP4 で増加する．広範な表面への施用（塗装，接着剤施用等）及び勤

務時間毎に 1 L 超の物質/製品を使用する場合，1 つ上の EP バンド採用する必要あり． 
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表 A-19 予測暴露範囲（下限値～上限値の濃度範囲の出力） 

固 体 

管理手法 

粉塵に対する予測暴露レベル，mg/m3 

固体 EP バンド 1 

g（低/中粉塵性固

体） 

固体 EP バンド 2 

g（高粉塵性固

体），kg/ton（低

粉塵性固体） 

固体 EP バンド 3 

kg（中/高粉塵性固

体） 

固体 EP バンド 4 

ton（中/高粉塵性

固体） 

1 0.01-0.1 0.1-1 1-10 >10* 

2 0.001-0.01 0.01-0.1 0.1-1 1-10 

3 <0.001 0.001-0.01 0.01-0.1 0.1-1 

液 体 

管理手法 

蒸気に対する予測暴露レベル，ppm 

液体 EP バンド 1 

mL（低揮発液体） 

液体 EP バンド 2 

mL（中/高揮発性

液体），m3（低揮発

性液体） 

液体 EP バンド 3 

m3（中揮発液体），L

（高揮発液体） 

液体 EP バンド 4 

m3（高揮発液体） 

1 < 5 5-50 50-500 >500* 

2 < 0.5 0.5-5 5-50 5-500 

3 < 0.05 0.05-0.5 0.5-5 0.5-5 
*：推奨せず 

 

5.4 システムの強み 

・システムの構成が明確で理解しやすい． 

・使用量を考慮する． 

・短期間暴露，使用量，管理手法を様々に変えて，繰返し検討できる． 

・混合，充填といった一連の共通作業に管理手法を提案できる 

・インターネットで管理手法のガイダンスが入手できる． 

使用記述子と関係付けて使用すれば相対的ではあるが詳細なリスク管理ガイダンスと

なり得る 

 

5.5 システムの限界 

・吸入経路の評価のみ可能である． 

・暴露評価部分がユーザーには見えない 

・入力値の選択幅が限られているため，繰返し検討の可能性が狭い．例えば，対象物中の

物質濃度は 100％．暴露継続時間はシフトの長さに限定されている．作業が１日 15 分以

下の場合は，次の低い濃度範囲を使う． 

・ガス(扱い，放出)には不適  

・組成が不明のエアゾル(研磨作業での煙霧や粉塵等)が発生する作業には使用できない 

・CMR(発がん性，変異原性，生殖毒性)物質には不適 

 

６．Stoffenmanager  

 

6.1 システムの概要 

オランダの ArboUnie，TNO，BECO の協力で開発された職場の化学物質リスクランキング
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手法であり，中小事業者を援助する．Stoffenmanager は以下の機能を持つ（Stoffenmanager 

4.0，URL：https://www.stoffenmanager.nl/Public/Explanation.aspx）． 

1)コントロールバンディング 

中小企業（SME）が限られた情報からリスクをクラス分けし，クラスに応じた有効なコ

ントロール技術を決める．本来のコントロールバンディング機能であり，吸入と経皮に

つきリスクスコアを計算する． 

2)定量的な吸入暴露推定ツール 

吸入可能サイズのダストと蒸気について，濃度を mg/m3 で出力する． 

2 種の推定を選択できる． 

・90 パーセンタイルに基づく最悪シナリオ 

・他に 50 および 75 パーセンタイル 

時間加重平均濃度も出力できる．基準値濃度と比較すればリスク評価が可能である． 

3)REACH の Tier１吸入暴露ツール 

上の２を REACH に焦点をあてて実施し，最悪ケース推定値を DNEL 値と比較する． 

REACH の技術解説書では，作業場暴露評価の Tier 1 モデルとして推奨されている． 

4)さらに，オランダ語版は，作業指示カード作成，社内の危険物質登録簿作成(CRM 物質を

含む)，作業場の爆発安全性評価，化学物質保管管理などに有用な機能も持つ． 

 

システムの構成（Marquart，2004）を図 A-5 に示す． 

 

R- S- phase

PPE

R- S- phase

PPEPPE

 

図 A-5  Stoffenmanager のシステムの構成 

 

6.2 入力データ 

定量的な暴露の評価には，以下の入力パラメータが必要である． 

・物質の物理状態(固体/液体) 

・粉塵の放出の原因となる成形品を含む活動の有無 

・直接使用される液体の蒸気圧か，固体成形品・顆粒・粒子等の粉塵性 

・成形品から放出される粉塵のタイプ（現在は，石と木材のみ対象） 
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・製品中の対象物質の割合 

・液体製品の希釈レベル（非希釈＝100％） 

・処理のカテゴリー 

・局所的な制御（LEV と囲い込みを含む） 

・作業者と放出源との距離(１m 以内か否か) 

・2 次的な発生源の存在： 

同じ物質を同時に使用している他の作業者の存在 

活動の後の乾燥や固化の時間（蒸気の発生が続く） 

・部屋の規模 

・一般換気 

・注入（immission）コントロール手段（コントロール室等） 

・個人保護具の使用の有無 

・作業場は定期的に清掃されているか 

・機械や装置は定期的に検査・整理されているか 

 

上記の暴露推定に必要な項目以外にも，以下の情報が必要である．これらの情報は定量

的な暴露推定に影響しないが，ソフトウェアが全体として機能する上で必要となる． 

・製品名 

・有害性評価：製品に関係ある R-phrases の情報 

・SDS（Safety Data Sheet，いわゆる MSDS）の日付，供給者，評価部署 

・作業の継続時間と頻度 

 

6.3 処理 

各要因に主観的な値を与えて，暴露量をクラス分けする．  

・吸入暴露：暴露再構築法 Cherrie ら（1999）に従う． 

εi：発生（intrinsic emission），h：操作（handling/processing），ηlv：局所的制御

（local controls の効率），ta：時間，ηppe：個人保護具の効果である．各変数の値の

ガイドの例を表 A-20 に示す． 

    ppepalviNF thC   11  

上記の式は，近場（一辺 2 m の立方体）中での濃度を推定する．遠場は，希釈か，一

般的換気ｄgv で減衰すると仮定し，次式で推定する． 

     gvppepFF,aFF,lvFFFF,iFF d1t1hC    

各ジョブに分解して，各 task や操作毎に総暴露濃度（CT）を計算する． 

 



n

1j

jj,FFj,NFT CCC   
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表 A-20 Cherrie ら(1999)による各パラメータに対するガイド値 

パラメータ 記述 意味 

発生（intrinsic emission）εi   

3 high 埃っぽい物質,他 

10 very high 非常に埃っぽい，高蒸気圧，高温 

3 high 埃っぽい物質,他 

1 moderate 操作中に埃か蒸気が発生 

0.3 low 操作中に尐量の埃が発生 

0.1 very low 非常に尐量の埃か蒸気が発生 

0 none 汚染物質が出ない 

操作 Handling  h   

10 very high 高エネルギー注入，粉砕，他 

エアゾルから蒸発 

3 high 0.5～2m 落下して破壊，液中バブル 

1 moderate 0.5m 以内の落下，splash ありの注入 

0.3 low 持ち上げ，積み重ね，注入 

0.1 very low 注意して持ち上げ,他 

0 none 操作や処理がなし 

局所的制御  1－ηlv   

1 none 局所制御なし 

0.3 some controls 局所排気あり，他の制御あり 

0.1 effective 

controls 

設計・維持が良好の局所排気，他の

効果的な制御 

 

計算の例を以下の表 A-21 に示す（Marquart，2003） 

 

表 A-21 Stoffenmanager における計算の例 

パラメータ 値 スコア 

活動 粉末のダンプ ３ 

物質 酸化亜鉛 物質 

NF か FF か NF のみ  

移動での減 LEV あり 0.1 

注入 管理良，指示 0.3 

継続時間 ＜2 時間 2 

頻度 2-4 回/日 3 

計算＝3×1×0.1×0.3×2×3＝0.54 

→ 0.12～12 はカテゴリー3（中程度） 

 

・経皮暴露は，Goede ら（2003）の RISKOFDERM 法による． 

15 種の potential dermal modifiers に関して，DC（直接接触），SC（表面接触），DEP

（沈着）の観点から，3，１，0.3 または 0.1 の点数を与える． 

 

6.4 出力 

リスクカテゴリーを出力する以外に，REACH のリスク評価で利用するための平均的な業

務による暴露レベルを予測する．時間加重平均を計算するためには，個別の活動に対して

評価し，さらに各活動の継続時間を用いて，平均を計算する． 

複数のパーセンタイルを計算する．予測されるパーセンタイルは，蒸気，液体エアゾル，
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吸入され得る粉塵への暴露をカバーする多数の実測値で較正される．合理的な最悪ケース

の推定として適切なパーセンタイルを選択する必要がある．全ての入力が典型的な値であ

れば，リスク評価には 90 パーセンタイルが推奨される．全ての入力に安全側の値が使用さ

れる場合には，出力分布の 75 パーセンタイルが推奨される． 

 

6.5 システムの特徴 

Stoffenmanager 4.0 モデルは，REACH 暴露評価の Tier１と higher Tier の中間に位置す

ると表現される．モデルの根拠は Cherrie と Schneider (1999)によるが，数点改訂されて

いる．Tier 1 ツールより情報を多く必要とするが，柔軟で結果はより正確であるという． 

長所  

・明確で判りやすく，使いやすい構成 

・REACH の暴露シナリオの短いタイトル名で要求される「物質が使用される技術過程」に

類似したカテゴリーの扱いに基づく 

・より簡単なモデルに比べると，作業条件とリスク管理手法の選択でより具体的な推定が

可能 

・出力は決定論的なスコアと約 1,000 件の実際の測定値の間の相関関係を統計処理した結

果に基づく 

・評価の結果を保存して，再利用あるいは修正が可能 

・モデルの変動要因は暴露評価の出力に含まれており，暴露分布の異なるパーセンタイル

を利用できる．推定暴露分布を図で表示することも可能． 

・モデルの出力に基づき，複数の暴露制御手法を選択し，その効果を評価できる． 

短所(限界)  

・Stoffenmanager 4.0 では，1)ガス，2)繊維，3)木材や石以外の固体物，4)溶接や廃棄物

燃焼のような高熱作業技術は対象外である． 

・処理カテゴリーは使用記述子（PROCs）と直接リンクしていない． 

・粉塵性の選択が常に明確というわけではない． 

・使用量や排気速度等のパラメータの量的影響が直接的でない． 

・入力パラメータの確率分布は使用できない． 

・較正がユーザーには見えない 

・部屋の規模等の入力パラメータは，REACH の枠組みでの使用が困難である 
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製品 

活動 
ガス 

揮発性 

液体 

不揮発

性液体 
粉末 繊維 成型品 

移動及び撹拌      n.a. 

重力移送      n.a. 

拡散及び浸漬      n.a. 

空気分散法      n.a. 

熱間加工法      n.a. 

剥離及び衝撃 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.  

緑 ：適用領域に入る 

赤 ：適用領域外である 

黄色：この組み合わせの適用は不確かである 

n.a.：適用不可；この状況は起こり得ない 

図 A-6 定量的吸入暴露モデルの適用領域 

 

短所を補う方法 

・PROCs を Stoffenmanager の handling categories に入れ替える 

・粉塵性のカテゴリーは，関係する中でもっとも安全側で選択する 

・条件が可変なら，複数の入力パラメータを組合せてモデルで推定し，最も安全側の選択

肢を選ぶ． 

 

6.6 システムの検証 

このツールは広範な実測データと比較され，結果が公開されている（Marquart，2007；

Tielemans，2007）．Stoffenmanager は独立に実施される測定データと比較して定期的に検

証される．検証後，必要あれば較正が最新化され，有効範囲が拡大される（Schinkel，2009）． 

定性的な Stoffenmanager スコアと実測値の Spearman の相関係数は，約 0.8 である．

（Tielemans，2007）（図 A-7 参照）． 

 

固体系での評価（Tielmans，2007） 液体系での評価（Tielmans，2007）

変動の65％が説明できる 変動の69％が説明できる
 

図 A-7 実測値との比較（Tielemans，2007） 

 

6.7 適用性  

ハザード分類には SDS の情報を利用できる． 
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SDS がないか，R-phrases が未知の物質には使用できない（農薬や医薬品）．その場合は

専門家と相談して R-phrases を決定する． 
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